
　　　　　　　　第5章経済的制度と競争構造

～技術開発・事業展開パターンの相違が生起する論理的可能性～

152



第5章経済的制度と競争構造

■5．14つのリサーチクエスチョン

　本章の目的は，日米の経済的制度の相違と競争構造の相違に注目して，日米半

導体企業において資源展開パターンの相違が出現した原因を，技術的な潜在的生

産用役の誘発と駆動のメカニズムという視点から説明を試みることにある．

　説明すべき現象とは，以下の4点である．

（1）動員可能な投入要素資源量に関して比較優位にあったはずの米国

　の多角化企業が，半導体事業において特化的な資源展開パターン

　を実現し，バイ・シーモスのような融合型技術の開発および事業

　化に消極的だったのはなぜか1．

（2）これに対して，米国多角化企業と違って，日本の多角化企業が，

　半導体事業において積極的に同時追求的資源展開パターンを実現

　　したのはなぜか．

（3）バイポーラ技術とシーモス技術を同時に開発・事業化してきた米

　国企業が存在していたにも関わらず，それらの企業がバイ・シー

　モスという融合型技術の開発および事業化に消極的だったのはな

　ぜか．

（4）これに対して，多くの日本企業がほぼ同時期に積極的に融合型技

　術の開発および事業化に積極的だったのはなぜか．

　以下では，上記の4つの疑問に答えるために，潜在的生産用役の誘発要因とし

ての経済的制度と，駆動要因としての競争構造に注目する．これら2つの要因を

敢えて取り上げるのは，単に個別企業の平均的な事業規模，事業年齢，多角化の

程度，需要構造の相違といった個別要因のみに注目したとしても，日米の資源展

開パターンが出現した原因を包括的には説明できないからである．　（これらの要

因と資源展開パターンの関係については，補遺（C）を参照して欲しい．）

　経済制度的特徴は，どのように潜在的生産用役の誘発メカニズムとして機能す

るのであろうか．また，競争構造的特徴はひとたび顕在化した新しい生産用役の
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駆動メカニズムとしてどのように機能しうるのであろうか．まず，資源展開パター

ンの相違が出現した原因として注目する経済的制度と競争構造における日米の相

違について，断片的ではあるがいくつかの経験的データに基づいて確認すること

にする．

　その上で，当時日米企業がそれぞれ直面していたと考えられる外部環境を再構

成することによって，日米企業の事業展開パターンが出現した原因を，投入要素

資源の合理的な投入行動という点から説明しようと試みる．

　結論を先取りすれば，生産要素市場の流動性が高く，外部事業化の可能性が高

い場合米国のような産業システム下では，既存企業（タイプ（1））においては，

雇用制約と内部事業化インセンティブが小さくなり，結果として内部事業化圧力

が低下するため，新たな潜在的生産用役の誘発ということが起こりにくくなり，

既存の事業領域に特化するという事業展開パターンが実現されやすくなる．その

結果，融合型技術のような潜在的生産用役が誘発される可能性も小さくなる．

　これに対して，新規のスタートアップ型企業（タイプ（2〉）においては外部

事業化圧力が高くなるため，既存企業に比べて相対的に潜在的生産用役が誘発さ

れる可能性は高くなる．ただし，融合型技術のような潜在的生産用役は，技術の

所有権問題が発生する可能性が高いので，事前にこの問題を回避するこのタイプ

の企業は，融合型技術以外の潜在的用役を誘発することになる．これらの理由か

ら，融合型技術のような潜在的生産用役がどちらのタイプの企業内でも誘発され

にくくなる．つまり，2つのタイプの企業のどちらにおいても融合型技術は開発

されにくくなるため，　（1）生産要素市場の流動性が高く，　（2）外部事業化の可

能性が高く，　（3）M＆A市場の発達度が高く，　（4）技術の所有権問題が生起す

る可能性が高いという経済制度的特徴を持った産業システム下では，バイ・シー

モスのような融合型技術は開発されにくく，技術開発におけるバイポーラとシー

モスの2極分化が起こる．

　また，仮に潜在的生産用役の誘発メカニズムが機能することによって，ひとた

びバイ・シーモスのような融合型技術が顕在化したとしても，　（1）技術力格差

や事業規模格差が大きく，　（2）半導体市場における製品ラインの重複度が小さ

く，　（3）最終製品市場における製品ラインの重複度が小さく，　（4）スタートアッ
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プ型企業との競合可能性が大きいという特徴を持った米国のような競争構造下で

は，どの企業タイプにおいても融合型技術のような生産用役に積極的に投入要素

資源を動員することによって，新たに顕在化した生産用役を拡大するという駆動

メカニズムが機能しにくくなる．その結果バイポーラとシーモスをそれぞれ事

業展開するという，事業展開の2極分化が起こる。

　以上の理由から，米国企業においては，日本企業と比較した場合，融合型技術

の開発に出遅れるのみならず，その事業展開にも出遅れる可能性が考えられるの

である．

■5．2　日米の産業システムの特徴：経済的制度と競争構造

　そこで本節では，日米企業の背後に存在しうる論理的可能性についての具体的

な説明を行う前に，日米の産業システムそれぞれの特徴を，経済的制度と競争構

造という2つの側面から，経験的に明らかにすることにしよう．

5．2．1　日米の経済的制度の相違

（1）生産要素市場における流動性の相違

（イ）　労働市場の流動性の相違

　両国の労働市場や金融市場のような経済制度的環境における相違とは，端的に

言えば，流動性の程度の相違に集約されると言っても過言ではない．

　例えば，労働市場に関して言えば，米国の半導体企業が主に集積するシリコン

バレー（正式には“サンタ・クララ郡”），ボストン郊外，米国サンベルト地帯

等の地域においては，短期雇用契約に基づいた技術者（engineer）や生産労働者

（productionworker）の企業間移動が，他の米国内の地域と比べても非常に高い

地域である（Do㎡【nan，19831Saxenian，19831Scott，19861ScottandAngel，1987）．

これに対して，日本の大規模企業が直面する労働市場は，相対的に流動性が低い

と言える．
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　図表5・1は断片的ではあるが，日米の労働市場の流動性の相違を推察するため

に，両国の離職率を概観したものである．具体的には，日本の製造業と日米の電

気機械器具製造業（一部半導体産業も含む）における離職率を比較したものであ

る．

　この図表が示すように，製造業全体で比較すると日本と米国の労働市場の流動

性の違いが容易に理解される．例えば，1971年から1981年までの米国の離職率は，

最も低かった年でも1981年の41％であり，最も高かった1974年には59％にも達し

ている．つまり，製造業の常用雇用労働者の40％から60％が1年間に2つ以上の企

業で働いていることになる2．

　これに対して，日本の離職率は，1971年の19％を最高に徐々に低下傾向にあり，

1980年代は安定して12％から14％の問を動いている．BLS（Beureau　ofLabor

Statistics）等が発行する政府刊行物によって包括的に半導体産業の流動性を観察

することは難しいが，Ange1（1989）によれば，米国全土の半導体産業に従事す

る技術者の1980年から1986年までの離職率は，おおよそ12．3％から19．9％の間を

動いているという．また，AEA（AmericanElectronicsAssociation）の調べによれ

ば，米国の電気機械器具製造業（electronicand　other　electrical　equipment）に従事

する技術者の離職率が1984年に17％，1985年に13．5％であるという3．これらの

事実から，半導体産業に従事する米国企業の技術者の離職率は，米国の電気産業

従事者よりも少し高いが，製造業全体の離職率よりも低いと推測することが可能

であると思われる4．

　Angel（198g）やAEA（1986）の調査とr労働統計年報』の原データである労

働省『雇用動向調査』とでは，調査方法や対象となる事業所のサンプル規模など

が必ずしも比較可能となるように操作されていないため断定はできない5．しか

し，米国ではシリコンバレーやサンベルト地域において，技術者や生産労働者の

移動が非常に頻繁に起こっているという既存研究による指摘（Angel，1989，

1994）と，日本の半導体企業に従事する技術者あるいは生産労働者の企業間移動

は，1990年代に入って僅かながら起きているが，規模としては非常に小さい，と

いう日本の大手半導体企業の複数の技術者による指摘から，日本の半導体企業は

非常に流動性の低い労働市場に直面し，米国の半導体企業は非常に流動的な労働
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市場に直面している，と推察することが可能になると思われる軋

（ロ）　金融市場の流動性の相違

　また，金融市場の流動性においても，米国企業と日本企業が直面する制度的環

境は顕著に異なる．最も顕著な相違点とは，先進諸国の中でも米国の産業システ

ムにおいてのみ高度に発達したベンチャーキャピタル制度が存在する点である（

Bullock，1983）．すでに第3章で定義したように，金融市場の流動性とは資金調達

方法の多様性と定義しよう．

　確かに，先進諸国においては，銀行による信用供与が企業負債の主要な構成要

素の1つである．しかしその構成比は，米国企業の負債に占める割合が1980年代

平均して8．62％であるのに対して，日本企業の負債に占める銀行の信用供与が占

める構成比率は32．18％である（OECD，1990）．負債に占める銀行からの信用供

与を除くと，全てがベンチャーキャピタルからの資金調達であるとは到底言えな

いが，日本企業は銀行による信用供与が中心で，米国企業は銀行以外の金融市場

からの資金調達などが主な資金調達が中心的であり，その方法の一つにベン

チャーキャピタルからの資金調達が含まれていると言えるだろう．

　日本よりも米国において，ベンチャーキャピタリストによる投資が盛んに行わ

れているという事実は，日米のベンチャーキャピタルの投資額の大きさの違いか

ら，より直接的に確認可能である．例えば，1983年時点の米国の投資総額は，

121億ドルであるのに対して，日本の投資総額はわずか3億ドルである．1992年時

点においても米国の投資額が日本の投資額よりも圧倒的に大きいという傾向はほ

とんど変わらず，米国の投資総額が311億ドルであるのに対して，日本のそれは

68億ドルである（図表5・2　参照）．

　これらの事実から，米国企業が直面する産業システムにおいては，銀行からの

信用供与の他に，ベンチャーキャピタリストや投資家集団（Angels）からの資金

調達という方法が存在すうのに対して，日本の産業システムにはそのようなベン

チャーキャピタリストや投資家集団が存在しない．つまり，経済制度的観点から

見れば，ベンチャーキャピタリストが制度的に存在する分だけ，米国企業が選択
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図表5－2　ベンチャーキャピタル投資額（億ドル）

米国 日本

1983 121 3
1992 311 68

データ出所）　Vellture　Economics

　　　　　Investor　Services

　　　　　　『DIAMONDハーバード・ビジネス』，Julle／July，7，1996，p．54参照

　　　　　　『日経ベンチャー』および『日経産業新聞』　（1994年5月23日付）

しうる資金調達方法の多様性が，日本企業のそれよりも大きいと言うことができ

る．日本企業が選択しうる方法は，株式（社債）発行に依存するか，銀行からの

外部借り入れに依存するかのどちらかの方法しかないのである．

（2）外部事業化の程度

　すでにMorris（1990）によって指摘されているように，米国半導体産業が日本

や欧州の半導体産業と顕著に異なる点は，既存企業からのスピンアウトによって

創業するスタートアップ型企業が非常に数多く観察されるという点である7．例

えば，現在大規模な既存企業となった㎞te1社，National　Semiconductor社，AMD社

のみならず，歴史的に数々の技術開発に成功したFairchild社やMostek社などもす

べて事業の初期段階においては，大手企業からスピンアウトしたスタートアップ

型企業であった．本論文の観察期間である1980年代以降においても，米国半導体

市場には63社の米国（籍）半導体企業が新規参入したが，そのうち46社はベン

チャーキャピタリストの支援を受けたスタートアップ型企業である8．

　これに対して，日本の半導体市場においては，歴史的にベンチャーキャピタリ

ストの支援を受けて新規参入した半導体企業は1社も存在しない．本論文の観察

期間である1982年から1992年までにおいても同様である．

　スピンアウトによるスタートアップ型企業の新規参入が数多く観察されるとい
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う事実を，外部事業化の程度の高さを表す一つの経験的な代理指標である，と解

釈するならば，米国の産業システムは外部事業化の可能性が高く，日本の産業シ

ステムは外部事業化の可能性が低いと言えるであろう．

（3）M＆A市場の発達度

　日米の経済的制度における第3の相違点として，M＆A市場の発達度が挙げられ

る．つまり，日本においてはM＆A市場の発達度が小さいのに対して，米国にお

いては，M＆A市場が高度に発達していると言える．

　例えば，1982年から1992年までの観察期間に，日本企業に関する合併・買収事

例は一切起きていない．これに対して米国においては，企業間の買収・合併が頻

繁に起こっている．図表5・3は，1982年から1992年までの主要な企業買収・合併

事例の一部を一覧にしたものである．

　例えば，1983年創業の新興ベンチャーであったVISIC社は，1986年に同じく新

興ベンチャー企業であったVLSITechnology社に買収され，Exe1Microelectronics

社は，1986年に同じくベンチャー企業のExar社によって買収された乳

　また，1969年創業のメモリ・デバイスの老舗企業であったMonolitic　Memories

社は，1987年にAdvanced　Micro　Systems社に吸収合併された10．さらに，1990年

には1969年創業の老舗企業であったPrecision　Monolitic社が個別半導体やアナログ

ICの代表的な企業であるAnalogDevice社に買収された11．1991年にはTRW社の

半導体部門が，トランジスタ時代から半導体事業に参入するRaytheon社に売却さ

れ，1992年にはCrystal社が80年代に急成長したCirrus　Logic社に買収された12。

　これらの米国においてしばしば観察される企業買収に関して特に注目すべき点

は，買収される企業の特許や著作権の所有者が，企業間の買収を通じて非常に短

期間に移り変わる，という事実である．

　例えば，1950年代後半から半導体事業に参入していたGeneralElectric社は，

1971年に半導体部門の業績悪化を理由に，Honeywell社に自社の半導体部門を全

て売却した．しかし，80年代初頭に再び半導体事業への参入決定した同社は，

1986年に業績不振に陥ったRCA社の半導体部門（SolidStates　Division）とlntersil
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社を買収した13．それによって，RCA社とIntersil社のもつ特許や商標を獲得した．

しかし，わずか2年後の1988年には，同社は再び自社の半導体部門を全てHaπis

Semlconductor社に売却した14．

図表5－3　≦982年から1992年までの主要米国企業の買収事例
年度 買収先 買収元

1986 VISIC VLSI　Tec㎞ologV

RCA　Solid　St盆tes　Division General　Electric
Intersi1 General　Electric

Exel Exar

1987 Monolithic　Memories dvanced　Micro　S　stems

Schlumber　er－Fairchild National　Semiconductor

1988 General　Erectric　Semiconductor Ha∬is　Semiconductor

1990 Precesion　Monolithic Analog　Device

1991 TRWSemiconductorDivision Ravtheon

1992 CτYstaI Cirrus　Lo　ic

データ出所）各社アニュアルレポート

　　　　　SanJose　Mercury　News

　また，ICの量産技術の基礎となったプレーナー技術やモス型デバイスの開発に

成功したFairchild社は，1979年にフランスのコングロマリットである

Schlumberger社に買収され，1987年にはNationalSemiconductor社に買収された、

そして，1997年にはCiti　Corp．Venture　Capital社を中心とした投資家によって，

NationalSemiconduct鉱社から再び買い戻され，20年ぶりに独立企業として存続す

ることとなった15．

　以上の事実から，日本企業は技術的生産資源を企業ごと獲得する可能性がほと

んどない経済制度的特徴を有する産業システムに直面していると言える．これに

対して，米国企業は技術的生産資源を企業ごと獲得する可能性が高い経済制度的

特徴を有する産業システムに直面していると言える．つまり，日本の産業システ

ムはM＆A市場の発達度が低いのに対して，米国の産業システムはM＆A市場の発

達度が高いとまとめることができよう．
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（4）技術の所有権問題の生起可能性

　図表54は，1980年代半ばから1990年代初頭にかけての主要な米国企業の半導

体関連の訴訟事件を一覧したものである．図表から見て分かるように，Intcl社の

互換機マイクロプロセッサを生産するCyrix社やChipsandTechnology社などの新

興スタートアップ企業が次々に訴えられている．

　この様な訴訟事件は，モス・マイクロコンポーネント市場のみならず，モス・

メモリ市場やモス・ロジック市場でも起きている．例えば，1980年代初頭から半

ばにかけて市場が急拡大したEEPROM市場において，当時主要な生産企業であっ

たlntel社，Atmel社，SeeqTechnology社，MicrohipTechnology社は，互いに

EEPROMの基本特許に関して相互に訴訟を合戦を繰り返している．製品でいえば，

MOS型関連製品の市場を中心に，生産技術や回路設計技術など訴訟対象となっ

ている領域は多岐にわたっている．

　これに対して日本企業においては，上記のような訴訟事例は全く起きていない

と言っても過書ではないであろう．少なくとも本論文の観察期間中は，技術の所

有権に関する顕著な訴訟行動は，日本企業においては観察されなかった．

　このことから，米国企業は競合企業との技術的所有権問題が生起する可能性が

高い経済制度的特徴を有する産業構造に直面しているのに対して，日本企業は潜

在的に競合企業との技術的所有権問題が生起する可能性が低い経済制度的特徴を

有する産業構造に直面していると言えるであろう．
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第5章経済的制度と競争構造

5．2．2　日米の競争構造の相違

（1）競合企業間の事業規模格差と技術力の格差

　それでは，日米企業がそれぞれ直面する競争構造の相違とは何であろうか．策

1の相違点は，競合企業問の事業規模格差や技術力格差に求めることができる．

図表5・5は，両国のトップ企業の事業規模と上位3位，上位5位，上位10位の企業

の事業規模との相対的な格差を日米で比較したものである．

図表5－5　日米同時追求企業の事業規模格差

1982 1992

トップ生　との　　・的 米国　日 米国 日

3位 0．56　0．54 0．59 0．76
5位 0，28　0．31 0．30 0．45

10立 0，09　0．02 0．03 0．19

　この図表から，1982年時点においては，トップ企業から10位までの同時追求企

業間の事業規模格差において，日米の相違はそれほど見られないことがわかる．

しかし，1992年においては，上位10社までを日米で比較すると，顕著に米国より

も日本の同時追求企業の方が事業規模の格差が小さいことが分かる．

　技術力に関しても，日本企業問の格差は，米国企業間の格差よりもずっと小さ

いと言うことができる。例えば，DRAM（DynamicRandomAccessMemory）市場

に注目してみよう．DRAMは，半導体製品の中でも最も微細加工技術を必要とす

る製品である．このDRAM市場には，1992年時点において日本の総参入企業20社

のうち10社が参入している．つまり，総参入企業数の半数もの日本企業が，最先

端の微細加工技術の開発をしているのである．しかも，一番最初に開発と量産化

に成功する企業は，世代ごとに入れ替わっている16．

　これに対して，米国企業においてDRAM市場において事業化している企業は
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Texas　Instruments社とMicronTechnology社とMotorola社の3社に過ぎないのである

（伊丹＋伊丹研究室，1995；Methe，1992）．

　つまり，米国における競争構造の第1の特徴は，競合企業との事業規模や技術

力格差が大きい企業間が競争するという点にあると言えるだろう．これとは逆に，

1、］本における競争構造の第1の特徴は，競合企業問の事業規模格差や技術力格差

が小さい企業が競争するという点にあると言えるだろう．

（2）半導体市場における製品ラインの重複度

　日米の競争構造における第2の相違点は，半導体製品ラインの重複度の相違に

求められる．つまり，日本の半導体市場においては，競合企業との製品ラインの

重複の程度が大きいのに対して，米国の半導体市場においては，製品ラインの重

複の程度は小さい．

　図表5・6は，事業展開する製品領域数ごとに同時追求企業数を計算し，総同時

追求企業数に占める構成比を計算したものである．注目すべき点は，米国よりも

日本の同時追求企業の方が事業展開する製品領域数が相対的に多く，しかも上位

企業と下位企業とが事業展開する製品領域数の格差が小さい点にある．

図表5－6　同時追求企業の製品領域数
1982 1992

製品領域数 米国 日本 米国 日本

7 17％ 30％ 25％ 19％

6 17％ 40％ 5％ 25％

5 9％ 10％ 15％ 19％

4 17％ 20％ 5％ 25％

3 13％ 0％ 30％ 13％

2 13％ 0％ 20％ 0％

1 13％ 0％ 0％ 0％

企業数　　　　23　10　20　16
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　例えば，1982年の米国の同時追求企業において，最も事業展開する製品領域数

が小さい企業は1である．つまり，1つの製品市場でしか事業展開していない場合

である．このケースは，米国の同時追求企業23社の13％を占めている．また，事

業展開する製品領域数が3以下の企業は，全体の39％をも構成しているのである。

これに対して，1982年における日本の同時追求企業10社全ては，4つ以上の製品

領域で事業展開している．1992年においても基本的にその傾向は変わらない．

　つまり，米国における競争構造の第2の特徴は，相対的に製品領域ごとに同時

追求企業が棲みわけている傾向が強いため，半導体製品市場における競合企業間

の製品ラインの重複度が小さい，という点にある．これに対して，日本における

競争構造の第2の特徴は，同時追求企業は相対的にどの企業も全ての製品領域に

おいて事業展開する傾向が強いため，競合企業間の製品ラインの重複度が高いと

いう点にあると言える．

（3）最終製品市場の重複度

　日米の競争構造における第3の相違点は，半導体製品が組み込まれる最終製品

市場における競合企業間の重複度の相違にある．つまり，日本の最終製品市場に

おいては，競合企業との製品ラインの重複の程度が大きいのに対して，米国の半

導体市場においては，製品ラインの重複の程度は小さい．例えば，1982年から

1992年までに観察された米国の同時追求企業35社のうちATr社，GI社，

HARRIS社：，｝IUGHES社，皿社，MOTOROIA社，RAYTHEON社，RCA社，

ROCKWELL社，TELEDYNE社の以上10社は，日本の同時追求戦略企業と同じよ

うに，社内に半導体を利用する製品需要先を持っているが，これらの企業は互い

に最終製品市場で棲みわけられているのである17．
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（4）スタートアップ型企業との競合可能性

　日米の競争構造における第4の相違点は，スタートアップ型企業との競合可能

性の相違に求められる．すでに，日本の産業システムにおいては生産要素市場の

流動性の低さに起因する外部事業化の可能性の高さゆえに，スタートアッブ型企

業が出現する可能性が小さいということが明らかとなっていた．それゆえ，日本

の産業システムにおいては，スタートアップ型企業と同一産業システム内で競合

する可能性は，貿易による直接的な競合可能性を除けば相対的に低いと言えるで

あろう．

　これに対して，米国の半導体産業においては，生産要素市場の流動性の高さに

起因する外部事業化の可能性の高さゆえに，スタートアップ型企業が出現する可

能性が高く，現実にもそのようなタイプの企業が数多く観察された．このことか

ら，日本企業よりも米国企業は直接的にスタートアップ型企業と競合する可能性

が高いと言えるであろう．つまり，日本の既存企業はスタートアップ型企業との

競合可能性が低い競争構造に直面し，米国の既存企業はスタートアップ型企業と

の競合可能性が高い産業システムに直面していると言えるであろう．

　これまでの議論をまとめて，経済的制度と競争構造という2つの側面から，日

米半導体企業がそれぞれ当時直面していたと考えられる外部環境をまとめるなら

ば，図表5・7のようになる．

図表5－7　日米の経済制度的要因と競争構造の相違

米国 日本

経済的制度の特徴

1生産要素市場（労働市場と金融市場）の流動性 高 低

2外部事業化の可能性 高 低

3 M＆A市場の発達度 高 低

4 技術の所有権問題の生起可能性 高 低

競争構造の特徴

5競合企業間の事業規模や技術力格差 大 小

6 半導体市場における製品ラインの重複度 小 大

7 最終製品市場での競合度 小 大

8 スタートアップ型企業との競合可能性 大 小

167



第5章経済的制度と競争構造

　図表から見て分かるように，米国の半導体企業が1980年代に直面していたと考

えられる外部環境を経済制度的側面から指摘すれば，　（1）生産要素市場の流動

性が高く，　（2）外部事業化の可能性が高く，　（3）M＆A市場の発達度が高く，

（4）技術の所有権問題の生起可能性が高い，という特徴を有していたと解釈す

ることがであろう．また，競争構造的側面から外部環境の特徴を指摘するならば，

（1）競合企業問の事業規模や技術力の格差が相対的に大きく，　（2）競合企業間

の半導体製品のラインの重複度が小さく，　（3）多角化企業の最終製品市場にお

ける重複度が小さく，　（4）スタートアップ型企業との競合可能性が高い，とい

う特徴を有していたと解釈することができるであろう．

　これに対して，日本の半導体企業が1980年代に直面していたと考えられる外部

環境を経済制度的側面から指摘すれば，　（1）生産要素市場の流動性が低く，

（2）外部事業化の可能性が低く，　（3）M＆A市場の発達度が低く，　（4）技術の

所有権問題の生起可能性が低い，という特徴を有していたと解釈することがであ

ろう．また，競争構造的側面から外部環境の特徴を指摘するならば，　（1）競合

企業間の事業規模や技術力の格差が相対的に小さく，　（2）競合企業間の半導体

製品のラインの重複度が大きく，　（3）多角化企業の最終製品市場における重複

度が大きく，　（4）スタートアップ型企業との競合可能性が低い，という特徴を

有していたと解釈することができるであろう．

　ここで，経済的制度の構成要因と競争構造の構成要因について，注意を促して

おきたい．なぜなら第5章においては，　（3）のM＆A市場の発達度や（4）の技術

の所有権問題の生起可能性という2つの経済的制度の構成要因が誘発メカニズム

に与える影響を考察し，さらに（8）のスタートアップ型企業との競合可能性と

いう競争構造の構成要因が駆動メカニズムに与える影響を考察するからである。

これらの3つの構成要因は，第3章では積極的には検討されなかった要因である．

あえてこれらの要因を考慮するのは，すでに問題設定において明らかとなってい

た誘発要因と駆動要因の相互依存関係を具体的に考慮しようとするからである．

以下では，誘発要因としての経済的制度と駆動要因としての競争構造の相互依存

関係の一部が明らかにされる．
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■5，3　経済的制度に帰因する誘発メカニズム

　それでは，生産要素市場の流動性の相違とそれに起因する外部事業化の相違，

さらには，M＆A市場の発達度や技術の所有権問題の生起可能性の相違といった

要因は，潜在的生産用役の誘発メカニズムにどのような影響を与えるのであろう

か．以下では，潜在的生産用役の誘発のメカニズムに関する2つの仮説を考察す

る．

　第1の仮説とは，生産要素市場の流動性が高くなるほど，内部事業化圧力の低

下を契機に，既存企業において新技術のタイプに関わらず新たな潜在的生産用役

が誘発されにくくなる，という仮説である．

　第2の仮説とは，生産要素市場の流動性が高くなるほど技術の所有権問題が頻

発し得るため，スタートアップ型企業などの新規参入企業において，融合型技術

のような潜在的生産用役が誘発されにくくなる，という仮説である．

5．3．1　第1仮説：生産要素市場に起因する内部事業化圧力の低下

　第1の仮説とは，米国のように生産要素市場の流動性が高く，外部事業化の可

能性が高く，さらにM＆A市場が発達している産業システム下では，既存企業内

において内部事業化圧力が低下するため，バイ・シーモスのような融合型技術を

開発しようとするインセンティブが低下するだけでなく，新技術一般に関して開

発インセンティブが低下する，という仮説である．

　それゆえ，既存企業内においては潜在的生産用役は技術のタイプに関わらず内

部開発という形では誘発されにくく，その結果として既存企業は特化的な資源展

開パターンを実現しやすくなる．また，バイポーラとシーモスを同時に開発・事

業化する同時追求戦略を選択する既存企業内においてさえも，バイ・シーモスに

代表される融合型技術のような潜在的生産用役は誘発されにくくなる．

　生産要素市場の流動性が高くなるほど，既存企業内で内部事業化圧力が低下し，

潜在的生産用役の誘発メカニズムが既存企業内で機能しにくくなる理由は2っあ

ると考えられる．
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　第1の理由は，労働市場の流動性が高い場合には，雇用維持という制約が既存

企業内に働きにくくなるため，既存企業内の潜在的生産用役が誘発されにくくな

る，という理由である．雇用維持の制約が小さくなれば，必然的に既存企業内の

潜在的生産用役が顕在化する可能性は低くなると考えられる．

　第2の理由は，生産要素市場の流動性が高くなれば，その結果として外部事業

化の可能性が高くなるため，既存組織が保有する潜在的生産用役に関して，最も

知識を持つと考えられる技術者（もしくは技術者集団）が，既存企業内でr内部」

事業化するという第1オプションのみならず，新たに企業を設立して事業化する

「外部」事業化という第2オプションをも選択することが可能となるため，第2オ

プションが存在する分だけ新たな潜在的生産用役を既存組織内で顕在化させるイ

ンセンティブが小さくなる，という理由である18．

　さらに上記の2つの理由に加えて，M＆A市場が高度に発達しているならば，既

存企業のみならず新規企業の潜在的生産用役が誘発される可能性は小さくなるで

あろう．なぜなら，M＆A市場の発達度が高い経済的制度に直面するならば，自

社の投入要素資源を潜在的生産用役を顕在化するために動員するのではなくて，

事後的に潜在的生産用役を顕在化した企業の買収のために動員することによって，

自社が研究・開発することによって起こりうるリスクを回避することが可能とな

るからである．

　それとは逆に，M＆A市場の発達度が低い産業システムに直面する企業は，た

とえ研究・開発のリスクを知っていたとしても，競合企業の顕在的生産用役を買

収するという方法を有していないため，必然的に自社の投入要素資源を動員する

ことによって，潜在的生産用役を顕在化しようとする可能性が高くなる，と考え

られる．

　つまり，米国のように生産要素市場の流動性が高く，外部事業化の可能性が高

く，さらにM＆A市場が高度に発達している産業システム下では，雇用維持の制

約が小さく，技術者がスピンアウトして「外部」事業化する第2オプションが存

在し，しかも事後的に競合企業の技術的資源を買収する可能性が開かれているた

め，米国既存企業内においては必然的に内部事業化圧力が低くなる，と考えられ

る．そのため，必然的に既存組織が保有する潜在的生産用役を顕在化するメカニ
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ズムが機能しにくくなる，と考えられる．

　これに対して日本のような生産要素市場の流動性が低く，外部事業化の可能性

が低く，M＆A市場がほとんど発達していない産業システム下では，雇用維持の

制約が大きく，技術者がスピンアウトして「外部j事業化する第2オプションは

存在せず，さらに事後的に競合企業の技術的資源を買収するというオプションも

存在しない．そのため，日本の既存企業内においては必然的に内部事業化圧力が

高くなる，と考えられる．

　これらの理由から，日本企業においては必然的に既存組織が保有する潜在的生

産用役を顕在化するメカニズムが機能しやすいと考えられる．

　つまり，本論文の第1の仮説とは，生産要素市場の流動性の高さとそれに起因

する外部事業化の可能性の高さ，さらにはM＆A市場の存在が，内部事業化圧力

を弱めるため，必然的に既存組織が保有する技術セットの潜在的用役が誘発され

にくくなる，というものである．この仮説は断片的ではあるが，いくつかの歴史

的事実によっても裏付けられる．以下では，まず，雇用維持の制約が大きい場合

に，既存企業内で誘発メカニズムが機能しやすくなる，という論理を支持すると

思われる事例について議論する．

　その上で，外部事業化の可能性の高い場合には，既存企業内において潜在的生

産用役の誘発メカニズムが機能しにくくなる，という論理を支持する観察事例に

ついて議論することにする．

（1）雇用維持の制約

　断片的な事実ではあるが，歴史的にバイ・シーモス技術の開発に取り組んだ代

表的日本の半導体企業への技術者へのインタビューから明らかとなるのは，バイ・

シーモス技術の開発に歴史的に従事した技術者の大部分が，それ以前にバイポー

ラ型の開発担当者であったという事実である．

　例えば，日立のデバイス開発センタの場合には，1980年代初頭にバイポーラ→

シーモスという技術転換のシナリオが共有されている下で，一部のバイポーラ技

術の開発を継続する技術者を除いて，当時バイポーラ技術の開発に取り組んでい
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た大部分の技術者は，シーモス技術への移行を考慮しながら，バイ・シーモス技

術の開発に取り組んだのである．

　これに対して，バイポーラ技術の開発技術者を社内に擁する多くの米国企業は，

1980年代初頭にバイポーラ→シーモスという技術転換のシナリオが共有されてい

る ドで，バイポーラ技術者をレイオフし，経営資源をシーモスに転換してきたと

いわれている19．

　つまり，日米で共通してバイポーラ→シーモスという技術転換のシナリオが共

有されている下で，日本企業内においては雇用維持の制約が大きく機能したため

に，社内のバイポーラ技術者をレイオフすることなく，シーモス技術の開発の方

向で，社内の人材を移動していった，と解釈することができる．これに対して，

米国企業内においては雇用維持の制約があまり機能しなかったため，社内のバイ

ポーラ技術者をレイオフすることになった，と解釈することができる。

　上記の日本企業に関する事実から推論されることは，日本企業内において雇用

維持の制約が大きく機能したために，バイポーラ技術者が従来のバイポーラ技術

のみならず，シーモス技術の開発にも従事する学習機会を強制され，その結果と

して，バイポーラとシーモスを融合したバイ・シーモス技術という潜在的生産用

役が顕在化したのではないか，ということである．

　これとは逆に，米国企業に関する事実から推論されることは，特に米国企業内

においては，雇用維持の制約があまり機能しなかったために，本来バイポーラ技

術者がシーモス技術の開発に従事する機会が潜在的には存在していたにも関わら

ず，その学習機会がレイオフによって失われたと解釈することができる．その結

果として，バイポーラとシーモスを融合したバイ・シーモス技術という潜在的生

産用役が顕在化しなかったのではないだろうか，と考えられる．

　ここで主張されるべきことは，労働市場の流動性が低い場合には，既存組織内

の誘発圧力が高まるため，既存企業内にバイポーラとシーモスという2つの生産

用役を保有している場合には，それらを融合したまったく新しい潜在的生産用役

が誘発されることもある，ということである．

　これまでは，労働市場の流動性が低い場合には，既存の顕在的生産用役となる

べく関連性の高い潜在的生産用役が誘発されやすくなる，というのがこれまでの
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既存研究における支配的な議論であったように思われる（例えば，Tushmanand

Anderson，1986）．しかし，その一方で，労働市場の流動性が低い場合には，既

存企業内において潜在的生産用役の誘発圧力が高まるため，融合型技術が誘発さ

れ，その結果として顕在化する可能性を指摘できるのである．

（2）　r外部事業化」オプションが存在する場合

　外部事業化の可能性が高い場合には，技術者からすると「外部事業化」オプショ

ンが存在するため，その分だけ内部事業化圧力が低下し，結果として既存企業に

において誘発メカニズムが機能しにくくなる，と考えられる．

　例えば，米国企業の事業展開パターンにおいて注目すべき点は，スピンアウト

先のスタートアップ型企業の事業展開パターンとスピンアウト元となった既存企

業の事業展開パターンを比較した場合，スピンアウトによって主要な技術者が流

出したために，同時追求的な事業展開パターンを選択していた既存企業でさえ特

化的事業展開パターンに転換したり，スタートアップ型企業が新たに事業展開す

る製品（技術）の事業化に既存企業が出遅れる，という点である．以下は，その

代表的事例である．

【代表的事例】

（1）Hewlett－Packard社をスピンアウトした技術者を中心に1984年に創業

　　した爆歓a社は，その翌年からモス・ロジックを積極的に事業展開し

　　た．これに対して，Hewlett－Packard社がモス・ロジックの事業展開

　　を本格的に開始したのは，1990年からである。

（2）Hewlett．Packard社とAdvancedMicfoDevices社をスピンアウトした技

　術者が1980年に創業したlntgrated　DeviceTechnology社は，1992年ま

　　でにモス・ロジック，モス・マイクロコンポーネント，モス・メモ

　　リ，リニアIC，バイポーラ・メモリを事業展開した．これに対して，

　　1992年までにHewlett－Packard社が事業展開した領域は，個別半導体
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　　とモス・ロジックのみである．

（3）GouldAMI社からスピンアウトした技術者によって1982年に設立さ

　　れたlntem＆tional　MicroelectronicProducts社は，モス・ロジック，モス・

　　メモリ，リニアICを事業展開した．これに対して，GouldAMI社の

　　モス・マイクロコンポーネント関連の出荷額は1987年に100万ドルを

　　切り，実質的にこの市場から退出した．

（4）同じくGouldAMI社からスピンアウトした技術者によって1982年に

　　設立されたCypress　Semiconductor社は，1988年にモス・マイクロコ

　　ンポーネントの出荷額が100万ドルを越え，本格的にこの領域におい

　　て事業展開した．

（5）Mostek社からスピンアウトした技術者によって1983年に設立された

　　正βgic　Devices社は，1992年までにモス・ロジックとモス・メモリの

　　領域において事業展開した、これに対して，Mostek社は1985年まで

　　モス・メモリ，モス・ロジック，モス・マイクロコンポーネントに

　　おいて事業展開したが，1985年11月に親会社であったUnited

　　Technolo9蓋es社は，フランスのThomsonS．AElectronics社に売却した

　　20。

（6）Mostek社のモス技術の開発を担った主要な半導体技術者を中心に

　　1984年に創業したDanas　Semiconductor社は，1992年までにモス・メ

　　モリ，モス・マイクロコンポーネント，モス・ロジック，リニア

　　ICを事業展開した．

　上記の事例から分かることは，既存企業が本来事業化しうる潜在的生産用役を

社内に潜在的に蓄積していたにも関わらず，開発に携わった主要な技術者がスピ

ンアウトすることによって，既存企業が事業化という形で潜在的生産用役を顕在

化させる機会を逸してしまうか，機会を逸さずとも事業化に蹟いてしまうという

事実である．

　例えば，先に挙げたGouldAMI社は，GeneralMicroElectronic社から1966年に

スピンアウトして創業した企業である．同社は当時最先端だったモス技術の事業
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化を次々と成功させることによって，1970年代後半までモス型半導体市場におい

てリードした．しかし，1980年初頭までに主要な技術者が流出することによって，

急成長するモス・マイクロコンポーネント関連製品の事業化に乗り遅れた．　同

様に，Mostek社はTexas蓋nstruments社から1969年にスピンアウトして創業し，

ig70年代後半までモス・メモリに特化して事業展開した．しかし，1980年代初頭

にMostek社の主要な技術開発を担っていた技術者が次々と離職し，1985年には

フランスのThomsonS．AElectronics社に売却されることとなった．

　これまで，日米企業の大量生産技術の生産性や歩留まりの相違に注目して，米

国企業の生産性の低下が，労働市場の流動性の高さに起因する生産現場のモラー

ルの低下や，チームワークによる生産技術の蓄積の欠如に原因があるという指摘

がなされてきた（例えば，Florida　and　Kemy，1989，1990）。

　ここで筆者が指摘しようとするのは，生産要素市場の流動性の高さが企業の生

産技術基盤を弱めるという因果経路ではなくて，外部事業化という第2オプショ

ンの存在が，技術者の既存組織内での潜在的生産用役を顕在化させるインセンティ

ブを低下させる，という因果経路である．

　米国においては，外部事業化という可能性が既存組織内の技術者に開かれてい

るため，その可能性が開かれていない場合よりも相対的に既存組織内で潜在的な

生産的用役を事業化するインセンティブが小さくなるのではないだろうか．その

ために，たとえ既存企業が社内に事業化しうる潜在的生産用役を保有していたと

しても，それを実際に事業化という形で顕在化する機会を失ってしまうのである．

　Mostek社の事例は，そのように解釈しうる典型的事例と思われる．当時の

Mostek社をThomson社に買収される以前の1980年代初頭に離職した技術者達は，

次のように語っている．

我々や産業のアナリスト達は，あまりにもメモリ製品に経営資源を特化

することは，bRAMを中心としたモス・メモリ市場の変動が大きいため

に危険であり，ほかのより安定的な半導体製品への事業展開を主張して

いた．しかし，当時の同社の経営陣は，1983年後半から1984年初頭にか

けての国内の急速なパーソナルコンピュータ需要の高まりとそれに伴う
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DRAM市場の拡大に目を奪われたのである．結果的に，その後のパーソ

ナル・コンピュータの不況とそれに伴う半導体需要の縮小，そして日本

企業の攻勢によって，決定的な誤りを犯していたことが明らかとなった

のである．

・明らかに，（モス・メモリ需要が立ち上がる）1981年には少なくとも他

の製品領域に事業展開すべきであった．しかし，経営陣は3年先のこと

しか考えていなかったのである2王．

　結果的に，多角化の方針について経営陣と対立した技術者は，1980年初頭に同

社を離れ，Mostek社によって事業化されなかった技術は，LogicDevices社や

Dallas　Semiconductor社によって事業化されることとなった．

　仮に，外部事業化の可能性が高くなるほど，内部事業化するインセンティブが

小さくなるならば，他の条件が一定の下で，生産要素市場の流動性が高い産業シ

ステムに属する既存企業の事業展開パターンは，その内部事業化圧力の小ささゆ

えに新たな潜在的生産用役を誘発するためのメカニズムが機能しにくくなるため，

技術的なトレンド変化に合わせて新たな技術（製品）領域に事業展開していくこ

とは少なくなるであろう．つまり，特化的な事業展開パターンが実現されること

になると推察される．

　これとは逆に，労働市場の流動性が低く，外部事業化の可能性が低い場合には，

雇用維持の制約が存在し，外部事業化するオプションも技術者には存在しないた

め，結果的に内部事業化圧力が高くなり，すでに保有している生産的資源の潜在

的生産用役を誘発するために投入要素資源が動員されやすくなると考えられる．

　これまでの議論をまとめると，外部事業化の可能性のみが相違する場合には，

外部事業化の可能性が高くなるほど，既存企業内では既存の技術的資源の潜在的

生産用役を誘発するメカニズムが機能しにくくなるため，既存企業の事業展開パ

ターンは特化的傾向が強くなると考えられる．それとは逆に，外部事業化の可能

性が低くなるほど，既存企業内の潜在的用役を誘発するメカニズムが機能しやす

くなるため，既存企業の事業展開パターンは同時追求的傾向が強くなると言える．
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5．3．2　第2仮説：新規参入企業が直面する技術の所有権問題

　第2の仮説とは，生産要素市場の流動性が高くなるほど技術の所有権問題が頻

発し得るため，スタートアップ型企業などの新規参入企業において，特化的な事

業展開パターンが実現されやすく，さらにバイ・シーモスのような融合型の潜在

的生産用役が誘発されにくくなる，という仮説である．なぜなら，生産要素市場

の流動性が高くなるほど技術の所有権問題が起こりやすくなるため，そのような

問題を回避しようとする新規参入企業は，所有権問題が起こりやすい融合型技術

の開発を避けながら，技術領域を特化して投入要素資源を動員するインセンティ

ブが高くなるからである．

　このような競合企業からの訴訟によって，スタートアップ型企業が直面しうる

一番大きな危険性とは，出荷停止によって事業活動が実質的に行えなくなる危険

性である．なぜなら，裁判審理期間中は，各地方裁判所かITC（lntemational

Trade　Committee）の命令によって，訴えられた側の企業は，実質的な製品出荷が

行えなくなることが多いからである．結果的に，訴えられた企業は必ず反訴して，

製品出荷命令を差し止める主張を行わなければならなくなる．そのため，訴訟は

更なる訴訟を生み出すこととなる．

　このように特に半導体産業において訴訟行動が起きやすい原因として，1984年

に半導体チップ保護法が制定されたことにより，半導体のマスクワークの所有権

が積極的に保護されるようになったという半導体産業固有の理由を指摘すること

ができる．さらにその他の理由として，米国はその他の諸外国に比べて訴訟社会

であるという一般的な理由が関係していることは大いに考えられる．しかし，こ

こで指摘しようとするのは，そのような点にあるのではない．

　むしろ，技術の所有権に関する訴訟が，米国企業間で特に起きやすくなる根本

的な原因は，生産要素市場の流動性の高さに起因する外部事業化の可能性の高さ

にあると思われる．なぜなら，そもそも外部事業化の可能性が低ければ，技術の

所有権に関してスピンアウトして新規に事業化した企業と，スピンアウト元の既

存企業の間で訴訟合戦が起こる可能性は，そもそも小さいと考えられるからであ

る22．
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　それでは，既存企業と新規企業の間で訴訟が起きた場合，どのような結果がも

たらされるのであろうか．観察期間中に見られたのは，訴訟に負けた企業が特許

もしくは著作権の侵害として訴えられた製品（技術）の事業化を断念するという，

事例である．

　例えば，Cyrix社はlntel社との互換マイクロプロセッサについての公判に負け，

結果として，この市場から退出することとなった．その上で，同社はCPUとグラ

フィックス・コントローラをワンチップに集積したASSPの開発に特化すること

となった23．Sliconix社の事例はより深刻である．同社は，Intemational　Rectifier社

にMOS　FET関連の特許侵害で訴えられ，裁判の判決によって1990年に12（百万

ドル）の損害賠償を支払う判決を受けた．この支払請求額は，当時の同社の半導

体売上の10％を占めている．結果的に，同社は，この支払義務を履行することが

できずに，1990年4月に会社更生法の申請を行った．これらの事例が示すように，

ひとたび競合企業との訴訟問題に直面すると，スタートアップ型企業あるいは小

規模企業は，致命的な打撃を被ることになるのである．

　これらの観察事実から，特にスタートアップ型企業（小規模企業）は，競合企

業から訴えられるのを避けるべく，　（a）スピンアウト元の企業が事業化するよ

りも早く，開発した技術を事業化し綿密に特許申請を行うと考えられる．また，

ひとたび事業化と特許申請に成功すれば，　（b）その特許を元に積極的に特許収

入を獲得する行動にでると考えられる．

　（a）と（b）の点を考慮すれば，動員可能な投入要素資源量に関して例外的に

有利なポジションにあるスタートアップ型企業を仮定したとしても，創業後の初

期段階においては，なるべく事業展開する技術領域を絞って，まず確実に自社の

技術基盤を形成する努力を行う傾向が強くなる，と推論することができる．

　それでは，バイ・シーモスのような融合型技術に特化するスタートアップ型企

業が歴史的には，米国企業においてわずか1社しか存在しなかった理由はなぜだ

ろうか．この事実を，技術の所有権問題から説明するならば，次のようになる．

　つまり，バイ・シーモス技術のような融合型の潜在的生産用役は，バイポーラ

技術とシーモス技術の両方に依存する技術である．そのため仮に，スタートアッ

プ型企業がこの技術を事業化したとすると，バイポーラ（シーモス）技術に特化
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する企業や，バイポーラ技術とシーモス技術を同時に事業化する企業に訴えられ

る可能性に直面しうる．そこで多くのスタートアップ企業は，そのような問題を

事前に避けるべく，このようなタイプの潜在的生産用役を誘発するために投入要

素資源を動員することはなかった，と説明することができる．

5．3、3　小まとめ：2つの仮説と誘発メカニズムの関係

　図表5・8　に示されるように，これまで考察してきた経済制度的要因が誘発要

因として与えうる影響経路は，以下の4つであった．

（1）労働市場の流動性の低さに起因する雇用維持の制約が，既存企

　　業内の技術セットの潜在的生産用役を誘発する可能性を高くす

　　る

（2）生産要素市場の流動性の高さに起因する外部事業化のオプショ

　　ンの存在が，新規企業の技術セットを誘発する可能性を高くす

　　るが，その一方で既存企業内の潜在的生産用役を誘発する可能

　　性を低くする

（3）M＆A市場の発達度が高い場合には，事後的に投入要素資源を動

　　員することによって，潜在的生産用役の顕在化に成功した企業

　　を買収するというインセンティブが働きやすくなる．そのため，

　　既存企業が潜在的用役の顕在化のために自社の投入要素資源を

　　動員する可能性が小さくなるため，結果として既存企業が保有

　　する潜在的生産用役は誘発されににくくなる24

（4）外部事業化の可能性が高い場合，新規企業内の技術セットの潜

　　在的生産用役が誘発される可能性は高いが，融合型技術のよう

　　な潜在的生産用役は，技術の所有権問題の生起可能性の高さゆ

　　えに誘発されにくくなる
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　ここで指摘されるべき第1の点とは，生産要素市場の流動性が高くなるほど，

既存企業において雇用維持の制約が小さくなり，外部事業化のオプションを選択

する可能性が高くなるため，内部事業化圧力は小さくなり，その結果として，既

存企業内の技術セットが既存企業内で誘発される可能性は小さくなる，という点

である．

　指摘されるべき第2の点とは，生産要素市場の流動性が高くなるほど，スター

トアップ型企業が，事前に技術の所有権問題を考慮せざるを得なくなるため，融

合型技術のような潜在的生産用役に資源を動員する可能性は小さくなり，誘発メ

カニズムが機能しやすい新規企業においてもバイ・シーモスのような潜在的生産

用役が誘発されることは起きにくくなる，という点である．

　つまり，既存企業と新規スタートアップ型企業の2つのタイプの企業しか存在

しないと仮定するならば，生産要素市場の流動性が高くなるほど，雇用制約は小

さくなり，外部事業化のオプションが存在する可能性が高くなるため，既存企業

においては誘発メカニズムが起きにくくなり，特化的事業展開を実現する可能性

が高くなる．しかも，融合型のような潜在的生産用役が誘発される可能性は小さ

くなる．

　また，新規スタートアップ型企業においては誘発メカニズムが機能する可能性

は高いが，技術の所有権問題を事前に考慮するために，所有権問題が起こりやす

い融合型技術の開発を避ける傾向が強くなる．それゆえ，融合型以外の新たな潜

在的生産用役を誘発する可能性が高くなり，比較的新しい技術領域において特化

的事業展開をする可能性が高くなると考えられる．

　これまでの議論に加えて，M＆A市場の存在が既存企業の潜在的用役を誘発し

にくくなるという経路を考慮に入れるならば，次のような結論を導くことができ

るであろう．つまり，生産要素市場の流動性が低く，外部事業化の可能性が低く，

M＆A市場の発達度が低く，技術の所有権問題の生起可能性が低い産業システム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ペに直面する日本企業においては，同時追求的な事業展開パターンが実現されやす

く，融合型技術が開発されやすい．なぜなら，　（i）生産要素市場の流動性の低

さに起因して雇用制約が大きく，（ii）外部事業化や企業買収というオプションも

選択できないために，潜在的生産用役の顕在化のために自社の投入要素資源を動
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員しやすく，　（iii）技術の所有権問題にも直面しにくい，と考えられるからであ

る．

　しかし，これまで展開してきた説明方法も全ての現象を説明し尽くしているわ

けではない．なぜなら，たとえ米国の同時追求企業内において誘発メカニズムが

機能しにくいため，融合型技術が顕在化しにくいと考えたとしても，それらの企

業は，一部の日本企業がバイ・シーモス技術の開発に成功したという事実を

1980年代半ばまでに，学会を通じて知っていたはずである，と考えられるからで

ある25．

　つまり，歴史的事実を振り返って解釈するならば，米国同時追求企業は日本企

業がバイ・シーモス技術の開発に成功したという事実を知っていたにも関わらず，

どの米国同時追求企業も米国スタートアップ型企業が事業化するまで，その事業

展開に消極的だった，と解釈することができるのである．そこで，以下の疑問が

出てくる．

（1）米国の同時追求戦略企業が，日本の同時追求戦略企業がバイ・シー

　モス技術の開発に成功した（その事実をすでに知った）後も，米

　国スタートアップ型企業が事業化するまで，その技術の事業展開

　に消極的だったのはなぜか．

（2）米国企業とは全く対照的に，多くの同時追求戦略を選択する日本

　企業が，ほぼ同時期に積極的に融合型技術に事業展開したのはな

　ぜか．

　以上の疑問に答えるべく次節では，なぜバイ・シーモスという融合型の潜在的

生産用役が顕在化したにも関わらず，米国企業においては，競合企業がその生産

的用役に投入要素資源を動員するという駆動のメカニズムが機能せず，日本企業

においてはそのメカニズムが機能した背後に存在しうる論理を，競争構造の相違

に注目して説明を試みる．
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■5，4競争構造に帰因する駆動メカニズム

　本節において説明しようと試みるのは，上記の2つの疑問，つまり（1）デバイ

ス構造において同時追求的事業展開パターンを実現した米国企業が，融合型技術

の事業化に出遅れたのに対して，　（2）同じく同時追求的事業展開パターンを実

現した日本企業は，融合型技術に積極的に事業化した，という2つの観察事実の

背後に存在しうる論理的可能性である．

　結論を先取りすれば，米国企業が当時直面していたと考えられる競争構造下に

おいては，米国の同時追求型企業は，たとえ日本の同時追求企業と同時期にバイ・

シーモスのような融合型技術の開発にR＆Dレベルで成功したとしても，積極的

その生産的用役に投入要素資源を動員するインセンティブは高くならないという

ことである．つまり，米国のような競争構造においては，融合型技術に投入要素

資源を動員する競争圧力が機能しにくくなるのである．言い換えれば，生産用役

の駆動メカニズムが機能しにくくなる可能性が指摘されるのである。

　そこで，まず競争構造の4番目の構成要因である，スタートアップ型企業との

競合可能性を考慮することにしよう．なぜならこの要因は，誘発メカニズムの諸

構成要因と駆動メカニズムの諸構成要因との相互依存関係を具体的に明らかにす

る上で，重要な変数と考えられるからである．

　5．4．1　スタートアップ型企業との競合可能性が同時追求企業の競争圧力に与え

る影響

　第4章の観察事実に基づけば，米国企業は3つのタイプの企業によって構成され

ていたと考えることができる．つまり，（a）スタートアップ型企業，（b）特

化企業，　（c）同時追求企業である．これに対して，日本企業は大部分の（c）タ

イプの企業とごく一部の（b）タイプの企業によって構成されていた．

　（a）のスタートアップ型企業とは，既存企業での技術開発成果が何らかの理

由で事業化されなかったために，技術者がその成果をスピンアウトすることによっ

て事業化し，新規参入する企業のことである．
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　（b）の特化企業とは，既に第4章で明らかとなったように，特定の技術分野に

開発・事業展開する領域を絞っている企業のことである．1980年代初頭には，デ

バイス構造に関してバイポーラ型とモス型が存在していた．つまり，米国の特化

企業には，バイポーラ型のみに投入要素資源を動員するバイポーラ特化企業と，

モス（中でもシーモス）型のみに投入要素資源を動員するモス特化企業の2つが

存在していた．

　（c）の同時追求企業とは，当時存在していたバイポーラ型とシーモス型に同

時に投入要素資源を動員していた企業である．

　結論を先取りするならば，バイポーラ→シーモスという技術転換のシナリオが

借じられている場合，　（a）スタートアップ型企業と（b）特化企業の戦略とし

ては，競合企業との競争を考慮すると，バイ・シーモスに進出せず，バイポーラ

かシーモスのどちらかの技術領域に投入要素資源を動員することが合理的になる

26．また，　（a）タイプの企業と直接的に競争する競争構造に直面する（C）同時

追求企業の戦略としては，既に部分的に競争ポジションを確立しているバイポー

ラとシーモスでの技術領域を維持しながら，最先端のシーモスとバイ・シーモス

の開発は，R＆Dレベルに留めて，事業化を積極的には推進しないことが合理的

となる．

　ここで技術領域ごとの各企業の投入要素資源の動員戦略を考える場合に，基本

的にはR＆Dレベルと事業化レベルに分けて，それぞれについて投入要素資源投

入の合理的な動員戦略を考えることにする．すなわち，既存技術領域であるバイ

ポーラと新規技術領域であるシーモスとバイ・シーモスという以上3つの顕在的

生産用役に関する領域の中で，どの領域にR＆Dレベルで投入要素資源を動員す

ることが合理的であり，事業化レベルではそれらのどの領域に投入要素資源を動

員するのが合理的であるのか，といった側面から投入要素資源の動員戦略を考え

るのである．

　図表5・9は，企業タイプ別に米国企業が既に事業化している技術領域に加えて，

さらに資源投入を試みる可能性の高い技術領域を図示したものである．以下では

上述の結論に至る論理を検討する．
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（1）　米国スタートアップ型企業の合理的行動

　スタートアップ型企業は，事業化の初期段階において，ベンチャーキャピタリ

ストなどの投資家から強い収益計上のプレッシャーを受けており，技術の研究・

開発及び事業化に必要な技術者や資本の獲得において，特化企業や同時追求企業

に比べて比較劣位にある場合が多い．そのため，創業直後は技術領域の焦点を絞っ

て限られた動員可能な投入要素資源を集中することで，競争ポジションを確立し，

安定的な収益基盤を確立する行動が合理的な行動となる．デバイス構造別の技術

領域に則して言えば，最先端のシーモス領域にR＆D及び事業化レベルで，投入

要素資源を動員する行動が合理的である．

　なぜなら，バイポーラ技術は相対的に長い歴史を持ち，それに基づく事業展開

を行ってきた企業が深い技術蓄積を持つことを考えれば，バイポーラもしくはバ

イ・シーモスに特化することは，バイポーラ特化企業や同時追求企業が蓄積して

いたバイポーラ技術と競合する可能性が高いからである．

　特に，バイポーラからシーモスヘの技術転換のシナリオが形成されている場合

には，より積極的な意味において，多くのスタートアップ型企業は，敢えてバイ

ポーラあるいはバイ・シーモスに投入要素資源を動員することなく，市場の拡大

が見込まれるシーモスの最先端領域に，R＆Dレベル及び事業化レベルで投入要

素資源を動員する，と考えられる．

　1980年代に新規参入したスタートアップ型企業の半数以上は，最先端のシーモ

ス領域で事業展開を行った．例えば，米国企業のデバイス構造別戦略構成パター

ンとその時間的推移を図示した図表4・7・（a）の中の新規参入企業63社のうち，

46社がベンチャーキャピタリストから資金提供を受けているスタートアップ型企

業である．そのうち30社がシーモス特化戦略を選択した．これらの事実は，上述

の論理を部分的ではあるが裏付けるものとして考えられる．

186



第5章経済的制度と競争構造

（2〉米国特化企業の合理的行動

　特化企業は，スタートアップ型企業と違って，1980年初頭の時点でバイポーラ

かシーモスのどちらかの技術領域において，既に部分的に競争ポジションを確立

している企業である．シーモス特化企業にとっては，シーモス領域で既に部分的

に確立している競争ポジションを維持しながら，さらに最先端のシーモス領域に

R＆D及び事業化レベルで投入要素資源を動員する行動が合理的である。

　なぜなら，シーモス特化企業がバイ・シーモスとバイポーラのどちらか，ある

いはそれらの両方に資源投入領域を拡大することは，バイポーラ特化企業あるい

は同時追求企業がこれまでに蓄積したバイポーラ技術と競合する可能性が高いか

らである．

　その上，シーモスヘの技術転換のシナリオが形成されている場合には，バイ・

シーモスを「過渡的」技術として，またバイポーラを「後進的」技術として解釈

してしまうため，それらの領域の両方，あるいはそれらのどちらかに資源投入す

るインセンティブは低いと思われる．

　1982年にモス特化戦略を選択した米国企業14社のうち，4社が市場から退出し，

6社がMOS領域に絞って資源投入を行い，3社がバイポーラヘ資源投入領域を拡

大したのに対して，バイ・シーモスヘ資源投入領域を拡大した企業はCypress

Semiconductor社のみであったという事実は，上述の論理を裏付けるものとして

考えられる（図表4・7・（a）参照）．

　その一方で，バイポーラ特化企業は，シーモスヘの技術転換のシナリオが形成

されている場合でも，R＆D及び事業化レベルで容易にバイ・シーモスとシーモ

スのどちらか，あるい1はそれらの両方に資源投入領域を拡大することができない．

　　　　　　　　　え　なぜなら，バイポーラ特化企業がバイ・シーモスとシーモスのどちらか，ある

いはそれらの両方に投入要素資源を動員する領域を拡大することは，最先端のシー

モス領域に資源投入を試みるスタートアップ型企業やシーモス特化企業，そして

既存のシーモス技術領域において既に部分的に競争ポジションを確立しているシー

モス特化企業や同時追求企業のシーモス技術に競合する可能性が高いからである．

　そのため，バイポーラ特化企業は，バイポーラ技術が陳腐化する可能性を考慮
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しながらも，バイポーラ技術にR＆D及び事業化レベルで投入要素資源を動員す

ることとなる．

　このことは，データからも裏付けられる．米国には1982年にバイポーラ特化企

業が6社観察されたが，そのうち2社は市場から退出し，4社はバイポーラ特化戦

略を選択し続けた．つまり，シーモスとバイ・シーモスの両方あるいはそれらの

どちらかに資源投入領域を拡大した企業は1社も存在しなかった（図表4、7，（a）参

照）．

　また，バイポーラ特化企業とシーモス特化企業が，企業間提携によってバイ・

シーモスに資源投入する可能性も極めて低いと思われる．なぜなら，バイポーラ

→シーモスという技術転換のコンセンサスが形成されている場合には，シーモス

特化企業が自社のシーモス技術を提供する見返りとして，相互補完的にバイポー

ラ技術を入手するインセンティブは小さい，と考えられるからである．現実にも，

そのような事例は，1990年初頭までの米国半導体企業の行動を観察する限りにお

いて，全く観察されなかった。

（3）　米国の同時追求企業の合理的行動

　同時追求企業は，スタートアップ型企業や特化企業と違って，既にバイポーラ

とシーモスの2つの技術領域の両方で，部分的に競争ポジションを確立している

企業である．この企業がとりうる選択肢は，以下の2つであろう．

（1）R＆Dレベルではバイポーラと最先端のシーモスとバイ・シーモスの技

　術領域に積極的に投入要素資源を動員するが，事業化レベルではそれら

　全ての領域で積極的には投入要素資源を動員しない．

（2）R＆Dレベルでも積極的な資源投入を行うと同時に，バイポーラと最先

　端のシーモスとバイ・シーモスのいずれか1つ，もしくは2つの組み合わ

　せ，あるいは全ての領域で積極的に投入要素資源を動員する．

ここで，同時追求企業がスタートアップ型企業と比較した場合，相対的にリス
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ク回避的であると仮定し，産業システムごとに各企業が獲得する需要に関して地

域性が存在すると仮定しよう27．このとき，同一産業システム内でスタートアッ

プ型企業と直接的に競合する同時追求企業の合理的な資源投入行動とはどのよう

な行動であろうか．

　仮に，事前にどのような技術領域にどの程度の規模で，どのような時期に投人

要素資源を動員するべきかが確定的に分からない場合には，同時追求企業は同一

産業システム内に存在する相対的にリスク愛好的なスタートアップ型企業が実際

に事業化を行うことで，どの技術領域の将来性が高いかを確かめる活動を展開し

てくれる，という予想を形成するであろう28．なぜなら，敢えてスタートアップ

型企業が結果的に事業化に成功した後に後発者として参入したとしても，動員可

能な投入要素資源量の優位性を生かして，先発者の技術水準に事後的に追いっく

ことも可能であるからである．

　もしそうだとすると，同時追求型企業は敢えて事業化に関するリスクを相対的

に回避することが可能になると言う理由から，スタートアップ型企業の事業化を

「待つ」と言うことが起こりうるであろう29．

　同時追求企業はこの予想を基にして，バイポーラとバイ・シーモスと最先端の

シーモスに関しては積極的に事業化せず，R＆Dレベルでの資源投入に留める，

と考えられる．つまり，それらの3つの領域におけるスタートアップ型企業の事

業化動向を監視し，それらの市場の拡大とともに事後的に参入するという選択肢

（1）が合理的である．

　すなわち，スタートアップ型企業と同一の産業システム内で直接的に競争する

場合には，バイポーラとシーモスの両方にわたって資源を蓄積している同時追求

企業は，本来両者を融合した技術の開発能力を潜在的に持っているとしても，融

合型技術を積極的に事業化するインセンティブが相対的に小さくなってしまう可

能性が高いのである．

　スタートアップ型企業が存在する競争構造においては，同時追求企業は自社よ

りもリスク愛好的な企業が存在していることを知っているために，最先端のシー

モスやバイ・シーモスといった新規技術分野の事業化には「待ち」の姿勢をとる

という選択肢が存在する．そのため，本来バィポーラとシーモスの両方の経営資
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源を持っていて，両者の融合を行う能力を最も保有していると見られる同時追求

企業は，バイ・シーモスの事業化に関して時間的に出遅れる，ということがあり

得るのである．

　例えば，バイ・シーモスを歴史的に事業化した米国企業10社のうち7社は同時

追求企業であったという事実は，バイ・シーモスの事業化にはバイポーラとシー

モスを誘発・駆動する能力が潜在的に不可欠である，ということを示していると

同時に，バイポーラとシーモスに投入要素資源を動員することが必ずしもバイ・

シーモスに積極的投入要素資源を動員する誘発要因とはならない，という傍証に

なっていると思われる．

　以上の議論から，3つのタイプの企業が戦略的に投入する経営資源を技術領域

ごとに集計すれば，米国のような経済システムでは，バイポーラとシーモスのそ

れぞれに厚い資源投入が行われることになり，両者を融合した領域には資源投入

があまり行われないことになる．

（4）日本の同時追求企業の合理的行動

　それでは，1980年初頭時点において，臼本企業はどのような資源投入戦略を選

択すること可能だったのだろうか．歴史的に振り返れば，当時の日米企業（技術

者）ともに，バイポーラ→シーモスという技術転換のシナリオを共有していたと

いう事実から，彼らが共有していた技術転換のシナリオに日米企業の事業展開パ

ターンの相違が出現した原因を起因することは困難である．

　仮に前で議論したように，同一の産業システム内のスタートアップ型企業の存

在ゆえに，米国の同時追求企業は最先端のシーモスやバイ・シーモスのような融

合型技術の事業化に出遅れてしまうのであれば，それとは逆に，なぜ日本の同時

追求企業は，スタートアップ型企業が同一の産業システムに存在しないことゆえ

に，バイポーラや最先端のシーモスやバイ・シーモスの事業化に積極的になるの

だろうか．

　そこでまず，スタートアップ型企業と競合する可能性が低い競争構造下で起こ

りうる同時追求企業の合理的な資源投入行動を分析し，さらに米国の同時追求企
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業の資源投入インセンティブを分析する際に考慮しなかった（1）競合企業間の

相対的な事業規模や技術力格差，　（2）半導体市場における製品ラインの重複度

（3）最終製品市場における製品ラインの重複度，という3つの要因をさらに考慮

して，日米の同時追求企業の投入要素資源の動員行動を検討することにしよう．

　結論を先取りすれば，日本企業が直面する競争構造のように，　（1）競合企業

間の事業規模格差や技術力格差が小さく，　（2）半導体市場における製品ライン

の重複度が大きく，　（3）最終製品市場における製品ラインの重複度が大きく，

（4〉同一産業システム内でスタートアップ型企業との競合可能性が低い競争構

造に直面する場合には，たとえどの企業もバイポーラ→シーモスという技術転換

のシナリオを信じていたとしても，バイポーラ，最先端のシーモス，およびバイ・

シーモスの3つの技術領域にR＆Dレベルのみならず事業化レベルにおいて積極的

に事業展開する行動が合理的になる．以下では，上述の結論に至る論理的可能性

を説明することにする．

　日本の同時追求企業は，すでに述べたように，既にバイポーラとシーモスの

2つの技術領域の両方で，部分的に競争ポジションを確立している企業である．

この企業がとりうる選択肢は，基本的に米国の同時追求企業がとりうる選択肢と

全く同じく以下の2つであろう．

（1）R＆Dレベルではバイポーラと最先端のシーモスとバイ・シーモスの

　　技術領域に積極的に資源投入を行うが，事業化レベルではそれら全て

　　の領域で積極的な資源投入を行わない．

（2）R＆Dレベルでも積極的な資源投入を行うと同時に，バイポーラと最

　　先端のシーモスとバイ・シーモスのいずれか1つ，もしくは2つの組み

　　合わせ，あるいは全ての領域で積極的に資源投入を行う．

　結論から言えば，スタートアップ型企業が同一産業システム内に存在している

場合には（1）の選択肢が合理的であったが，同一産業システム内にスタートアッ

プ型企業が存在していない場合には，同時追求企業にとって合理的な選択肢は，

（2）となる．特に（2）の選択肢のなかでも，R＆Dレベルと事業化レベルの2つ
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のレベルで全ての事業領域において積極的に資源投入を行う，という行動が合理

的である．

　なぜなら，スタートアップ型企業が存在する競争構造下の同時追求企業と全く

同様の事業化に関する不確実性に直面していたとしても，スタートアップ型企業

による事業化を「待つ」と言う選択肢が存在しない分だけ，事業化の不確実性を

回避するために，自社の投入要素資源を実際に動員して，なるべく広い技術領域

において積極的に資源投入することによって，事業化の不確実性を減少させる必

要があるからである．

　スタートアップ型企業との競争に間接的にしか直面していない同時追求企業が，

相対的に新技術の事業化に積極的になる最大の理由は，新技術の事業化に積極的

に取り組むことで，事業化の不確実性を軽減してくれるスタートアップ型企業が

出現する可能性がほとんどない競争構造に，同時追求企業が直面しているからで

ある。

　しかしその一方で，他の産業システム内のスタートアップ型企業が事業化にお

ける不確実性を軽減してくれるならば，日本の同時追求企業さえも米国の同時追

求企業と同じくスタートアップ型企業の事業化を待つという選択肢がないわけで

はない．つまり，たとえ需要の地域性を考慮に入れたとしても，貿易などを通じ

た間接的な形でのスタートアップ型企業との競合可能性を積極的に考慮に入れる

ならば，日本企業がひとたび顕在化した生産用役に積極的には投入要素資源を動

員しない可能性が存在するため，日本の同時追求企業がバイ・シーモス技術を積

極的に事業展開したという事実を説明できなくなる．

　そこで多くの日本企業がバイ・シーモス技術の事業化に先行したという事実を

説明するより積極的な要因として，　（1）競合企業間の事業規模（技術力）格差，

（2）半導体製品ラインの重複度，　（3）最終製品市場における製品ラインの重複

度という要因を考慮に入れて，日米企業においてバイ・シーモス型技術の事業展

開の積極性の違いが生まれた原因を説明することにしよう．結論から先に言えば，

同時追求企業間の事業規模（技術力格差）が小さくなるほど，半導体市場や最終

製品市場における製品ラインの重複度が大きくなるほど，ひとたび顕在化した生

産用役に投入要素資源を動員するという駆動メカニズムが機能しやすくなるため，
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同時追求企業はすでに競争ポジションを確立しているバイポーラとシーモス領域

における技術領域にR＆Dレベルおよび事業化レベルで投入要素資源を動員し，

さらに最先端のシーモスのみならず，バイ・シーモスにも2つのレベルで投入要

素資源を動員することが合理的な行動となる，と考えられる．

5．4．2　事業規模と技術力格差の相違がもたらす競争圧力

　競合企業間の事業規模や技術力格差が近接している場合には，ひとたび顕在化

した生産用役を駆動するメカニズムが機能しやすくなる．なぜなら，同時追求戦

略を選択する競合企業が事業化するのを「待って」，後発者として事後的に事業

化するのでは，事業規模や事業規模の近接した先発者の技術水準に追いつけない

可能性が高いからである．

　つまり，競合企業が同時追求戦略を選択し，しかも技術力や事業規模が競合企

業問で近接している場合には，どの企業も事業化の不確実性を軽減するために，

積極的に他の競合同時追求企業に先行して，なるべく全ての技術領域において事

業化する圧力が高まると考えられる．言い換えれば，競合企業間の事業規模や技

術力格差が近接している場合には，ひとたび顕在化した生産用役に投入要素資源

を動員する駆動メカニズムが機能しやすくなると考えられるのである．

　これとは逆に，同時追求企業間の事業規模や技術力格差が相対的に大きい場合

には，ひとたび顕在化した生産用役の成長性が大きく見込まれても，動員可能な

投入要素資源量において有利な企業（事業規模の大きい企業）も，動員可能な投

入要素資源量において不利な企業（事業規模の小さい企業）のどちら企業も，そ

の顕在的生産用役に積極的に投入要素資源を動員することはしない．

　なぜなら，動員可能な投入要素資源量において有利な企業（事業規模の大きい

企業）にとっては，動員可能な投入要素資源の質的または量的な優位性を利用し

て，後発者として事後的に参入し，投入要素資源を動員したとしても，先発者に

技術的または市場シェアにおいて追いつくことは十分可能であるからである．

　また，動員可能な投入要素資源量において不利な企業（事業規模の小さい企業）

は，そもそも投入要素資源を動員することによって積極的に事業展開することは
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考えないであろう．つまり，先の場合とは逆に，競合企業間の事業規模や技術力

格差が十分に開いている場合には，生産用役の駆動メカニズムは機能しにくくな

ると考えることができる。

5．4．3　半導体市場における製品ラインの重複度の相違がもたらす競争圧力

　事業規模格差や技術力格差が近接してい場合に駆動メカニズムが機能しやすい

ように，半導体市場における製品ラインの重複度が競合企業問で大きい競争構造

に直面している場合には，ひとたび顕在化した生産用役に投入要素資源が動員さ

れるという駆動メカニズムが機能しやすくなる。

　なぜなら，製品ラインが重複している場合には，競合企業は互いに競争からの

脱落を恐れて，競合企業が新たに顕在化した生産用役に自社の投入要素資源を動

員する，といういわば模倣的な行動のみならず，少しでも他社に先駆けて新たに

顕在化した生産用役に投入要素資源を動員することによって事業化しよう，とす

るインセンティブが機能する可能性が高いからである30．

　これとは逆に，製品ラインの重複度が小さい場合には，競合企業間で互いに顕

在化させた生産用役に自社の投入要素資源を動員するインセンティブは，相対的

小さくなると考えられる．なぜなら，事前に製品ラインの重複度が小さければ，

あえて，他社が顕在化した生産用役に自社の投入要素資源を動員するリスクを負

う行動は，非合理的と考えられるからである．

　つまり，半導体市場における製品ラインの重複度が大きくなるほど，競合企業

間が互いに追従しながら，先行して新たに顕在化した生産用役に自社の投入要素

資源を動員することが起きやすくなると推論することができる．そのため，結果

としてひとたび顕在化した生産用役に様々な企業が自社の投入要素資源を動員す

る傾向が強くなり，駆動メカニズムが機能しやすくなると考えられる．

　最終製品市場における製品ラインの重複度に関しても上記の論理と全く同じで

ある．つまり，最終製品市場における製品ラインの重複度が高くなるほど，ひと

たび顕在化した生産用役に投入要素資源が動員される，という駆動のメカニズム

が機能する可能性は高くなる。
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　なぜなら，半導体デバイスのような最終製品の主要機能を担う事業においては，

ひとたび半導体市場での新技術の事業化に出遅れることは，最終製品市場におけ

る競争力の低下につながるため，それを恐れる多角化の一環として半導体事業に

参入する同時追求企業は，積極的に新たに顕在化した生産用役にそれが他社が顕

在化したものであったとしても自社の投入要素資源を動員することによって，事

業化するインセンティブが高まるからである．

　仮に，スタートアップ型企業の競合可能性の相違や競合企業間の技術力格差や

事業規模格差がもたらす直接的な競争圧力の相違が，新技術の資源投入インセン

ティブに与える影響は日米で仮に同じだとしても，最終製品市場における重複度

の相違がもたらす間接的な競争圧力の相違から，日米の同時追求企業（多角化企

業）のひとたび顕在化した生産用役の事業化に関する積極性の相違を説明するこ

とができるのである．

5．4．4　小まとめ：競争構造の相違が生産用役の駆動パターンに与える影響

　これまでの議論において，日米半導体企業がそれぞれ直面する競争構造の相違

として，ひとたび顕在化した生産用役に投入要素資源を動員するパターンに影響

を与えうる4つの経路の存在を指摘した．以下は，それをまとめたものである．

（1）スタートアップ型企業との競合可能性が大きくなるほど，既存

　の同時追求企業や多角化企業は，顕在化した生産用役に自社の投

　入要素資源を動員することに消極的になる．

（2）半導体市場における競合企業間の事業規模（技術力）格差が小

　さくなるほど競争圧力が高まるため，顕在化した生産用役に自社

　の投入要素資源を動員することに積極的になる．

（3）半導体市場における製品ラインの重複度が高いほど，顕在化し

　た生産用役に自社の投入要素資源を動員することに積極的になる．

（4）多角化の一環として半導体事業に参入する企業同士の最終製品

　市場における重複度が高いほど，顕在化した生産用役に自社の投
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入要素資源を動員することに積極的になる．

　仮に，日米の半導体企業が歴史的に直面していた競争構造がすでに述べた4点

によってまとめられるとするならば（図表5・7参照），米国の同時追求企業はバ

イポーラとシーモスの両方をすでに事業化していても，最先端のシーモス技術や

バイ・シーモス技術の事業化に出遅れるということが起こりうる．また，動員可

能な投入要素資源の質や量に関して優位性の高い同時追求企業や多角化企業は，

その優位性を生かして，競合企業が先行して顕在化した生産用役に投入要素資源

を事後的に動員する可能性が高くなるであろう．その結果，同時追求企業が融合

型技術に積極的に事業展開することはなくなるのである31．

　その根本的な原因は，同一産業システム内において，スタートアップ型企業の

存在ゆえに，事後的に参入しようとするインセンティブが同時追求企業あるいは

多角化企業において強く働くからだけではなく，競合企業間の事業規模（技術力）

格差が大きく，半導体市場あるいは最終製品市場における製品ラインの重複度が

小さいという競争構造のために，他社が顕在化した生産用役にも自社の投入要素

資源を積極的に動員するということが起こりにくいためである．

　そのため，バイポーラとシーモスを事業化している米国同時追求企業は，すで

に自社内でバイ・シーモスのような融合型の潜在的生産用役を顕在化させたとし

ても，スタートアップ型企業が本格的に事業展開する（あるいは産業システム間

の相互作用を想定するならば，日本企業が事業展開において成功する）まで，本

格的に自社の投入要素資源を動員することはなくなるのである．また，動員可能

な投入要素資源の量と質において優位な立場にある多角化企業も同時追求企業と

同様に，いくら成長市場だと認識しても，積極的に自社の投入要素資源を動員す

ることによって事業化のリスクを負うことはせず，スタートアップ型企業が事業

化するのを待つということが起こりうるのである．

　その結果，同時追求あるいは多角化企業が事後的に動員しうる投入要素資源は，

同一システム内のスタートアップ型企業か，日本企業のような他のシステムの企

業が本格的に投入要素資源を動員することによって，新たに顕在化した生産用役

の市場が大きく拡大する末では，それぞれの企業が保有する顕在的生産用役は，
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利用されずに残っている可能性が南り得るのである．

　これに対して，日本企業が直面する産業システムのように，スピンアウトによ

るスタートアップ型企業が同一産業システム内に存在せず，しかもどの企業も同

時追求戦略を選択し，比較的事業規模（技術力）が近接し，半導体市場または最

終製品市場における重複度も大きい競争構造下では，各企業は常に白社の投入要

素資源を動員することによって，積極的に個々の顕在的生産用役の事業化可能性

を試す行動にでる可能性が高い，と考えられる．

　なぜなら，同一の産業システム内に実験的に新技術を事業化するスタートアッ

プ型企業が存在しないという理由のみならず，競合企業との事業規模格差や技術

力格差は小さく，　（最終）製品市場における重複度が大きい競争構造では，どの

競合企業よりも自社が事業化に先行しようとする傾向が強くなる，と考えられる

からである．たとえ，バイポーラ→シーモスという技術転換のコンセンサスが形

成されていてもである。

　その結果，どの企業も競合企業に事業化に出遅れることのないように，なるべ

く広範囲な事業領域に資源投入する傾向が強くなる，と考えられる．つまり，各

社とも他の競合企業との競争からの脱落を恐れて，常に自社内の投入要素資源を

動員することによって，どの技術領域においても積極的に事業化する傾向が強く

なるのである．

■5．5　まとめ：誘発・駆動要因としての制度的特徴と競争構造

　第5章の議論から明らかとなったのは，日米企業が実現した技術革新パターン

や事業展開パターンが，日米企業が直面する経済制度的要因の相違に起因する潜

在的生産用役の誘発メカニズムと，競争構造の相違に起因する顕在的生産用役の

駆動メカニズムの相違から説明可能であるという点である．

　具体的にいえば，日米企業がそれぞれ全く同じ技術セットを社内に保有してい

たとしても，両国の企業が直面する誘発要因としての経済制度的要因の相違ゆえ

に，技術セットの潜在的生産用役のタイプによって顕在化しやすい場合と顕在化

しにくい場合が存在することが明らかとなる。事例に即していえば，バイ・シー
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モス技術のような融合型の潜在的生産用役に関しては，米国半導体産業のような

生産要素市場の流動性が高く，外部事業化の可能性が高く，M＆A市場が発達し，

技術の所有権問題の生起可能性が高いという特徴を有する産業システムでは誘発

されにくいようである．その理由は，　（1）既存企業の技術セットの誘発メカニ

ズムが機能しにくいにもかかわらず，本来潜在的生産用役の誘発メカニズムが機

能しやすい新規企業内においても同様に，バイ・シーモスのような融合型技術に

関しては，技術の所有権問題の生起可能性の高さゆえにやはり誘発されにくいか

らである．

　また，たとえ日米企業において全く同時期に同じ潜在的生産用役が顕在化した

としても，駆動要因としての競争構造の両国の相違ゆえに，新たに顕在化した生

産用役が産業全体に拡大・波及していく場合とそうでない場合があり得るのであ

る．

　事例に則して言えば，バイ・シーモスに代表される融合型の生産用役は，米国

半導体産業のように，同時追求企業間の事業規模（技術力）格差が大きく，．半導

体市場や最終製品市場における重複度が小さく，スタートアップ型企業との競合

可能性が高いという競争構造的特徴を有する産業システムでは，駆動されにくい

ようである。その理由は，たとえ競合企業が新たに潜在的生産用役を誘発するこ

とによって顕在化させたとしても，その他の競合企業はその直面する競争構造ゆ

えに，ひとたび顕在化した生産用役を拡大するために，投入要素資源を積極的に

動員するという駆動メカニズムが機能しにくいためである．

　それでは，米国半導体産業のような経済制度的特徴を有する産業システムにお

いては，融合型の潜在的生産用役は誘発されにくいという主張は，その他の産業

においても同様に成立するのであろうか．

　また，競合企業間の事業規模（技術力）格差が大きく，市場における製晶ライ

ンの重複度が小さく，M＆A市場が高度に発達している，という競争構造を有す

る産業システムにおいては，ひとたび融合型の潜在的生産用役が顕在化したとし

ても，その顕在的生産用役が産業レベルで駆動される可能性が低いという主張は，

半導体産業以外でも成立しうるのであろうか．

　さらに，半導体産業で観察された日本では同時追求戦略が支配的で，米国では
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特化戦略が支配的であるという観察事実は，それ以外の日米産業でも観察される

のであろうか．これらの点について，次の第6章で議論することにしよう．
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1多角化企業の詳しい事業行動については，　「補遺（C）日米の資源展開パターンの決定要因の

探索」を参照されたい．

2米国の離職率が1970年代初頭から半ばにかけて特に高い理由は，当時の米国経済の停滞と石油

ショックの影響が考えられる。1980年代の米国の離職率に関するデータはBLSから発表されてい

ないため即断できないが，日本よりも米国の方が圧倒的に離職率が高い，と推察される．

3AmericanElectronicsAssociation．（1986）

4より詳しく日本の電気機械器具製造業の離職率を見ると，1988年と1989年を除いて製造業全体

よりも低いことがわかる．最も低い年は1982年の12％であり，最も高い年は1989年の14％である．

5離職率の日米の調査方法の相違については，小池（1993）が詳しい．

6日本企業に関する指摘は，筆者の日立製作所高崎工場の技術者とのインタピュー（1996年12月

13日）と日本電気の府中事業場の技術者とのインタビュー（1997年3月21日）に基づく．

7Morris（1990：p．85）に基づく．

8各社アニュアルレポート，10K，およびSanJose　Mercury　Newsに基づいた筆者の調査に基づく．

9San　Jose　Mercury　News，150ctober，1986．

10
989Amual　Report，SumyvaIe，CAl　Advanced　Micro　Devices．

11

994Amual　Report，Norwood，MA：Analog　Devices．

12

994Annual　Report，Fremon～CA：Cims　bgic，

13
ntemational　Directory　of　Company　History，Vol．2，pp．27－31．

14

996Annual　Report，Palm　Bay，FL：Harris　Semioonductor．

15
996Amual　Repolt，South　Portland，MEl　Fa霊rchild　Semioonductor．

16

ethe（1992）および軽部（1995）を参照されたい．

17

しいデータに関しては，補遺（C）の図表G11を参照されたい．

18

丑rshman（1970）の言葉を借りれば，第1オプションが告発（Voice）オプションであり，第2

オプションが退出（Exit）オプションと雷える．

19
本電気の府中事業場の技術者および経営管理者とのインタピュー（1997年2月25日および

1997年3月21日）に基づく．

卸San　Jose　Mercury　News，October18，1985．
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21”San　Jose　Mercury　News，September8，1985．

箆典型的な事例として，NationalSemiconductor社（スピンアウト元）とHnearTechnology社（ス

ピンアウト先）の係争や，㎝psandTechnology社（スピンアウト元）とO頭社（スピンアウト

先）との係争事例を挙げることができる．どちらのケースもスピンアウト元企業から離職した技

術者がその企業で開発した技術をスピンアウト先企業で事業化したのをきっかけに，それぞれの

企業において係争が始まった．　（LinearTechnology社については，San　Jose　Mercury　News

（October7，1986．）の記述に基づく．Opti社についてはSan　Jose　Merculy　News（August19，1992．）の

記述に基づく．）

箆横田（19921p。77）に基づく．

踏ただし，M＆A市場の存在が，既存企業の潜在的生産用役を誘発しにくくするように機能しう

る，という（3）主張は，あくまでも論理的な推論である．それゆえ，経験的なデータに基づい

た主張ではない．この点に関しては，さらなる経験的な検証が必要であると考える．

乃日立を中心にした日本企業の技術者は，ISSCCやIDEMなどの国際学会において，バイ・シー

モス技術の開発成果を1984年頃から発表している．このことから，米国企業がバイ・シーモスの

技術的成果の存在を知っていたという仮定は自然に成立しうるであろう．

％ここで言う合理性とは，特定時点で誤った信念に基づいても，意図の上で行為者が合理的たろ

うとしている意味での合理性である．ゆえに，経済学で一般的な完全合理性よりもはるかに緩い

合理性に関する仮定を置いている．

27

時追求企業が絶対的にリスク回避的である，という仮定を置いているのではなく，相対的に

リスク回避的である，と仮定しているだけである．また，一見グローバルに見える半導体需要に

関して地域性が存在することは，すでに伊丹他（1995）によって指摘されており，そのような仮

定をおくことはそれほど不自然な仮定ではない．

圏たとえバイポーラ→シーモスという技術転換のコンセンサスが形成されていても，確定的に事

業化領域と事業化の時期，そして事業化規模を事前に知ることはできない．たしかに，米国の同

時追求企業は，日本の同時追求企業とも貿易を通じて間接的に競争しているため，完全にスター

トアップ型企業の事業化を待つというわけではない．しかし，ある程度の需要の地域性

（locality）を仮定するならば，日本の同時追求企業よりも米国の同時追求企業の方が相対的にリ

スク回避的になる．

ηここであり得る反論は，半導体産業のように生産の累積効果によって，技術蓄積や生産性，歩

留まりなどに大きな影響を与える産業においては，そもそもスタートアップ型企業の事業化動向

を監視して，事後的に参入するという選択肢はそもそもあり得ないというものである。しかし，

事業化を待つ企業が相対的に事業規模が大きく，動員可能な経営資源の量や質が圧倒的にスター

トアップ型企業よりも比較優位な状況にある場合には，そういうことは十分考えられる．

っまり，このようなことが起きうるかどうかは，事前の同時追求企業の（1）リスク愛好度，

（2）スタートアップ型企業と同時追求型企業それぞれが動員可能な投入要素資源の量と質にお
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ける相対的な優位性の違い，　（3）純粋に技術的理由に依存した累積効果の大きさという3点に依

存して結論が変わりうるであろう．

30

山・野中（1992）は，日本企業が競合他社に先行して事業展開する傾向が強く見られる点に

注目して，　r前倒し競争」と呼んでいる（1992：p89）。

31この結論は，多角化企業についてもあてはまる．
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～いくつかの産業における共通点～
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第6章　その他の産業への応用

■6．1　はじめに

　第6章の目的は，大きく2つある．第1の目的は，半導体産業において観察され

た日米企業の事業展開パターンおよび技術開発パターンの相違が，半導体産業の

みならずその他の産業においても観察される，ということを示すことにある．

　つまり，日本企業においては同時追求的な事業展開パターンが実現されやすく，

融合型技術革新が生起しやすいのに対して，米国企業においては特化的事業展開

パターンが実現されやすく，融合型技術革新が生起しにくいという事実が，その

他の産業においても観察されるということを，断片的ではあるが経験的なデータ

に基づいて示すことが，第1の目的である．

　第2の目的は，産業間に共通して観察される日米で対照的な事業展開パターン

や技術開発パターンが出現した原因を，誘発と駆動のメカニズムの相違から説明

を試みることにある．つまり，日米それぞれの産業システムの特徴に起因する誘

発と駆動のメカニズムの違いから，事業展開パターンや技術開発パターンの相違

が出現した論理的可能性を説明しようとするのである．

　まず，6．2では，1980年代後半から1990年代初頭までのスーパーコンピュータ

産業において観察された，日米企業それぞれに特徴的な事業展開パターン，およ

び技術開発パターンについての比較観察事例を取り上げることにする．この比較

観察事例を通じて，スーパーコンピュータ産業においても半導体産業と同様の観

察事実が得られることが明らかにされる．つまり，日本企業においては，すべて

の企業が従来からのベクトル型スーパーコンピュータに加えて，融合型技術とし

て解釈される緩い並列型スーパーコンピュータの開発とその事業化に積極的に取

り組んだ．これに対して米国企業においては，従来からのベクトル型スーパーコ

ンピュータの開発とその事業化に取り組む企業は，そのままベクトル型に特化し

続け，新たに参入したスタートアップ型企業はすべて超並列型のスーパーコン

ピュータの開発とその事業化に特化したのである．その結果，IBMのような一部

の例外的な企業を除いて大部分の米国企業は，緩い並列型スーパーコンピュータ

を開発・事業化することはなく，開発および事業展開における2極分化が半導体

産業と同様に起きたのである．
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　その上で，上記の日米の技術開発パターンや事業展開パターンが出現した原因

がほぼ半導体産業で用いた論理によって説明可能なことを明らかにし，その論理

についての若干の傍証について議論する．

　6．3においては，その他のエレクトロニクス産業において，半導体産業と共通

した観察事実が存在することを既存研究に基づいて指摘し，その共通した現象が，

日米で異なる誘発と駆動のメカニズムに求められる，という仮説を部分的ではあ

るが確認する．

　本論文の最終的な目的は，断片的に観察される日米の技術開発パターンや事業

展開パターンが，産業システムの相違に起因する誘発と駆動メカニズムの相違に

よって説明されうる，という点を中心的に主張することにある．

置6．2　日米スーパーコンピュータ産業の事例

f

6．2。1スーパーコンピュータ産業の概要

　スーパーコンピュータそのものに明確な定義はない．しかし，一般的にはその

時代の汎用大型コンピュータと比較して，格段に高速演算可能なコンピュータが，

スーパーコンピュータ（supercomputer）と呼ばれている．

　スーパーコンピュータ産業は，数値気象学における気象予報の利用目的をきっ

かけに，原子力，軍需，航空宇宙などの領域において必要とされる高度に複雑か

つ大量の数値演算目的に発展してきた．その産業生成期は主に米国国防省を中心

とした軍需に支えられてきたという点は，半導体産業の場合と全く同じである．

ただし，半導体産業においては1970年初頭に民生需要が急激に拡大したのとは対

照的に，1976年にCray社が世界で初めて商用スーパーコンピュータ「Cray－1」の

事業化に成功した後約10年間は，一部の国立研究機関や大学などにその利用先が

限られていたという点は，半導体産業とは状況が異なる1．

　その後，　rCray－1」の事業化によって誕生した商用スーパーコンピュータ市場

は，少なくとも1980年代半ばまでは，圧倒的にCray社やCDC（Control　Data

Corporation　l現在CorporateData　Systems社に社名変更〉社を中心とした米国企業
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がその技術力においても，マーケットシェアにおいても，圧倒的に優位な立場を

確立していた2．

　米国企業のベクトル型スーパーコンピュータ市場における優位性に変化が見ら

れ始めたのは，1980年代半ば頃からである．その最大の理由は，1980年代半ばか

ら本格的に日本企業が商用ベクトル型スーパーコンピュータ市場に参入したから

である．例えば富士通は，日本初のベクトル型スーパーコンピュータ「FACOM

VP200／100」を1982年7月に発表し，1985年4月にはスーパーコンピュータr

FACOM　VP－400／50」発表した3．日本電気も同社初の本格的なベクトル型スー

パーコンピュータrSX－1／2」を1983年4月に発表した先

　図表6・1は，メインフレーム市場とスーパーコンピュータ市場を合計した市場

における，米国および欧州企業の市場シェアと日本企業の市場シェアの推移を比

較したものである．

　この図表における市場シェアにはメインフレームの出荷額が含まれているため，

正確に判断することはできないが，大型あるいは高速演算用コンピュータ市場に

おける日本企業の市場シェアが，徐々にではあるが1980年代初頭以降90年代初頭

にかけて上昇している，ということは言えそうである．これに対して，日本企業

のシェア上昇に対応するように，米国および欧州企業の市場シェアが低下してき

ているのがわかる．

　1980年代半ばに日本企業が商用ベクトル型スーパーコンピュータ市場に本格的

に参入することによって，　（1）積極的に低価格機種が追加され，　（2）

FORTRANコンパイラの自動ベクトル化機能が急速に進歩し，　（3〉流通アプリケー

ション・ソフトウェアが充実することとなった。その結果，ベクトル型スーパー

コンピュータ市場は，その需要先を従来からの国立研究機関や国立大学のみなら

ず，自動車・建設・電気・機械・化学といった民間製造業にまで拡大することと

なった5．後発者である日本企業の低価格戦略によって，市場自体が拡大した例

はここにも見られるのである．
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6．2．2　日米のスーパーコンピュータ産業構造

　ここで，スーパーコンピュータ産業に注目するのは，スーパーコンピュータ産

業が特にその産業構造において，半導体産業のそれと多くの共通点を持った産業

であるからである．例えば，市場における（a）主要な参入パターン，　（b）競争

構造，　（c）生産要素市場の特徴を日米で比較してみよう．

　参入企業数の構成比という観点から見れば，米国企業において最も支配的な参

入企業タイプは，半導体産業の場合と同じくベンチャーキャピタルの支援を受け

て，新規参入するスタートアップ型企業である．大きくこのタイプの企業には，

大学からスピンアウトする場合と既存の大手コンピュータ企業からスピンアウト

する場合の2つの場合が併存している隻

　例えば，スーパーコンピュータの原型と呼ばれる「cDc6600／7600jを製品化

したCDC社は，1957年にわずか11人の技術者によって創業した企業である7．そ

の後，商用スーパーコンピュータ市場の本格的な勃興の契機を創出したSeymour

Crayは，すでにそれ以前に開発に成功していた「CDC6600／7600」の技術をベー

スにCDC社をスピンアウトして，1972年にCmyResearch社を設立した．1978年に

創業したKendaHSquareResearch社は，1978年にDEC社でrPDP－8jの開発に成功

したHenryBur㎞ardt　IIIによって創業した企業であるし，1982年に参入した

Convex社やnCUBE社（1983年創業），1980年代後半から本格的に参入した

TbinkingMachines社（1986年創業），MasperComput㎞9社（1990年創業）もすべ

てベンチャーキャピタルの支援を受けて，大学あるいは大手コンピュータメーカー

からスピンアウトして創業したいわゆるスタートアップ型企業である8．

　これに対して，日本において支配的な参入パターンは，多角化の一環としてスー

パーコンピュータ産業に参入するパターンである・例えば，日本企業において，

スーパーコンピュータ産業に参入している日本企業は，日本電気，富士通，日立

という3社のみであるが，これらの企業はいずれも大手の情報通信，あるいは総

合電機事業の一環として，スーパーコンピュータ産業に参入した企業である．

　また，両国それぞれに支配的な参入パターンの相違から，競争構造に関してい

えば，日本のスーパーコンピュータ産業が極めて高度に寡占的な競争構造を形成
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しているのに対して，米国のスーパーコンピュータ産業は，数多くの相対的に小

規模のスタートアップ型企業によって構成されていると言えるであろう．このよ

うな日米で対照的な競争構造の特徴は，半導体産業における日米の特徴とほぼ同

じである．

　さらに，米国において数多くのスタートアップ型企業が新規参入してきたとい

う歴史的事実から，労働市場や金融市場の流動性に関して言えば，米国において

は半導体産業の場合と同じく，スーパーコンピュータ産業従事者（例えば，技術

者）は，非常に頻繁に企業間を移動することが多く，既存企業をスピンアウトす

る場合にはベンチャーキャピタルに代表される外部資金調達の方法が多様に存在

する，と推測することができるであろう9．

　これに対して，日本のスーパーコンピュータ産業従事者（例えば技術者）は，

日本の半導体産業従事者と同じく，企業間を移動するケースはほとんど見られな

く，スピンアウトしても外部資金調達の方法が銀行などに限定される傾向が強い，

と言うことができるであろう．

　筆者のインタビューに基づけば，日本のスーパーコンピュータ関連の技術者は，

多くの場合，パーソナル・コンピュータやワークステーション，および大型汎用

メインフレームの開発に開発プロジェクトごとに移動するのが一般的なようであ

る10．

　これまでの議論から，半導体産業とスーパーコンピュータ産業に共通して観察

される日米の経済制度的特徴や競争構造的特徴における相違点をまとめれば，以

下のようになる．

【半導体産業と共通する日米の相違点】

　（1）労働市場と金融市場について1

（イ）米国企業は，生産要素市場の流動性が高い経済制度的特徴を持っ

　　た産業構造に直面している．これに対して，

（ロ）日本企業は，生産要素市場の流動性が低い経済制度的特徴を持っ

　　た産業構造に直面している．
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（2）競争構造について：

　　（イ）米国においては，スーパーコンピュータ企業に特化した既存の専

　　　　業企業とスタートアップ型専業企業が，互いに競争する競争構造

　　　　である．

　　（ロ）これに対して日本においては，3社という極めて少数の，多角化

　　　　の一環として参入する企業によって構成される，高度に寡占的な

　　　　競争構造である．

6，2．3　スーパーコンピュータアーキテクチャの概要

　スーパーコンピュータのアーキテクチャは，CDC社が1974年に世界で初めて製

品化した「CDCSTAR100」以降，1980年代後半までの約15年間は，　（a）パイプ

ライン方式ベクトル処理のアーキテクチャを持ったスーパーコンピュータが主流

であった11。ベクトル処理のアーキテクチャの特徴は，行列によって表現される

データ群をサブセット間で一つのプロセサ内で一度に処理できるという点にある．

　これに対して，並列（パラレル）処理のアーキテクチャの特徴は，個々のデー

タを順次処理して，プロセサ間で演算結果をやりとりしながら最終的なデータ結

果をアウトプットするという特徴を持つ．

　ただし，ベクトル処理と並列処理それぞれに難点がないわけではなく，データ

のサブセットが相互に独立の場合には，並列処理のアーキテクチャの方が演算に

適していると言え，データのサブセットが相互に依存的で，あるデータセットの

演算処理作業が，その前のデータ結果に依存する場合には，ベクトル処理の方が

適していると言える．

　ベクトル処理のアーキテクチャは，1970年代半ばから主流であったが，その間

全く並列処理の技術開発が行われなかったわけではなく，　（1）単体プロセサス

ピードの向上と（2）プロセサ間を統御するソフトウェア技術の進歩がボトルネッ

クとなって，本格的な並列型専用機の製品化が1980年代後半まで行われなかった。

　第1の単体プロセサスピードの向上という要因は，半導体産業の技術進歩がボ
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トルネックとなり，第2のプロセサ間の統御のためのソフトウェア技術は純粋に，

スーパーコンピュータ産業に内在する技術進歩がボトルネックとなっていた．

　その後，半導体技術の進歩によって，　（1）の単体プロセサスピードが急激に

向上し，それに起因する汎用マイクロプロセサ市場の拡大によって，プロセサ価

格が急激に低下したため，汎用のマイクロプロセサを利用した超並列型のアーキ

テクチャのスーパーコンピュータが事業化されることとなった．このアーキテク

チャによる製品化は，完全にスタートアップ型の米国企業のみによって実現され

た．

　この超並列型スーパーコンピュータの出現と軌を一にするように，1980年代後

半から1990年代初頭にかけて，ベクトル処理と並列処理を融合した緩い並列型の

スーパーコンピュータも事業化された．このタイプのアーキテクチャの開発およ

び製品化は，主に日本企業によって実現された．

　これまで議論してきた，　（a）伝統的なベクトル処理型アーキテクチャ，　（b）

超並列アーキテクチャ，　（c〉緩い並列型アーキテクチャの3つのアーキテクチャ

を，それぞれのハードウェアに利用されるプロセサ数によって分類すると，図表

6．2のようになる．

　一般的に，　（a）ベクトル型アーキテクチャは，スーパーコンピュータ用に特

別に設計された単体プロセサのみによって，システム全体に要求される演算処理

を行うという特徴を持ち，　（c）超並列型アーキテクチャは，ベクトル型とは対

照的に汎用のマイクロプロセサを1000個以上連結することによって，システム全

体に要求される演算作業を個々のプロセサに割り振り，プロセサ間が演算結果に

ついて通信しながら演算処理を行うという特徴を持つ．　（b）の緩い並列型のアー

キテクチャは，複数のプロセサに演算作業を割り振るという点においては（c）

の超並列型と同じであるが，多くの場合，利用されるプロセサは超並列型と同じ

ように汎用品を利用するのではなく，特別にスーパーコンピュータ用に設計され

たプロセサが利用されるという特徴を持つ．

　このようなそれぞれのアーキテクチャの特徴から，ベクトル型のアーキテクチャ

においては，特別に設計された単体プロセッサの速度を向上することが，最も重

要な開発課題となる．．これに対して，超並列型のアーキテクチャにおいては，プ
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ロセサ間の通信のためのハードウェア技術やその制御のためのソフトウェア技術

の開発が，最も重要な開発課題となる．また，緩い並列型のアーキテクチャにお

いては，ベクトル型のアーキテクチャに必要とされる単体プロセッサの性能向上

と，超並列型のアーキテクチャに必要なプロセサ間の制御技術の2つが同時に必

要となる．

6．2．4　特化，同時追求，2極分化：半導体産業との共通した観察事実

（1）産業生成期から1980年代後半まで

　以下で，明らかにしようと試みるのは，日本企業においては同時追求的企業戦

略が支配的で，2極分化が起こりにくいのに対して，米国企業においては特化的

事業戦略が支配的で，2極分化が起こりやすい，という主張が，半導体産業のみ

ならず，スーパーコンピュータ産業においても成立しうることを，観察事実から

明らかにすることである．具体的に注目するのは，スーパーコンピュータに利用

される半導体デバイスのレベルにおいてではなくて，スーパーコンピュータのアー

キテクチャのレベルにおいてである．

　つまり，1980年代後半までは，スーパーコンピュータ市場と言えば，単体プロ

セサの速度を半導体の技術進歩に依存して，限りなく向上させることによって，

システム全体の演算性能を向上させるベクトル型スーパーコンピュータが支配的

であった・従来からのスーパーコンピュータ・メーカーであったCray社，CDC社，

Convex社などの米国企業はもちろんのこと，後発者であった日本企業3社も同様

に，このベクトル型のスーパーコンピュータの開発とその事業化に注力していた．

　図表6－3は，1980年代後半までに，日米のスーパーコンピュータ・メーカーが

開発・事業化した主要製品のスペックをプロットしたものである．縦軸は1シス

テム当たりに利用されるプロセサ数を表し，横軸はプロセサ1個当たりの処理速

度をFLOPSによって表したものである．FLOPS（FloatingPointOperationsper

second）とは，1秒間に得られる浮動小数点演算結果の数を単位として表したも

のである．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第6章　その他の産業への応用

　システム全体の演算性能は，理論的には，　（単体プロセサの処理速度）×（プ

ロセサ数）によって決定される．しかし，実際には，プロセサ間の通信制御技術

やデータセットの性質などに大きく依存するため，演算に関与するプロセサ数の

単調増加関数としてシステム全体の演算性能が向上するわけではなく，通常一定

のプロセサ数を超えると，システムの全体性能は低減する．

　これに対して，単体プロセサの処理速度を向上することも，物理的な限界が存

在するため無限に向上させることが可能なわけではない．理論的に最も処理速度

の速いプロセッサの開発に成功したとしても，光の早さと同速度の1011（

FLOPS）である。とりあえずここでは，便宜的に理論的にはシステム全体性能が

単体プロセサの処理速度とプロセサ数の積によって決定されると考えよう12．

　そのように，理論値の側面から各社が当時とりえた選択肢を事後的に振り返れ

ば，　（i）単体プロセサの処理速度の向上させる戦略，　（ii）プロセサの数を増加

させる戦略，　（iii）　（i）と（ii）の2つを同時に実行する戦略の3つの戦略の何れ

か一つを選択することが可能であった，と考えることができる．上記の3つの戦

略のうち米国企業と日本企業はそれぞれ，どのような戦略を選択してきたのかを

振り返ってみよう．

　図表6・3から分かることは，日米企業ともに1980年代後半までは，伝統的なベ

クトル処理型のスーパーコンピュータの開発に注力していた，という点である．

つまり，上記の（i）の戦略を追求することによって，システム全体の演算性能

の向上を目指していたのである．

　例えば，米国企業においては，CDC社の「CDC6600」　（1964年）に始まって，

「Cray－1j　（1976年），　「Cray．2」　（1985年），　「Cray－YMPj　（1988年），

Convex社のrC4／XA」まですべてベクトル型スーパーコンピュータである．

　米国企業と全く同様に，日本企業も完全にベクトル型に注力していた．例えば，

富士通は日本企業で初めてベクトル型スーパーコンピュータ「VP－100／200」を発

表し，1985年にはrVP－400」を発表した．日本電気も同社初のベクトル型スーパー

コンピュータrSX．1／2jを1985年に発表し，1998年にはその改良版となる「

SX．1A／2A」を発表した．

　っまり，図の実線矢印が示すように，1980年代後半までは日米企業ともに，単
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体プロセサの処理速度の向上によってシステム全体の演算性能を向上させる，と

いう従来からのベクトル型の開発とその事業化を行う戦略が支配的だったのであ

る．これに対して，　（ii）のプロセサの数を増加させるという超並列型スーパー

コンピュータの開発や，　（iii）の（i）と（藍）の2つの特徴を兼ね備えた緩い並

列型スーパーコンピュータの開発は，1980年代後半まで研究段階に留まっていた．

（2）1980年代後半から1994年まで

　1980年代後半まで技術開発行動やその事業化パターンに関して共通していた日

米企業は，1980年代後半から1994年にかけて，それぞれ対照的な開発・事業展開

パターンを実現することとなる．

　具体的に言えば，米国においては，従来のベクトル型スーパーコンピュータメー

カーに加えて，1980年代後半から1990年代初頭にかけて，多くのスタートアップ

型企業が，超並列型という全く新しいアーキテクチャを持ったスーパーコン

ピュータを開発・事業化し始め，スーパーコンピュータ市場に新たな製品セグメ

ントが出現することになったのである．超並列型（Massively　Parallel）スーパー

コンピュータとは，すでに説明したように，単体プロセサスピードを向上させる

従来のベクトル型とは異なって，パーソナルコンピュータのハイエンドマシンと

同程度の処理速度を持つ汎用のマイクロプロセサを1000個以上連結することで，

システム全体の速度を理論値ながら，ベクトル型以上の処理速度を実現するスー

パーコンピュータである．

　この超並列型市場は，Thinking　Machines社が1980年代後半に超並列型コン

ピュータrCM．1jの後継機種として投入したrCM－2」が，一定の成功を収めた

のをきっかけに拡大し，Masper　Computing社，nCUBE社，Kendall社に代表され

るスタートアップ型企業がこの市場に参入した．唯一例外的な企業は，半導体事

業の多角化の一環として参入したlntel社である．同社は，自社の汎用マイクロプ

ロセッサの設計・製造技術を生かして，超並列型市場に参入した．

　ここで指摘すべき点は，多くの米国のスタートアップ型企業は，超並列型市場

に参入したのに対して，既存の米国のベクトル型スーパーコンピュータメーカー
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は，超並列型市場に参入せず，既存のベクトル型による製品化に固執したという

点である．

　これに対して，日本企業は3社とも超並列型市場に参入することはせず，次の

2つの事業戦略を展開した．

（1）従来からのベクトル型に関しては，システム全体の演算性能を

　　向上させるために，プロセッサの処理速度を向上させながら，

　　システム構成を並列化させることによって演算に関与するプロ

　　セサ数を増加させる，という戦略

（2）超並列型を開発・事業化することはせずに，1000個程度のプロ

　　セサを連結した緩い並列型を開発・事業化する，という戦略

　図表6・4は，図表6・3と同様に1980年代後半から1994年までに製品出荷された

主要製品のスペックをプロセサ処理速度とプロセサ数の2点からプロットしたも

のである．この図表において指摘されるべき点は，以下の点である．

（1）1980年代後半から1994年までに超並列型を事業化した企業はいず

　れも，米国のスタートアップ型企業である．例えば「CM－2」や

　　「CM－5E」を製品化したThinkingMachines社，　「MP－2」を製品

　化したMasper　Computer社，　「2Sjを製品化したnCUBE社，　「

　KSR－2」を製品化したKendall社はすべてスタートアップ企業であ

　　る．

（2）従来からベクトル型を開発していたCray社は，緩い並列型であ

　　る「CrayT3D」を事業化したが，基本的には既存のベクトルメー

　カーであったConvex社と同じく，ベクトル型のプロセッサ処理速

　度の向上に注力していた．

（3）これに対して，日本企業3社とも，超並列型を事業化するのでは

　　なく，緩い並列型の事業化に注力した、例えば，富士通は「

　AP－1000」を，日本電気は「CenJy剖を，日立は「SR2001」を製
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　品化した．

（4）　（3）の戦略と同時に日本企業は，ベクトル型のプロセサ処理速

　度を向上させるという米国企業と同様の戦略のみならず，それに

　加えて，システム構成を緩く並列化することによって，1994年ま

　でに主要なベクトル型スーパーコンピュータの製品を緩い並列型

　の領域にまでシフトさせた．例えば，富士通は，　「vpp．500」を

　製品化し，日本電気はrSX－4」を製品化した．

（3）1995年以降1997年まで

　図表6－5は，図表6・4や図表6・3と同じく，1995年から1997年までに市場投入さ

れた主要製品のスペックをプロットしたものである．この図表から指摘されるべ

き点は，次の3点である．

　まず第1点は，超並列型を製品化した多くのスタートアップ型企業は，市場か

ら撤退するか，あるいは会社更生法の適用を受けたため，実質的に超並列型市場

を創出した企業は，市場に存在しなくなった。例えば，Thinking　Machines社と

Kendal1社は1994年の8月と9月にそれぞれ会社更生法の適用を受け，実質的に倒産

した13．また，nCUBE社やMasper　Computer社は，超並列型スーパーコンピュー

タ市場から撤退し，現在は両者ともネットワークおよびオープンシステム用のソ

フトウェア開発会社となっている14．現在でもこの市場において特に積極的な企

業は，Intel社，SmconGrapbics社，およびTandem　Computers社などである．

　第2点は，1990年代初頭から1995年にかけて，緩い並列型の事業化に先行した

日本企業に追従するように，米国のメインフレームまたはワークステーションメー

カーも参入し始めた，という点である．例えば，S且iconGraphics－Cray社はr

CrayT3E」を市場投入した．また，NCR社，DEC社，Hewlett－Packard社Convex部

門，Tandem　Computer社も緩い並列型の市場投入を始めている．Convex社は，汎

用リスクプロセッサを使った「Exempler　SPP1200」を1995年に市場投入した．日

本企業も1996年に富士通が「AP1000」の後継機として「AP3000」を市場投入し，
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日立が「SR2001」の後継機として「SR2201」を市場投入した．

　第3点は，Cray社やConvex社などの既存の米国ベクトル型メーカーは，Cray社

がSilicon　Graphics社に，Convex社がHewlett－Packard社によって買収され，ベクト

ル型の開発において日本企業に出遅れたという点である15．これらの買収を契機

にCray社とConvex社は，大幅にベクトル型スーパーコンピュータ開発関連の技術

者をレイオフし，開発の焦点を緩い並列型あるいは超並列型スーパーコンピュー

タの開発に経営資源をシフトした，といわれている16．

6．25　スーパーコンピュータ産業における観察事実のまとめ

　以上のスーパーコンピュータ産業における日米企業の事業展開パターンを振り

返れば，次のようにまとめることができるであろう．

（1）超並列型という全く新しい市場は，米国のスタートアップ型企

　　業の事業化によって出現した．

（2）しかし，この市場を創出した米国スタートアップ型企業は市場

　　から退出し，事後的に参入した既存の大手企業（Tandem

　　Computers社，㎞tel社，S丑iconGrphics社など）が，この市場にお

　　ける製品投入を継続している．

（3）超並列型と同じく，緩い並列型という新市場を創出したのは，

　　米国スタートアップ型企業や米国のベクトル型メーカーではな

　　く，日本の大手企業であった．

（4）緩い並列型市場には事後的に，Convex社などの既存のベクトル

　　型メーカー，NCR社，DEC社などのメインフレームメーカーが

　　参入した。

（5）日本のベクトル型メーカーが，ベクトル型マシンのシステムを

　　並列化することによって，全体の演算性能の向上に成功したの

　　に対して，米国のベクトル型メーカーは，ベクトル型のプロセ

　　サ処理速度の向上に失敗し，1997年時点では実質的に次期のべ
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クトル型マシンの開発を断念したのではないか，と推測されて

いる17．

　上記のまとめから，米国のスタートアップ型企業は超並列型市場に特化し，米

国のベクトル型メーカーは既存のベクトル型マシンに特化し続けた，という事実

が明らかとなる．これに対して日本企業は，超並列型市場には参入しなかったが，

既存のベクトル型マシンの開発・事業化に加えて，緩い並列型市場にも参入した．

つまり，半導体産業と同様にスーパーコンピュータ産業においても，米国企業は

特化戦略が支配的で，日本企業においては同時追求的戦略が支配的である，とい

うまとめが可能である．

　また，緩い並列型とはベクトル型と並列型とを融合した融合型技術である，と

位置づけるならば，米国企業においては，既存のベクトル型メーカーはベクトル

型に特化し，新規のスタートアップ型企業は超並列型に特化し，結果的にどのタ

イプの米国企業も積極的に緩い並列型を開発・事業化しなかったという点で2極

分化が起きた，ということができるであろう．

　これとは逆に，日本企業は3社とも従来からのベクトル型の開発・事業化に加

えて，緩い並列型アーキテクチャを開発・事業化したという点で，2極分化は起

きなかった，とまとめることができる．

　これらの観察事実から以下の疑問を明らかにする必要がでてくるであろう．つ

まり，

（1）なぜ米国のスタートアップ型企業は，米国や日本のベクトル型

　　メーカーに先行して超並列型スーパーコンピュータを開発した

　　のか．

（2）なぜ，緩い並列型の事業化をしたのは日本企業であって，米国

　　のスタートアップ型企業でも既存の米国ベクトル型メーカーや

　　コンピュータ大手メーカーでもなかったのか．

（3）緩い並列型市場にはIBM社を除いたほとんどの米国企業は，日本

　　企業に比べて事業化に出遅れたのはなぜか．
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　以下では，上記の4つの疑問に潜在的生産用役の誘発と駆動のメカニズムとい

う視点から，日米で異なる技術革新および事業展開パターンが出現した原因の説

明を試みることにしよう．

6．2．6　誘発メカニズムから解釈する日米企業行動の説明

　仮に，半導体産業の場合と同じく，誘発要因として生産要素市場の流動性と外

部事業化の程度に注目するならば，すでに述べたように米国のスーパーコン

ピュータ産業は，生産要素市場の流動性が高く，外部事業化の可能性が高い産業

である，ということができる．これに対して，日本のスーパーコンピュータ産業

は，生産要素市場の流動性が低く，外部事業化の可能性が低い産業であると言え

る．

　第5章の論理的可能性の考察に基づけば，生産要素市場の流動性が高く，外部

事業化の可能性が高い産業システム下では，既存企業内において潜在的生産用役

の誘発メカニズムが機能しにくくなるため，既存企業は新たに潜在的用役を顕在

化することなく，既存の技術領域に特化し続ける，ということであった．たしか

に，スーパーコンピュータ産業においても，米国のベクトル型企業の行動を振り

返れば，この論理が成立しうることが比較的容易に確認される．

　例えば，歴史的に振り返れば，既存の米国のベクトル型専業企業であった

Cray社やConvex社，およびCDC社はベクトル型に特化し続け，超並列型の開発に

おいては米国のスタートアップ型企業に出遅れ，緩い並列型の開発においては臼

本企業に出遅れた，という事実は，上述の論理的な推論を裏付ける事実として解

釈しうる。

　また，半導体産業における観察事実の論理的可能性に関する検討から，生産要

素市場の流動性が高く，外部事業化の可能性が高い産業システム下では，新規企

業内においては，融合型技術以外の潜在的生産用役の誘発メカニズムが機能しや

すくなる，ということが明らかとなった．この論理的推論も，スーパーコン

ピュータ産業において成立しうる．例えば，1980年代半ば以降参入した米国スター
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トアップ型企業は，すべて超並列型市場に参入し，融合型の緩い並列型には参入

しなかったのである．

　バイ・シーモス技術が誘発されるためには，同一企業内にバイポーラ型の技術

セットとシーモス型の技術セットが両方存在することが必要条件になっていたよ

うに，スタートアップ型企業が緩い並列型の潜在的生産用役を顕在化しなかった

原因は，スタートアップ型企業の技術セットに原因を求めることができる．つま

り，スタートアップ型企業の技術セットは，並列型のみに関する生産用役によっ

て構成されていたため，そもそも誘発圧力が機能したとしても，緩い並列型の潜

在的生産用役は顕在化しなかった，と解釈することが可能となるだろう18．

　それでは，なぜ並列型とベクトル型という2つの技術セットを同時に社内に保

有していた米国ベクトル型企業が，超並列型の開発にも，緩い並列型の開発にも

出遅れたのであろうか．それとは逆に，なぜ米国ベクトル型企業と同様に，並列

型とベクトル型という2つの技術セットを同時に社内に保有していた日本のベク

トル型企業のみが，緩い並列型の開発に取り組んだのであろうか．

　ここで指摘されるべき点は，半導体産業において指摘された雇用維持という制

約が，融合型の潜在的生産用役を誘発する要因として大きく機能しうる可能性が，

スーパーコンピュータ産業の事例によっても裏付けられるという点である．

　歴史的に振り返れば，1980年代後半から1990年代にかけて，汎用マイクロプロ

セッサの性能向上とその市場拡大による急激な価格低下によって，汎用マイクロ

プロセサの価格性能比が急速に向上した．

　これを契機に，大型メインフレームやサーバーの領域では，徐々に単体プロセッ

サの性能向上によるシステム全体の演算性能向上というアプローチのみならず，

汎用プロセサを利用した並列処理によるシステム全体の演算性能向上というア

プローチもとられるようになってきた．つまり，これらの領域においては，並列

処理の開発が徐々にではあるが支配的になってきたのである．

　この流れを受けて，スーパーコンピュータの領域においても，米国ベクトル型

開発企業は多くのベクトル処理に関連する技術者をレイオフし，並列型マシンの

開発へ移行しようとした，といわれている19．レイオフした技術者の専門領域は

明らかではないが，すでにそれ以前にベクトル型から並列型の開発に開発の焦点
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をシフトすることを表明していたという事実から，レイオフした技術者の中に多

くのベクトル処理関連の技術者が含まれていたことは間違いないであろう20．

　これに対して，日本のベクトル型開発企業3社は共通して，従来のベクトル型

スーパーコンピュータの開発のみに従事していた技術者を大型メインフレームの

みならず，UNIXサーバの開発にも従事させた．それと同時に，それまでメイン

フレームやUMXサーバ領域のみで開発に従事していた技術者が，ベクトル型スー

パーコンピュータの開発に従事することになっていったのである．当時を振り返

るあるスーパーコンピュータ開発担当の管理者は，緩い並列型マシンを開発した

経緯について，次のように語っている．

たしかに，スーパーコンピュータでさえも，並列型にシフトせざるを

得ませんでした．なにせ，当時プロセサの処理速度の向上がある程度

限界にきていましたから．しかし，だからといって単純に（わが社を

含めた日本企業は），それまでベクトル処理に従事していた人問を米

国ベクトル型メーカーみたいに簡単に切れませんからね．　（技術者の

雇用を）維持していかなければなりませんから．そうなると，日本企

業は制約が大きいかもしれません．でも，そのことがとりあえず現時

点では，ベクトル型をうまく並列処理に移していくのには貢献してい

ます。単純に並列処理のみをやってきた企業（ThinkklgMachines社，

nCUBE社，Snicon　Graphics社，Microsoft社など）でさえも，伝統的に

ベクトル処理をやっていたCray社でさえも簡単にはできないような

（緩い並列型の）マシンを製品化しているのですから21．

　この発言からそのまま日本企業においては雇用制約が大きく機能しており，そ

のことが緩い並列型スーパーコンピュータの開発を誘発した，と主張するのは，

必ずしもできない．しかし，労働市場の流動性の高さゆえに雇用制約があまり機

能しなかった米国ベクトル型企業においては，企業内に並列型の技術セットとベ

クトル型の技術セットを保有していたにも関わらず，緩い並列型を開発しなかっ

たという事実から，そのような主張が成立しうることは容易に想像されると思わ
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れる．

6．2．7　駆動メカニズムから解釈する日米企業行動の説明

　それでは，なぜ日本企業がすでに1990年に富士通が先駆けて緩い並列型スーパー

コンピュータ「AP1000」を市場投入した後，日本企業は1997年までに次々と緩

い並列型スーパーコンピュータの事業化に積極的であったのに対して，米国のス

タートアップ型企業や既存の米国ベクトル型開発メーカーは，緩い並列型の事業

化に積極的ではなかったのだろうか．これらの事業化に対する積極性の相違も，

半導体産業と同様に競争構造に起因する駆動メカニズムの相違に求めることがで

きる．

　つまり，日本のスーパーコンピュータ企業は互いに極めて技術力が近接してお

り，ひとたび競合企業が新たな潜在的生産用役を顕在化すれば，競争からの脱落

を恐れて，その潜在的生産用役がたとえ競合企業が顕在化した生産用役でも自社

の投入要素資源を動員することによって，事業展開する圧力が機能しやすいと考

えられる．

　例えば，同時期に日本企業が事業化するスーパーコンピュータのプロセサ処理

速度を見れば，極めて同程度のプロセサ処理速度を実現するマシンを事業化して

いることが分かる．これに対して，米国企業が事業化した製品をプロセサ処理速

度で比較すると，日本企業よりも極めて，分散が大きいことが分かる．

　このことから，米国企業は相対的に日本企業よりも，技術力や事業規模に関し

てばらつきが大きい競争構造に直面していると解釈することができよう．そのた

め，たとえ米国企業の中でも例外的にIBMのように，日本企業と同時期に緩い並

列型マシン（「RS6000SP」，1993年市場投入）を開発・事業化したとしても，

競争構造に起因する駆動圧力の小ささゆえに，超並列型を事業化するスタートアッ

プ型企業のみならず，既存の米国ベクトル型開発企業さえも，日本企業やIBMな

どの行動に追従して，緩い並列型を積極的に事業展開する可能性は低かった，と

解釈することができるであろう．
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6．2．8　小まとめ

　これまでの議論から，半導体産業のみならずスーパーコンピュータ産業におい

ても，日本企業においては，技術開発あるいは事業展開における同時追求的な企

業行動が支配的であり，2極分化は起こりにくい．これに対して，米国企業にお

いては，技術開発あるいは事業展開における特化的な企業行動が支配的であり，

2極分化が起こりやすい，とまとめることができるであろう．また，それらの日

米の技術開発行動や事業展開パターンの相違が，日米の経済制度的要因と競争構

造の相違に起因する誘発と駆動のメカニズムの相違から説明することが可能であ

る，ということが明らかとなった．

　具体的にいえば，生産要素市場の流動性が高く，外部事業化の可能性が高い米

国のような産業システムでなければ，汎用マイクロプロセサの市場拡大とほぼ軌

を一にするように，それらを連結した超並列型スーパーコンピュータという新た

な潜在的生産用役が顕在化する可能性は低かったであろう．

　それゆえ，スーパーコンピュータ産業において，米国の産業システムは，超並

列型の潜在的生産用役に関しては誘発メカニズムが機能したが，緩い並列型の潜

在的生産用役に関しては誘発メカニズムが機能しなかった，ということができよ

う．

　これに対して，生産要素市場の流動性が低く，外部事業化の可能性が低い日本

のような産業システムでなければ，ベクトル型の長所と並列処理の長所をうまく

組み合わせた緩い並列型スーパーコンピュータという潜在的生産用役が顕在化す

る可能性は低かったであろう．

　それゆえ，スーパーコンピュータ産業において，日本の産業システムは米国の

産業システムとは対照的に，緩い並列型の潜在的生産用役に関しては誘発メカニ

ズムが機能したが，超並列型の潜在的生産用役に関しては誘発メカニズムが機能

しなかった，ということができるであろう．

　また，米国半導体産業と同じような競争構造にある米国スーパーコンピュータ

産業のような競争構造下においては，たとえ先行してスタートアップ型企業が超

並列型マシンを事業化する，あるいは，日本企業が緩い並列型マシンを事業化し

227



第6章　その他の産業への応用

たとしても，動員可能な投入要素資源の質と量において優位性の高い既存のベク

トル型企業やその他の大手のコンピュータメーカーが，すぐにそれらの市場に参

入して事業展開することはなくなる，と思われる．なぜなら，事後的にスタート

アップ型企業を買収することも可能であるし，事後的に参入したとしても動員可

能な投入要素資源の優位性を事業展開において生かすことも可能であるからであ

る．

　実際，超並列型もしくは緩い並列型市場に本格的にCray社が参入を始めたのは，

S猛icon　Garphics社に買収された後である。Convex社も同様にそれらの新しい市場

に参入したのは，Hewlett－Packard社に買収された後のことである．Silicon

Garphics社やHewlett－packard社が，これらの既存企業の買収によって，新規市場

に参入すること自体が，自社の投入要素資源を積極的に投入することによってひ

とたび顕在化した生産用役を拡大させるという駆動メカニズムが，米国のような

競争構造下では機能しにくい傍証となっている，と主張することも可能であろう．

■6。3　その他の日米産業における発見事実

　ここでは，半導体産業やスーパーコンピュータ産業において観察された，日本

企業においては同時追求戦略が支配的で，2極分化が起こりやすいのに対して，

米国企業においては特化戦略が支配的で，2極分化が起こりにくいという事実が，

その他の産業や技術領域においても観察されるということを断片的ではあるが，

既存研究に基づいて明らかにする．また，産業間，もしくは技術領域に共通して

観察される技術開発パターンや事業展開パターンの相違が出現する背後の考えら

れるメカニズムについての仮説を述べることとする．

6．3．1　特化戦略・駆動メカニズム：テレビ産業の事例

　そこで，新宅（1994）の研究に基づいて，日米カラーテレビ産業の比較事例を

取り上げることにしよう．なぜなら，半導体産業やスーパーコンピュータ産業に

おいてのみならずカラーテレビ産業においても，米国企業は企業ごとに自社の競
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争力を安定的に確立しようとする特化戦略が支配的であったのに対して，日本企

業においてはどの企業も複数の製品セグメントを同時追求するフルライン的戦略

が支配的であった，という事実が歴史的に確認できるからである．

　上記の研究によれば，カラーテレビ産業において，日本企業はすべての製品セ

グメントを同時追求するフルライン戦略を実現した．これに対して，米国企業は

それぞれの製晶セグメントに特化して事業展開していったという．

　例えば，日本企業がフルライン戦略を展開したのとは対照的に，米国市場の半

分近くのシェアを握っていたRCA社とZenith社は，RCA社が表示管の技術をベー

スに製品を差別化したのに対して，Zenith社は高品質のブランド・イメージと充

実したアフターサービス網で差別化したという．また，Motorola社は，オールト

ランジスタ型のカラーテレビをコンソール型市場に集中して投入し，Warwick社

は，プライベート・ブランド市場にターゲットを絞って，そこでのコスト競争力

を強化することに集中した（新宅，1994：p．77）．

　ここで注目されるべき点は，単に米国企業においては特化戦略が支配的になる

傾向が強いという観察事実が半導体産業やスーパーコンピュータ産業と同様に観

察されるという点のみにあるのではない．むしろ，指摘されるべき点は，すでに

新宅（1gg4）が指摘しているように，各企業が特化的な競争戦略を実行すること

によって，市場全体が棲み分け的な競争構造になったために，一部の米国企業が

IC化，部品点数削減生産自動化といった行動に積極的でも，産業全体として

IC化，部品点数削減，生産自動化に乗り遅れてしまう，という点にある．

　この事実を，潜在的生産用役の誘発と駆動のメカニズムという視点から解釈す

れば，どの企業もその企業独自に潜在的生産用役を誘発する行動にあまりにも積

極的であったため，その結果市場全体としては様々な潜在的生産用役が新しいタ

イプのカラーテレビという形で顕在化した．しかし，その一方で，新たに潜在的

生産用役を顕在化させた（新しいタイプのカラーテレビを開発した）企業のみな

らず，他の競合企業がその企業への追従行動を通じて，積極的に自社の投入要素

資源を動員しなかったために，その結果として産業全体では，IC化が進み，部品

点数が少なく，生産自動化という形で，ひとたび顕在化した生産用役が拡大・波

及することはなかったと解釈することができるであろう．
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　つまり，市場を構成する企業が特化戦略を志向するようになれば，必然的に競

争構造は，米国の半導体産業やスーパーコンピュータ産業において観察されたよ

うな，競合企業間の事業規模や技術力格差が大きく開き，しかも製品市場は棲み

分け的な競争構造になる傾向が強まるであろう．もしそうだとすれば，新たに顕

在化した生産用役に，顕在化した企業以外が自社の投入要素資源を動員すること

によって，その顕在的生産用役が拡大・波及していく可能性が小さくなりうるの

である．書い換えれば，特化戦略が支配的な傾向になれば，新たな潜在的生産用

役が顕在化しても，産業レベルでその生産用役の駆動メカニズムが機能する可能

性が小さくなるのである．

6．3．2　融合型技術・特化戦略・駆動メカニズム：日米VTR産業の事例

　VTR産業における観察事実と半導体産業やスーパーコンピュータ産業における

観察事実との第1の共通点は，日本企業がVTR産業において，米国企業が実現し

なかった様々なレベルにおける技術融合を実現していった過程が存在するという

点にある．つまり，VTR産業においてもこれまで見てきた産業と同様に，日本企

業は融合型技術を顕在化させやすいのに対して，米国企業においては，融合型技

術が顕在化しにくい，ということが言えそうである．

　例えば，伊丹他（1989）は，日本のVTR産業においては2つの技術融合，つま

り　（1）機械技術と電子技術の融合と（2）精密加工技術と量産技術の融合が起こっ

た，と指摘する．その上で彼らは，日本企業において2つの融合が起きた原因を，

日本企業内における「人の内部での技術融合」と「組織における融合」という要

因に求めるのである．

　彼らによれば，　「人の内部での技術融合」とは，技術者が複数の技術領域を横

断的に移動する場合と開発段階を移動するという縦断的に移動する場合が多いた

めに，技術者個人の中で複数の技術を融合させる土壌ができることを指す．　r組

織における融合」とは，複数の異なる専門領域に属する技術者が一つの開発チー

ムを作り，緊密なコミュニケーションをとる傾向が強いため，複数の技術を融合

させる土壌ができあがることを指す．彼らは，これらの要因ゆえに日本企業は，
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米国企業よりも技術の融合を出現しやすい，と議論する．

　ここで，技術融合の原因として彼らが指摘する，　「人の内部での技術融合」と

r組織における融合」という2つの要因は，究極的には労働市場の流動性の低さ

に起因する内部労働市場の発達によって生まれてくるものである，と考えられる．

仮にそのように考えれば，日本企業において電子技術と機械技術，または精密技

術と量産技術の融合が起きたという現象を，労働市場の流動性の低さに起因する

雇用制約ゆえに，融合型の潜在的用役の誘発メカニズムが機能したからであると

再解釈することができる．

　第2の共通点は，VTR産業においても，米国企業はそれぞれ自社の競争基盤を

確立しようと試みて特化的事業展開を実現し，各企業が自社の顕在化した生産用

役にのみ投入要素資源を動員したのに対して，日本企業はひとたび顕在化した生

産用役が他社のものであっても，積極的に自社の投入要素資源を動員した，とい

う点である．

　例えば，日本企業においては，各社とも比較的早い段階からVTRという磁気記

録方式に集中して開発・事業化を試みた．これに対して，米国企業においては，

Ampex社はVTRおよびカートリッジ・ビジョンという磁気記録方式の開発・事業

化に，CBS社はEVR（ElectricVideo　Recording）光学的記録方式の開発・事業化に，

RCA社はSV（SelecterVision）の印刷的記録方式の開発・事業化に，MCA社はビ

デオディスクというディスク記録方式の開発・事業化に取り組んだという．っま

り，米国企業はそれぞれ独自の方式の開発・事業化に特化した結果，VTRの技術

革新と市場の需要拡大に乗り遅れた（伊丹他，1989：190491）．

　上記の事実からVTR市場においても，市場を構成する企業が特化戦略を志向す

るようになったために，競争構造は駆動メカニズムが機能しにくい棲み分け的な

ものになったと解釈することができる．つまり，特化戦略が支配的になれば，新

たな潜在的生産用役が顕在化しても，他社の企業行動に追従的に反応する可能性

が小さくなるために，産業レベルでその生産用役が駆動されていく可能性が小さ

くなるのである．その結果，VTRの技術革新や需要拡大に乗り遅れた，と解釈す

ることができる。
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■6．4　まとめ

　これまで，スーパーコンピュータ産業における比較事例を中心に，断片的では

あるが，カラーテレビ産業やVTR産業における日米企業の技術開発パターンや事

業展開パターンを振り返ってきた．これらの産業の観察事実から共通して言える

日米の特徴をまとめれば，次のようになるだろう．

（1）米国の産業システムにおいては，特化的な事業戦略が支配的にな

　　るのに対して，日本の産業システムにおいては同時追求（フルラ

　イン）的戦略が支配的になる傾向が強い．

（2）米国の産業システムよりも日本の産業システムにおいて，融合型

　技術が生まれやすく，事業展開されやすい．

（3）そのため，米国の産業システムにおいては，技術開発あるいは事

　業展開における2極化（あるいは多極化）が起こりやすい．

　（1）に関して言えば，すでに半導体産業のみならず，スーパーコンピュータ

産業，カラーテレビ産業，VTR産業などにおいて共通して観察された事実である。

　（2）に関して言えば，少なくとも半導体産業や，スーパーコンピュータ産業，

およびVTR産業において観察された事実である。日本企業は，半導体産業におい

てはバイ・シーモスの開発・事業化に先行し，スーパーコンピュータ産業におい

ては，緩い並列型スーパーコンピュータの開発・事業化に先行した．また，

VTR産業においては，VTR製品の様々な技術レベルにおいて融合型技術が日本企

業によって開発・事業化された22．

　（3）に関して言えば，半導体産業では，大部分の米国企業がバイポーラとシー

モスにそれぞれ2極化して開発・事業化するということが起こり，米国スーパー

コンピュータ産業では，超並列型と既存のベクトル型に企業ごとに2極分化して，

開発・事業化が行われた．また，米国カラーテレビ産業においては，様々な開発・

事業化パターンが出現するという開発・事業化における多極化が起こり，米国
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VTR産業においては，様々な記録方式が開発・事業化されるという多極化が起こっ

た．

　それでは，これらの事実に基づけば，日米の産業システムは誘発と駆動という

観点から見れば，それぞれどのような特徴を有するのであろうか．また，日米の

産業システムそれぞれにおいて，どのような技術開発パターンや事業展開パター

ンが実現されやすいのだろうか．第7章では，それらの問題について議論するこ

とにしよう．
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　～誘発と駆動の相互依存関係～
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■7．1　はじめに

　「日本と米国の産業システム比較～誘発と駆動の相互依存関係～」と題する第

7章の目的は，これまで分析を行ってきた半導体産業を中心として，スーパーコ

ンピュータ産業やカラーテレビ産業，VTR産業において断片的に観察された事実

を基にして，日米の産業システムの特徴を潜在的生産用役の誘発と駆動という視

、点から位置づけることにある．

　結論を先取りすれば，米国の産業システムの特徴は，誘発メカニズムが機能し

やすい誘発志向的な産業システムである．これに対して，日本の産業システムの

特徴は，駆動メカニズムが機能しやすい駆動志向的な産業システムである．

　まず7．2では，既存の議論から日米の産業システムの特徴を明らかにすること

とし，7．3においては，日米それぞれの産業システムの特徴を述べることとする．

その上で，7．4においては，それぞれの産業システムに内在する問題点を指摘す

ることとする．日米の産業システムのまとめを通じて，誘発と駆動の相互依存関

係について述べることとする．

■7．2　既存の議論における日米の技術革新の特徴

7．2．1　漸進的革新対急進的革新，工程革新対製品革新

　日米の産業システムにおける違いとは一体何であろうか．これまで，様々な議

論が行われてきた．例えば，以下の2つの議論は，技術革新に関連した日米の産

業システム比較において，しばしば展開される基本的な対比を2つにまとめたも

のである．

（1）日本の産業システムは，漸進的革新（㎞crementalimovation）を実

　　現しやすい（あるいは漸進的技術革新に適した）システムである．

　　これに対して，米国の産業システムは急進的革新を実現しやすい

　　（あるいは急進的革新に適した）システムである．
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（2）日本の産業システムは，製品開発よりも生産工程の改善に優れた

　　（あるいは生産工程の改善に適した）システムである．これに対

　　して，米国の産業システムは，生産工程の改善よりも製品開発に

　　優れた（あるいは製品開発）システムである．

　（1）の議論は，技術革新によってもたらされる技術的，経済的，社会的変化

の変化率の大きさの違いに注目して，日本と米国の2つの産業システムの特徴の

記述・説明を試みる議論である．また，　（2）の議論は，製品革新（product

imovation）と工程革新（process　imovation）に分けることによって，臼本と米国

の2つの産業システムの特徴の記述・説明を試みる議論である．多くの場合，漸

進的革新と工程革新とがほぼ同一のものとして取り扱われ，急進的革新と製品革

新とがほぼ同一のものとして取り扱われる．極端なまとめ方をすれば，漸進的・

工程革新を実現する日本の産業システムと急進的・製晶革新を実現する米国の産

業システムという対比がなされてきた，といってもよいだろう．

　しかし，仮に，観察事実として上記の日米の産業システムが実現する技術革新

のパターンの対比が正しいとしても，そのようなパターンが生み出される原因，

という問題になると，その答えは必ずしも明らかではない．

　例えば，日米企業200社を対象にして両国企業の研究開発費の構成比について

比較分析を行ったMansfield（1988）によれば，対象となった米国企業の研究開発

費の2／3が製品技術の改善に投下され，残りの1／3が工程技術の改善に投下された

のに対して，日本企業の研究開発費の1／3が製品技術の改善に投下され，残りの

2／3が工程技術の改善に投下されたという．彼は，この分析結果を基にして，米

国企業の製品革新重視の志向性と日本企業の工程革新重視の志向性が，このよう

な分析結果を導き出したと議論する．しかし，そのような日米企業の志向性の違

い方が，どのようなメカニズムによって規定されるかという点については議論さ

れない．

　Rosenberg（1988）は，技術革新の模倣や累積性という側面に注目して，
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1980年代の米国産業の衰退傾向の原因を技術革新過程に関する偏った考え方が米

国企業内で支配的になったためである，と主張する．これに対して，このような

偏った考え方が日本企業内では支配的ではないために，様々な産業において日本

企業が米国企業の技術レベルに比較的短期間にキャッチアップした，と議論する．

米国で支配的な考え方とは，独創的飛躍（crcativeleap）として表現される，時と

して基礎研究段階のような極めて早い段階において観察されうる新しい技術や製

品が生起するプロセスが技術革新の本質であると考える考え方である。

　彼がこの議論において特に強調するのは，模倣の創造的な側面である．彼によ

れば，模倣の創造的側面とは，単に外部から技術を取り入れるだけでなく，その

取り入れた技術を累積的に改善していくことによって，時としては非連続的な飛

躍や次なる主要な技術革新の契機となりうる，という主張である．

　しかし，Masfield（1988）の議論と同様に，必ずしも技術革新過程に関する偏っ

た考え方が，米国おいて支配的になり，日本において支配的にならなかった理由

に関してR、osenberg（1988）は明確に言及しているわけではない1，

　Flor三da　and　Kemy（1990）は，技術革新を大きくブレークスルー的革新（

breakthrough　imovation）とフォロースルー的（foHowthrough　imovation）革新の

2つに分類し，米国企業においては前者のブレークスルー的な革新に技術開発の

バイアスがかかっているため，フォロースルー的な革新に技術開発の関心が払わ

れにくい，と議論を展開する．彼が展開するブレークスルー対フォロースルーと

いう対比は，既存の急進的（あるいは製品）革新対漸進的（あるいは工程）革新

とも読み換えうるものであり，フォロースルー的な革新の重要性を強調する点は

Rosenberg（1988）の創造的模倣の側面を強調する議論につながるものであろう。

　ただし，Floridaand　Kemy（1990）の議論が，Mas蝦eld（1988）やRosenberg（

1988）の議論と異なるのは，具体的にベンチャーキャピタリストの志向性に注目

することによって，米国企業の技術開発に関する志向性あるいは特徴が形成され

る過程を具体的に分析している点である．技術革新の特徴が生起する具体的なメ

カニズムの説明を試みているという点を考慮すれば，彼の議論は，それまでの議

論を一歩進めた研究として解釈することができよう．

　仮に，これまでの日米の技術革新の特徴に関する研究結果を受け入れたとして
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も，問題とすべきことは，日米で顕著に異なる技術革新パターンが出現する原因

は一体何かという点にある．以下では，組織生態学の説明モデルについて触れた

後，誘発と駆動という視点から日米産業システムの特徴を説明することにしよう．

7．2．2　組織生態学のモデルによる包括的な説明の限界

　これまで，組織生態学（population　Ecology）の研究領域における基本的主張は，

r保有する資源において，既存組織は新規組織よりも優位性が高いが，既存組織

は新規組織よりも既存組織も組織慣性（organizat三〇nal　routine）が強く機能するた

め，急進的な環境変化には既存組織は適応できない，というものであった（

Ca∬oll　and　Haman，1gg51Haman　and　Freeman，198g）．これらの議論においては，

急進的な環境変化が生起した場合，環境適応能力の高い新規組織が新規に参入し，

既存組織と入れ替わって，産業全体として環境適応力が維持されるという説明が

行われる．

　たしかに，このような説明モデルの妥当性の高さは，少なくとも米国の半導体

産業において，個別半導体から集積回路への集積規模における技術革新や，バイ

ポーラ技術からシーモス技術への技術革新において既存企業が衰退し，新規企業

が急成長したという事実を以てしても，容易に確認される．

　しかし，米山・野中（1992）がすでに指摘しているように，日本の半導体産業

の歴史を振り返れば，組織生態学が主張するような「環境変化に直面し，ポピュ

レーション（個体群）が入れ替わる自然淘汰プロセスを理論化したエコロジー・

モデル」では説明できないのである．注目すべき事実とは，半導体生成期から現

代に至るまで日本の主要な半導体企業は，1社も事業から撤退していない，とい

う事実である．つまり，半導体生成期から現代に至る40年間の間に，日本の半導

体企業は，きわめて高い適応力を発揮して技術変化に適応してきたと言える．

　ポピュレーション・エコロジーモデルによる包括的な説明能力の限界を指摘す

る米山・野中（1992）は，情報接触装置の相違という視点から，日米の競争スタ

イルの違いを「並行競争」が支配的な日本と「分化競争」が支配的な米国という

対比を行っている．彼らは，競争スタイルの相違が日米で生起する原因を労働市
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場の流動性の低さに起因する企業間で介される情報不確定性の相違に求めている．

　本論文が説明しようと試みる現象もほぼ彼らと同じである．ただし，彼らの議

論と本論文の相違点は，立脚する視点の違いに求められる．彼らの議論が基本的

に日米の産業システムの相違の原因を情報接触装置の相違から捉えようとしてい

るとするならば，本論文は潜在的生産的用役の誘発・駆動メカニズムの相違とい

う視点から解明しようと試みるのである．

ロ7．3　誘発志向的な米国と駆動志向的な日本：2つの産業システムの特徴

7．3．1産業システムと誘発メカニズム

　前章までの議論において，本論文が一貫して注目してきた外部環境変数とは，

経済制度的要因と競争構造要因という2つの要因であった．つまり，日米企業が

それぞれが直面する経済的制度と競争構造における相違から，技術革新パターン

や事業展開パターンが出現する原因を明らかにしようと試みた．

　特にこれらの2つの要因に注目したのは，日米の産業システムを観察する際に

顕著に観察される相違点であるという理由のみにあるからではない．より積極的

にこれらの2つの要因に注目するのは，これらの要因が企業が保有する技術セッ

トの潜在的生産用役の誘発のメカニズムと，ひとたび顕在化した生産用役の駆動

のメカニズムを決定する主要因と考えられるからである．

　それでは，誘発のメカニズムの規定要因として経済制度的要因に注目し，駆動

のメカニズムの規定要因として競争構造に注目するならば，日米の産業システム

はどのように特徴づけられるのであろうか．まず，経済的制度の構成要因の中で

も生産要素市場の流動性と外部事業化の可能性という2つの構成要因のみに注目

することにしよう．

　米国企業が直面する産業システムは，生産要素市場の流動性が高く，ベン

チャーキャピタルの資金援助によって，スタートアップ型企業が出現する可能性

が高い産業システムである．これに対して，日本企業が直面する産業システムは，

生産要素市場の流動性が低く，ベンチャーキャピタル制度が存在しないため，ス

242



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第7章　日本と米国の産業システム比較

タートアップ型企業が出現する可能性が低い産業システムである．

　誘発メカニズムに即して言えば，米国の産業システムはシステム全体として，

潜在的生産用役を顕在化させるメカニズムとして2つ経路を有していることにな

る．既存企業による「内部事業化」を通じて潜在的生産用役が誘発される経路と，

スタートアップ型企業による「外部事業化」を通じて潜在的生産用役が誘発され

る経路である．

　これに対して，日本の産業システムはシステム全体として，既存企業による

「内部事業化」を通じて潜在的生産用役が誘発される経路しか有していないこと

になる．つまり，米国の産業システムの方が，日本の産業システムよりも技術セッ

トを誘発させる経路が多く存在していることになる．

　ここで2つの仮定を考えることにしよう．第1の仮定とは，両国企業が保有する

技術セットを集計することによって得られる，産業システムレベルにおける技術

セットの質や量，さらに投入要素資源の量や質が，8米で全く同程度である，と

いう仮定である．第2の仮定とは，　「内部事業化jという形で企業内の技術セッ

トを誘発するメカニズムと「外部事業化」という企業内の技術セットを誘発する

メカニズムとが相互補完的かつ整合的に機能する，という仮定である．

　仮に上記の2つの仮定が同時に成立するならば，潜在的な技術セットを顕在化

させる経路が多様に存在する米国の産業システムの方が，日本の産業システムよ

りも優れた産業システムである，と結論づけることができるであろう．なぜなら，

潜在的生産用役を顕在化させる経路が多い産業システムの方が，その他の条件が

同じであれば，多様な潜在的生産用役を顕在化させることを可能とし，長期的に

は生存可能性の高いシステムとなるからである．

　しかし，仮に（1）日米で潜在的な技術セットが同程度で，　（2）　「内部事業化」

と「外部事業化」という2つの潜在的生産用役の顕在化経路が相互補完的に機能

する，という2つの仮定が成立するならば，米国企業がバイ・シーモス技術の開

発や緩い並列型スーパーコンピュータの開発に出遅れた原因を説明できなくなる

のである．

　このことから，潜在的な技術セットが同程度であるという仮定と2つの事業化

経路が産業システム全体として相互補完的に機能するという仮定を再検討する必
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要がでてくるのである．

7．3．2　日米企業の技術セットが同一であるという仮定の検討

　そこで，投入要素資源量は日米で同一であると仮定して，日米で潜在的な技術

セットが同程度であるという仮定を検討することにしよう．

　まず，半導体産業の場合には，歴史的に米国にはバイポーラとシーモスの2つ

の技術を同時に開発する企業が日本においてよりも多く存在している．例えば，

IC市場においては1982年に米国企業23社が同時追求戦略を選択し，1992年に米国

企業20社が同時追求戦略を選択した．

　これに対して，1982年に日本企業10社が同時追求戦略を選択し，1992年には

16社が同時追求戦略を選択した．なぜなら，バイポーラとシーモスという2つの

技術セットを社内に保有する企業数は日本よりも米国においてより多く観察され

たからである．

　スーパーコンピュータ産業の場合も同様である．1980年代後半の米国のスーパー

コンピュータ産業には，ベクトル処理技術と並列処理技術という2つの技術セッ

トを社内に同時に持つ企業は，Cray社，Covex社，CDC社と少なくとも3社は存在

した．同じ時期に2つの技術セットを持つ日本のスーパーコンピュータ開発メー

カーは，米国企業の場合と同じく日本電気，日立，富士通の3社である．言い換

えれば，ベクトル処理技術と並列処理技術を持つ企業は日米で同数存在したので

ある．

　っまり，これらの事実から，バイポーラとシーモス，またはベクトル型と並列

型という2つの技術セットを保有する日米の企業数の違いとして観察される，産

業レベルにおける技術セットの分布の相違に，日本の産業システムがバイ・シー

モスや緩い並列型に代表される融合型技術の開発・事業化に先行した原因を求め

ることはできないのである．以上の議論から少なくとも，技術セットが日米で同

一であるという仮定は，1980年代以降の半導体産業と80年代後半以降のスーパー

コンピュータ産業については成立しそうである2．

　そこで，　「内部事業化」と「外部事業化」という2つの潜在的生産用役の誘発

244



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第7章　日本と米国の産業システム比較

経路が相互補完的に機能するという第2の仮定を検討する必要がでてくる．なぜ

なら，技術セットが日米の産業システムで同一であれば，バイ・シーモスや緩い

並列型の開発において米国企業が出遅れることはあり得ないからである．

7．3．3　誘発メカニズムにおける「内部事業化」と「外部事業化」の両立可能性

　すでに述べたように，日本の産業システムの特徴は，潜在的な生産的用役が

「内部事業化」のみ通じて誘発される点にある．これに対して，米国の産業シス

テムの特徴は「内部事業化」と「外部事業化」の2つの経路を通じて，潜在的生

産用役が誘発される点にある．

　ここで問題とすべき点は，米国の産業システムのように2つの事業化プロセス

が同一産業システム内に存在している場合，2つの事業化プロセスを通じた誘発

メカニズムがそれぞれ相互補完的に機能しているのか，否かということであろう．

2つの経路が誘発メカニズムに関して相互補完的に機能している場合には，組織

生態学の結論とほぼ同じく，内部事業化プロセスを通じて技術セットを誘発する

既存組織と外部事業化プロセスを通じて技術セットを誘発する新規組織の2つの

タイプの企業が市場における実験を通じて，競争・淘汰される産業システムの方

が，内部事業化プロセスを通じて技術セットを誘発する既存組織のみが市場実験

する産業システムよりも，不確実性の高い技術開発の本質を考慮すれば，より望

ましいシステムと結論づけることができるであろう．

　ただし，半導体産業やスーパーコンピュータ産業における米国企業に関する観

察事実の中でも特に注目すべき事実は，以下の5つの事実である．

（半導体産業について）

（1）動員可能な投入要素資源の質や量に関して優位な米国多角化企

　業が，新しい技術領域における開発に出遅れた。

（2）バイポーラ技術とシーモス技術を同時追求していた企業が，そ

　れら2つを融合したバイ・シーモス技術の開発に出遅れた．

（3）米国スタートアップ型企業の大部分は，バイ・シーモス技術の
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開発に出遅れた3．

（スーパーコンピュータ産業について）

（4）ベクトル処理技術と並列処理技術を社内に同時に保有していた

　ベクトル処理メーカーは，緩い並列処理型の開発にも，超並列

　型の開発にも出遅れた．

（5）緩い並列型を開発した米国企業（IBM1社）がわずかだが存在し

　たにも関わらず，超並列型を開発したスタートアップ型企業の

　みならず，既存のベクトル開発メーカーも緩い並列型の開発に

　出遅れた．

　仮に，米国の産業システム内で「内部事業化」経路と「外部事業化」経路が誘

発メカニズムに関して相互補完的に機能しているのであれば，動員可能な投入要

素資源を豊富にもつ米国多角化企業は，新たな潜在的生産用役の顕在化を意図し

て，積極的にその豊富な投入要素資源を誘発のために動員していたであろう．し

かし，実際に米国の多角化企業が選択した行動とは，半導体事業からの退出であ

り，米国多角化企業の投入要素資源はその他の産業に多くが利用された．

　また，米国の同時追求型企業に関していえば，米国企業の中で最も早くバイ・

シーモス技術を開発したスタートアップ型企業のSaratogaSemiconductor社に先行

までしなくても，その直後に事業化できたはずである．しかし，実際には1年以

上開発に出遅れたのである。

　スーパーコンピュータ産業についても同様である．ベクトル処理技術と並列処

理技術を同時に持つ米国ベクトル型開発メーカーは，少なくともスタートァップ

型企業や日本企業に先行しなくても，超並列型か緩い並列型のどちらかか，それ

ともそれらの両方を，米国のスタートアップ型企業あるいは日本企業が開発した

直後に開発することができたはずである．

　それにもかかわず，米国ベクトル型開発メーカーが当時選択したのは，既存の

ベクトル型マシンのプロセサ処理速度を向上させる，という極めて既存の開発路

線を踏襲した戦略であった．これらの既存の米国ベクトル型開発メーカーが，緩
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い並列型と超並列型の開発に本格的になったのは，SiliconGraphics社や

Hewlett．packard社に買収された1996年以降のことである．

　っまり，ここで指摘されるべきことは，バイ・シーモス技術や緩い並列型アー

キテクチャといった融合型の生産用役は，事後的に振り返れば米国の産業システ

ム内に存在していたにも関わらず，　「内部事業化ゴを通じた誘発メカニズムが機

能しなかったために，米国の既存既存企業が顕在化のプロセスに関与することは

なかったのである．それと同時に，　「外部事業化」を通じた誘発メカニズムが機

能しなかったために，スタートアップ型企業さえもそれらの融合型の潜在的生産

用役を顕在化させることはなかったのである4。

　具体的に，バイ・シーモスの事例に則していえば，日本企業が積極的に事業化

し始めた1980年初頭から米国企業が事業化を開始した1988年頃まで，バイ・シー

モス技術という生産用役は，米国半導体企業が保有する技術セットの中に眠って

いたことになるのである．また，緩い並列型アーキテクチャの事例に即して言え

ば，日本企業が積極的に事業化し始めた1990年代初頭から1995隼まで，米国スー

パーコンピュータメーカーが保有する技術セットの中に眠っていたことになる．

　このことから「内部事業化」と「外部事業化」が併存するシステムにおいては，

相対的に多くの技術セットを保有する既存企業において，潜在的生産用役の誘発

メカニズムが機能しにくくなる可能性が考えられるのである．その最大の理由は，

生産要素市場が流動的で，外部事業化の可能性が高い産業システムにおいては，

スタートアップ型企業における技術セットの誘発メカニズムは機能しやすくなる

が，その一方で，既存企業においては雇用制約が小さくなり，内部事業化のイン

センティブが小さくなるため，誘発メカニズムが機能しにくくなるという点にあ

る．

　っまり，　「内部事業化」と「外部事業化」が併存するシステムにおいては，そ

れぞれの誘発メカニズムがトレードオフ関係になる場合が存在するのである．こ

のような可能性を考慮に入れるならば，Johnson（1992）が展開する主張，つま

り，制度的な多様性が大きいほど様々なタイプの技術革新が生起するため，結果

として経済システムの生存可能性が高くなる，という主張は常に成立するわけで

はないことが明らかとなる．言い換えれば，彼の議論が成立するかどうかを具体
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的に検証するには，経済的制度を構成する諸要因間の相互依存関係に注目する必

要性が高いと思われる．

　ただし，注意しなければならないのは，　「内部事業化」と「外部事業化」が併

存するシステムにおいては，必ず産業システム全体として誘発メカニズムが機能

しにくくなると主張しているわけではない，という点である。少なくとも融合型

の潜在的生産用役に関しては，その可能性が高いということを主張しているので

ある．

7．3．4　誘発志向的な米国型システム

　すでに指摘したように，　「内部事業化」と「外部事業化」が併存する米国のよ

うな産業システムにおいては，それぞれの誘発メカニズムがトレードオフ関係に

なる場合が存在する．

　しかし，スーパーコンピュータ産業に限って言えば，結果的には失敗したが，

超並列型アーキテクチャという全く新しい潜在的生産用役が，日本企業ではなく，

米国のスタートアップ型企業によって顕在化されたという事実は，　「外部事業化」

という経路が産業システム内に存在していなければ誘発されることはなかった，

と考えることが妥当であろう．

　また，本論文では直接的には触れなかったが，1980年代後半から少なくとも

1995年頃までは，米国半導体スタートアップ型企業は，マイクロプロセッサや

DSp（Digital　Single　processor）などの製品開発において日本企業に先行している

5．さらに，その他のソフトウェアの分野において，米国スタートアップ型企業

が日本企業に先行して開発活動が行われていることを考慮に入れれば，　r内部事

業化」と「外部事業化」とが併存している米国の産業システムは，　「外部事業化」

という潜在的生産用役の誘発経路の存在ゆえに，日本企業が顕在化しにくい潜在

的生産用役を誘発する可能性が高いシステムであるということができるだろう．

　VTR産業においても同様である．米国企業は企業ごとに独自の記録方式を追求

していったという歴史的事実は，やはりその「外部事業化jの高さゆえに，様々

な潜在的用役の誘発を可能にする産業システムであったからである，と解釈する
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ことができるであろう．

　必ずしも日米の発展段階が異なるため，日米のどちらが誘発志向的かという問

題に関しては，単純に結論を出すことはできない．しかし，歴史的に様々な産業

における技術革新を振り返れば，革新的な新技術や新製品が日本の産業システム

ではなく，米国の産業システムにおいてより多く出現してきた，という歴史的事

実を考慮するならば，相対的に日本の産業システムよりも米国の産業システムの

方が，誘発メカニズムが機能しやすい誘発志向的な産業システムである，と言う

ことができるであろう．

　このように米国の産業システムが，誘発メカニズムが機能しやすい理由は，単

にこれまで考慮してきた生産要素市場の流動性が高く，外部事業化の可能性が高

いという産業システムを特徴づける一部の要因のみに求められるわけでは恐らく

ないであろう．

　歴史的に，米国は共産圏や発展途上国をはじめとする諸外国から様々な移民を

受け入れてきた。Hirschman（1970）の言葉を借りれば，彼らにとって米国は

r最後の国」である．そのため，必然的にそれらの移民は，彼らなりの「開拓精

神」を発揮しようと試みるであろうし，他人とは違った見方やその独創性を特に

強調する傾向が強くなるであろう．

　潜在的生産用役が誘発されるプロセスが，生産用役集合の中でも潜在的生産用

役集合部分に行為主体が意識的に投入要素資源を動員していくプロセスであると

いうことを考慮に入れるならば，そもそも生産用役集合の中でも潜在的生産用役

部分を新たに発見するか，新たに再定義することによって，新たな光を当てるこ

とが必要となる．

　もしそうであるならば，相対的に他人と異なった視点で生産用役集合を捉えよ

うとする傾向が強い人間によって構成される傾向がそもそも強いことが，米国の

産業システムを誘発志向的なものにしているのかもしれない6．
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7．3．5　駆動志向的な日本型産業システム

　これに対して，日米の産業システムは駆動メカニズムという観点から考慮する

と，どのような対比が可能であろうか．少なくとも半導体産業やスーパーコン

ピュータ産業に関するこれまでの議論から明らかとなっていたのは，次の2点で

あった．つまり，

（1）日本の産業システムは，競合企業間の事業規模（技術力）格差が小さく，

　製品市場や最終製品市場での重複度が高く，スタートアップ型企業との競

　合可能性が低い，という特徴の競争構造を有するため，ひとたび潜在的生

　産用役が顕在化すると，どの競合企業も競争からの脱落を恐れて，自社の

　投入要素資源を動員する傾向が強く働くために，駆動メカニズムが働きや

　すい産業システムである．

（2）これとは逆に，米国の産業システムは，競合企業間の事業規模（技術力）

　格差が大きく，製品市場や最終製品市場での重複度が低く，スタートアッ

　プ型企業との競合’可能性が高いという特徴の競争構造を有するため，ひと

　たび潜在的生産用役がどこかの企業において顕在化したとしても，どの競

　合企業も積極的には，自社の投入要素資源を動員するインセンティブがそ

　れほど強く働かないため，駆動メカニズムが働きにくい産業システムであ

　る．

　半導体やスーパーコンピュータ産業に限定した場合に，駆動メカニズムが米国

の産業システムにおいて機能しにくい最大の理由は，上記の競争構造ゆえに，あ

る競合企業が新たに潜在的生産用役を顕在化させても，その生産用役にその他の

競合他社が投入要素資源を動員するインセンティブが，相対的に小さくなるから

である．

　少なくとも，競合企業間の事業規模（技術力）格差が小さく，製品市場や最終

製品市場での重複度が高く，スタートアップ型企業との競合可能性が低いという
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特徴の競争構造を有する産業が，相対的に米国においてよりも日本において成立

しやすいことを考慮に入れるならば，日本の産業システムは米国の産業システム

よりも駆動メカニズムが機能しやすい，ということができるであろう．

　また，歴史的に振り返れば，半導体産業やスーパーコンピュータ産業のみなら

ず，その他の産業において米国に急速にキャッチアップした過程は，誘発・駆動

メカニズムに即して言えば，米国企業が先行して顕在化した生産用役に，後発者

である日本企業が積極的に投入要素資源を動員することによって，ひとたび顕在

化した生産用役を拡大・波及させてきたプロセスと解釈することができるであろ

う．もしこのように解釈すれば，先に挙げた競争構造という要因は，駆動メカニ

ズムを規定するほんの一部の要因に過ぎないかもしれない．

　歴史的に日本は，同質的で集団を基盤として，他人との協調を図ろうとする特

性を持った社会構成員によって産業システムが運営されている．そのため，他人

がひとたび新しいことを行えば，それに追従する行為が起こりやすいシステムで

ある．もしそうだとすれば，日本の産業システムにおいて駆動メカニズムが機能

しやすい根本的な原因は，社会構成員の行動特性に求められるかもしれない．

　このことは，米国のような個人を基盤として，他人との差別化を図ろうとする

特性を持った構成員によって運営される産業システムにおいて，誘発メカニズム

が機能しやすいのとは対照的である．
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7．3．6　小まとめ

　これまでの議論に基づいて，日米の産業システムの特徴を誘発と駆動のメカニ

ズムの機能のしやすさという観点からそれぞれ位置づけたものが，図表7・1であ

る．この図表は，第3章で用いた図表3－4に両国の産業システムの特徴を考慮して，

対応させたものである．

　この図表から分かるように，日本の産業システムは駆動メカニズムが機能しや

すい駆動志向的な産業システムの傾向が強いのに対して，米国の産業システムは

誘発メカニズムが機能しやすい産業システムである．すでに本章の冒頭で述べた

漸進的技術革新が実現されやすい日本と急進的技術革新が実現されやすい米国と

いう対比を，誘発と駆動という視点から位置づけるならば，次のようになるであ

ろう．

　つまり，日本の産業システムにおいては，経済行為主体が技術セットの中でも

顕在的生産用役集合の側面に注目して投入要素資源を動員する駆動メカニズムが

機能しやすいからこそ，漸進的技術革新が出現しやすい，と解釈することができ

るであろう．また，米国の産業システムにおいては，経済的行為主体が技術セッ

トの中でも潜在的生産用役集合の側面に注目して投入要素資源を動員する誘発メ

カニズムが機能しやすいからこそ，急進的な技術革新が出現しやすいと解釈する

ことができるであろう7．以下は，これまでの議論を要約したものである．

（1）半導体産業やスーパーコンピュータ産業に注目した場合，融合型の

　　技術革新は，全体的に誘発メカニズムが機能しやすい米国において

　　も出現しにくいと考えられる．

（2）これに対して，全体的に誘発メカニズムが機能しにくい日本におい

　　て，融合型技術革新は出現しやすいと考えられる．

（3）しかし，　（1）という事実が存在する一方で，米国の産業システムは

　　r外部事業化」を通じた誘発経路を経済制度的に有しているため，

　　一般的に言えば誘発メカニズムは機能しやすいであろう．さらにそ

　　のことは，様々な塵業における技術革新において，米国企業が先行
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　　してきたという歴史的事実から裏付けられる．

（4）これに対して，　（2）という事実が存在する一方で，日本の産業シス

　　テムは，一般的に駆動メカニズムが機能しやすい産業システムであ

　　ると言える．このことは，多くの産業において日本企業が，ひとた

　　び顕在化した生産用役を拡大・波及させることによって顕在化した

　　生産用役を改善し，その結果として様々な生産用役の提供主体とし

　　て影響力を拡大した，という歴史的事実から裏付けられる．

ロ7．4　誘発志向的システムのディレンマと駆動志向的システムのディレンマ

　最後に，日米の産業システムを誘発・駆動メカニズムの相違として再解釈した

場合に明らかとなる，誘発と駆動メカニズムの相互依存関係を指摘しよう．その

上で，日米の産業システムに内在しうるジレンマを指摘して，本章のまとめに代

えることとしょう．

7．4。1　誘発と駆動メカニズムの相互依存：経済制度的要因と競争構造の関係

　これまで，駆動メカニズムの規定要因としての競争構造の構成要因を，誘発メ

カニズムの規定要因である経済制度的諸要因と独立に構成される要因である，と

いう前提の下に議論を展開してきた．つまり，第3章で用いた図表3・2との関連で

説明するならば，経済的制度と競争構造をそれぞれ構成する諸要因間の相互依存

関係については積極的に議論しなかったのである．しかし，ここで問題とされる

べきことは，米国の産業システムのような駆動メカニズムが機能しにくい競争構

造が，誘発メカニズムを規定する経済制度的要因と独立に規定されるのか，とい

うことである．

　結論から言えば，生産要素市場の流動性が高く，外部事業化の可能性が高い産

業システムにおいては，様々な潜在的生産用役が誘発される可能性が高くなると

同時に，長期的には駆動メカニズムを機能させにくくする競争構造に変化させる

可能性を指摘することができる．

254



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第7章　日本と米国の産業システム比較

　具体的には，生産要素市場の流動性が高く，外部事業化の可能性が存在してい

る場合には，競合企業間の事業規模（技術力）格差が大きく，製晶市場における

重複度が小さいという競争構造がもたらされる可能性が，長期的には存在するの

である．

　なぜなら，外部事業化の可能性が高い産業システム下で出現するスタートアッ

プ型企業は，必然的に既存の企業との直接的な競合を避けながら，事業化を試み

ようとするため，結果として製品市場の競合度は小さくなる傾向にあるからであ

る．また，スタートアップ型企業の出現そのものが，競合企業間の事業規模や技

術力格差を大きくしている，と言うこともできるであろう．

　このことは，少なくとも1960年代初頭までの半導体産業において，日本企業が

直面する競争構造と同様の高度に寡占的な特徴を有していた米国の競争構造が，

1960年代半ば以降に急速にベンチャーキャピタル制度が確立し，それに伴ったス

タートアップ型企業の出現によって，より現在の米国型に近い分化的な市場構造

になってきたことからも伺えるのである．

7．4．2　日米産業システムにおける誘発と駆動のジレンマ

　さらに，上記で考慮した生産要素市場の流動性や外部事業化の可能性と競争構

造との関係という部分的なレベルにおける誘発と駆動の相互依存関係は，より一

般的に議論することが可能である．しかも，それぞれの産業システムは，誘発と

駆動のバランスに関するディレンマを抱えている．

　端的に言えば，誘発志向的な米国のような産業システムは，そもそも駆動メカ

ニズムをさらに弱める可能性を内在しており，駆動志向的な日本のような産業シ

ステムにおいては，そもそも誘発メカニズムをさらに弱める可能性を内在してい

るのである．

　米国のように誘発志向的な産業システムにおいて，駆動メカニズムがさらに弱

められる原因は，誘発プロセスそのものが，それまで支配的な考え方や前提とは

異なった視点から生産的資源の生産用役集合を取り扱うことによって，潜在的生

産用役を顕在化するために投入要素資源を動員するプロセスであるという点にあ
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る．そのため，必然的に誘発プロセスに積極的な行為主体は，その他の行為主体

が顕在化した生産用役に自分が保有する投入要素資源を動員することは少なくな

るである．

　つまり，他の行為主体と異なる潜在的生産用役を誘発しようとするあまり，シ

ステム全体としては，あちこちで散発的に様々な潜在的用役が顕在化する可能性

が高くなる．しかしその一方で，駆動メカニズムが機能しにくいために，それら

のどの生産用役もシステム全体に拡大・波及しないということが起こりうるので

ある。

　例えば，米国のVTR産業において様々な記録方式が各企業によって独自に開発・

事業化されたにも関わらず，結果としてどの企業も産業全体レベルで自社の生産

用役の影響力を拡大することはできなかったという事実は，顕在化した生産用役

が拡大・波及するという駆動メカニズムが機能しなかった典型的事例であるとい

うことができるだろう．

　Itami（1995）は，日本と米国の競争スタイルの違いを議論して，　「米国の産業

システムは選択淘汰という側面での競争が強く機能するために，比較相互作用的

競争が起こりにくい」と主張する．仮にこの主張に即して，米国の産業システム

を誘発と駆動という視点から捉え直すならば，そもそも米国の産業システムにお

いては，誘発メカニズムが機能しやすいために，駆動メカニズムの育成・体系化

という側面ではなく，選択・淘汰という機能が前面に出てくるのではないだろう

か，と考えられる．

　なぜなら，誘発が生起しやすい産業システムにおいては，駆動メカニズムの育

成・体系化という側面が機能しやすい（比較相互作用的競争が起こりやすい）な

らば，顕在化した生産用役のすべてに投入要素資源が動員されることとなり，産

業全体として投入要素資源が枯渇してしまい，産業システムが機能しなくなるか

らである．この点に関しては，すでに第2章において議論したとおりである．

　そのように考えるならば，米国の産業システムは，新たな潜在的生産用役が顕

在化して時点で，いかに完成度の高い生産用役が出現するかに，産業全体の効率

性が大きく依存することになろう．なぜなら，ひとたび顕在化した生産用役が育

成・体系化されることによって生産用役が駆動されるというよりも，むしろ顕在
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化した生産用役同士が選択・淘汰されることによって，生産用役が駆動される可

能性が高いからである．

　米国の産業システムとは全く逆に，日本のように駆動志向的な産業システムに

おいて，誘発メカニズムがさらに弱められる原因は，駆動プロセスそのものが，

生産的資源の潜在的生産用役集合の側面を考慮に入れながらも，顕在的生産用役

集合に注目して，顕在化的生産用役に投入要素資源を動員するプロセスであると

いう、点にある．

　そのため，必然的に駆動プロセスに積極的な行為主体は，その他の行為主体が

顕在化した生産用役に積極的に投入要素資源を動員することが多くなる一方で，

他の行為主体と異なる潜在的生産用役を出現させようとする意図から投入要素資

源を動員することが少なくなる．その結果として，システム全体としてはほとん

ど新たに潜在的生産用役が顕在化することはなくなり，ひとたび顕在化した生産

用役がある時点以降過剰に育成・体系化され続けることがありうるのである．

　ltami（1995）は，日本の競争スタイルを比較相互作用的競争と表現したが，こ

のような競争スタイルが生まれるのは，そもそも日本の産業システムにおいては，

潜在的生産用役が誘発されにくいという点に原因が求められるかもしれない．そ

もそも新たな潜在的生産用役がシステム内に出現しにくいために，比較相互作用

的な競争を通じて，顕在化した生産用役が育成・体系化される傾向が強いという

こともできるだろう．

　そのように考えると臼本の産業システムは，いかに新たな潜在的生産用役が顕

在化するかに，産業全体の効率性が大きく依存することになろう．なぜなら，日

本の産業システムのボトルネックは，潜在的生産用役が誘発されるところにある

からである．ひとたび何らかの理由からそのボトルネックが解消されて，潜在的

生産用役が顕在化すれば，日本の産業システムでは比較的容易に顕在化した生産

用役が育成・体系化されることによって，その生産用役が拡大する可能性は高い

のである8．

　以上の議論から，米国の産業システムは誘発メカニズムが機能しやすいために，

駆動メカニズムが機能しにくくなる可能性を内包していることが分かる．これと

は逆に，日本の産業システムは駆動メカニズムが機能しやすいために，誘発メカ
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ニズムがさらに弱められる可能性を内包しているのである。

　誘発志向的な米国の産業システムが直面しうる危険性は，あまりにも多くの投

入要素資源が誘発プロセスに動員されることによって，新たな潜在的生産用役が

システム内に次々と出現するにも関わらず，駆動プロセスに投入要素資源が動員

されないために，新たに顕在化した生産用役がシステム全体に拡大・波及しない

可能性が存在する，という点である．

　これに対して，日本の産業システムが直面しうる危険性とは，あまりに多くの

投入要素資源が駆動プロセスに動員されることによって，ほとんど新たに潜在的

生産用役が顕在化することがなくなる可能性が存在する，という点である．

　これらの2つの危険i生を考慮すれば，顕在化した生産用役集合が産業システム

レベルで需要変化に合わせて動的に変化していくためには，適度に誘発メカニズ

ムと駆動メカニズムがバランスよく機能しなければならないことが分かるであろ

う．これらのバランスについては，最終章においてさらに議論しようと思う．
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10rdOver（1991）は，技術革新志向的な米国と技術普及志向的な日本という対比の下に，特許

システムについての分析を行っている．彼の強調する論点とRosenbergらの論点は異なるが，両

者の議論は比較的に類似の日米対比を行っている．

2技術セットが日米で同一であるという仮定は，1980年代以降の半導体産業や80年代後半以降の

スーパーコンピュータ産業において成立する仮定である．それ以外の時代やその他の産業での両

システムにおいて，この仮定が成立する保証はない．つまり，その他の産業について日米のシス

テムの検討を行う際には，この仮定をまず検討する必要がある．なぜなら，産業システムごとの

技術セットの分布，あるいは潜在的な余剰の大きさは，システムの発展段階によって大きな影響

を受けるからである．例えば，その他の要因が一定ならば，様々な産業の事業化において歴史的

に先行している米国の産業システムは，潜在的な余剰や技術セットの分布の多様性が大きい，と

想定することができよう．

3唯一の例外は，Saratoga　Semiconduαor社によるバイ・シーモスの開発・事業化の事例である．

4たしかに，米国のスタートアップ型企業の中でも例外的に，S訂atogaSemiconductor社がバイ・

シーモス技術を開発・事業化した．しかし同社は1989年11月に会社更生法の適用を受け，結果と

して事業化に失敗した（San　Jose　Merculy　News（September30，1989，），San　Jose　Mercury　News（

November3，1989．），およびSan　Jose　Mercury　News（December21，1989．）に基づく．）例外的に

事業化した企業さえも結果的に事業化に失敗した，という事実からこのように解釈した．

5日本開発銀行（1996）に基づく．

6この点に関してはすでに第2章において，行為主体の特性分布と誘発要因との関係を議論する

際に，部分的ではあるが検討した．経済システム内の人問の特性分布と誘発メカニズムとの関係

については更なる検討が必要であると考えられる．

7ただし，経済行為主体が技術セットの中でも顕在的生産用役集合の側面に注目して投入要素資

源を動員したとしても，結果として急進的技術革新が実現することも考えられる．

Rosenberg（1988）の指摘する，技術の模倣を通じて革新的技術革新が生起するという場合は，

その一例であろう．また，それとは逆に，経済行為主体が技術セットの中でも潜在的生産用役集

合の側面に注目して投入要素資源を動員したとしても，結果として漸進的技術革新が実現するこ

とも考えられる。しかし多くの場合，経済行為主体が顕在的生産用役に注目する場合には，漸進

的技術革新が実現しやすく，それとは逆に，経済行為主体が潜在的生産用役に注目する場合には，

急進的技術革新が実現しやすい，と想定することができるであろう．

8歴史的に振り返れば，その他先進諸国との技術貿易における日本の圧倒的な輸入超過という事

実は，そのボトルネックが技術導入という理由から顕在化しなかった歴史であると解釈すること

ができるかもしれない．しかし，1984年以降の米国政府を中心とした知的所有権保護の動きは，

日本の産業システムのボトルネックが大きく顕在化しうる可能性をはらんでいるとも言える．た

だし，この点に関しては更なる検討が必要であると考える．
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～理論的枠組みのまとめ～
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ロ8．1　本論文の要約

　ここで，誘発と駆動のメカニズムに関する結論を導く前に，これまで議論して

いたことを簡潔に要約することにしよう．これまで，明らかにしよう試みたこと

は，次の2点であった．

（1）日米ではどのように技術開発パターンや事業展開パターンが異な

　るのか．

（2）日米の技術開発パターンや事業展開パターンが出現した背後には

　　日米でそれぞれどのようなメカニズムが存在し，誘発と駆動のメ

　カニズムという観点からどのように説明可能であるのか．

上記の2つの問題を検討するために，第2章においては，新たな革新が生起し，

それが経済システム全体に拡大・波及していくという現象の説明に必要な概念枠

組みを提供するための準備を行った．

　まず，資源を潜在的生産用役集合と顕在的生産用役集合から構成される生産的

資源として再定義した．その上で，革新が新たに経済システム内に出現する現象

を誘発プロセスと定義し，その革新がシステム全体に拡大・波及していくプロセ

スを駆動プロセスと定義した．

　そこで明らかとなったのは，革新が出現し，経済システム全体に拡大・波及し

ていくことが継続的に生起するためには，誘発プロセスと駆動プロセスの両プロ

セスが機能しなければならないということである．また，誘発圧力と駆動圧力の

規定要因として非常に様々な諸要因が考えられ得ることが，いくつかの歴史的事

例と論理的可能性から明らかとなった．

　その上で，既存の技術革新の説明モデルを中心に，誘発・駆動の規定要因とそ

れらの論理的関係を考察した．具体的に検討した要因は，以下の4つの説明モデ

ルで用いられる諸要因であった．

（1〉投入要素の希少性と要素価格に注目した説明モデル
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（2）技術的不均衡に注目した説明モデル

（3）技術パラダイムに注目した説明モデル

（4）国家システムの制度的特徴に注目した説明モデル

　これらの説明モデルの検討を通じて明らかになったのは，潜在的生産用役を誘

発し，駆動する究極的な規定要因とはなにか，という点を考慮すると，統一的な

解答を提示することが非常に難しい，ということである．なぜなら，技術革新と

いう現象を説明するだけでも，生産要素市場の相対価格の変化や生産要素そのも

の希少性，技術パラダイムの変化，技術（社会・技術）パラダイムの変化，制度

的要因，技術的相互依存性など非常に多様な規定要因が考えられるからである．

　そこで第3章では，考えられうる諸要因の中でも，大別して2つの要因に絞って

議論を展開した．第1の要因は，産業システムを経済制度的な側面から特徴づけ

る，　（1）生産要素市場の流動性，　（2）外部事業化の可能性，　（3）M＆A市場の

発達度，　（4）技術の所有権問題の生起可能性という4つの構成要因である．第

2の要因は，産業システムを競争構造的な側面から特徴づける，　（5）事業規模や

技術力格差，　（6）製品市場における重複度，　（7）最終製品市場における重複度，

（8）スタートアップ型企業との競合可能性という4つの構成要因である．

　それらの諸要因のいくつかの組み合わせを考慮して，大きく2つの概念的な産

業システムを検討した．第1の産業システムとは，誘発される潜在的用役の特徴

を考慮すれば，既存の潜在的生産用役に制約されにくいが，そのために相対的に

駆動メカニズムが機能しにくい産業システムである。第2の産業システムとは，

既存の顕在的生産用役に制約されるため，誘発メカニズムが機能しにくいが，先

行企業への追従行動が起こりやすいため，駆動メカニズムが機能しやすい産業シ

ステムである．

　それらの議論から問題となったのは，技術セットの誘発と駆動という2つの視

点から，産業システムを考えた場合に，誘発と駆動のメカニズムはどのような相

互依存関係，あるいは2つのミックスによって成立しうるかという点であった．

さらに，誘発と駆動のミックス如何によって，どのような技術革新パターンや事

業展開パターンが出現しうるのか，という点であった．
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　そこで，誘発メカニズムと駆動メカニズムの相互依存関係や，誘発と駆動とい

う視点から見て，日本と米国の産業システムがどのように位置づけられるかとい

う問題を考慮に入れながら，上記の（1）の問題，つまり，具体的に日米の産業

システムにおいて，どのような技術開発パターンや事業展開パターンを実現した

のかを経験的に観察すべく，まず第4章では半導体産業に淀目した．

　第4章で明らかとなったのは，半導体産業では米国企業において，構造的にも

通時的にも特化戦略が支配的である，ということであった．また，デバイス構造

別の技術開発パターンや事業展開パターンに注目すると，米国企業においてはバ

イポーラとシーモスにそれぞれ2極分化して，開発および事業展開が行われたこ

とが明らかとなった．

　これに対して，日本においては構造的にも通時的にも同時追求戦略が支配的で

ある，ということが明らかとなった．また，米国企業と違って日本企業において

は，融合型技術を積極的に開発・事業化したために，その結果として開発または

事業展開における2極分化は起きなかった．

　第5章では，日米の経済制度的特徴の相違と競争構造的な特徴の相違に注目し

て，日米半導体企業における技術開発パターンや事業展開パターンの相違が出現

した原因を，技術セット（技術的な潜在的生産用役）の誘発と駆動のメカニズム

の相違という視点から説明を試みた．具体的には，潜在的生産用役の誘発要因と

して経済制度的特徴に注目し，駆動要因として競争構造的特徴に注目した．

　そこで得られた考察によれば，生産要素市場の流動性が高く，外部事業化の可

能性が高い米国のような産業システムでは，既存企業においては雇用制約が小さ

くなり，内部事業化インセンティブが小さくなるため，新たな潜在的生産用役の

誘発ということが起こりにくくなり，既存の技術領域に特化するという技術開発

パターンが実現されやすくなる．その結果，融合型技術のような潜在的生産用役

が誘発される可能性も小さくなる，ということであった．

　また，新規のスタートアップ型企業においては，外部事業化インセンティブが

高いため，既存企業よりは潜在的生産用役が誘発される可能性は高くなる．ただ

し，融合型技術のような潜在的生産用役は，技術の所有権問題が発生する可能性

が高いので，事前にこの問題を回避するこのタイプの企業は，融合型技術以外の
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潜在的用役を誘発することになる，ということであった．

　これらの理由から，融合型技術のような潜在的生産用役が既存企業や新規スター

トアップ型のどちらの企業内でも誘発されにくくなる．つまり，どちらの企業お

いても融合型技術は開発されにくくなるため，生産要素市場の流動性が高く，外

部事業化の可能性が高い産業システム下では，バイ・シーモスのような融合型技

術は開発されにくく，技術開発におけるバイポーラとシーモスの2極分化が起こ

る．

　また，仮に潜在的生産用役の誘発メカニズムが機能することによって，ひとた

びバイ・シーモスのような融合型技術が顕在化したとしても，　（1）技術力格差

や事業規模格差が大きく，　（2）半導体市場における製品ラインの重複度が小さ

く，　（3）最終製品市場における製品ラインの重複度が小さく，　（4）スタートアッ

プ型企業との競合可能性が大きい，という特徴を持った米国のような競争構造下

では，どの企業タイプにおいても融合型技術のような生産用役に積極的に投入要

素資源を動員することによって，その生産用役を拡大・波及させるという駆動メ

カニズムが機能しにくくなる．その結果，バイポーラとシーモスをそれぞれ事業

展開する，という事業展開の2極分化が起こる．

　以上の理由から米国企業においては，日本企業と比較した場合，特化的な技術

開発および事業展開パターンが実現されやすく，融合型技術の開発に出遅れるの

みならず，その事業展開にも出遅れる可能性が考えられるのである．

　ここで指摘されるべき点が2つある．まず指摘されるべき点とは，外部事業化

の可能性が高いために，あらゆる潜在的生産用役が論理的には誘発されると考え

られそうであるが，実際には技術的所有権問題ゆえに融合型技術は誘発されにく

くなる，という点である．そのようなことが起こりうる理由は，外部事業化の可

能性が高くなると，技術の所有権問題が起こる可能性が高くなるという経路が存

在しうるためである．

　第2に指摘されるべき点は，融合型技術が仮にどこかの企業において開発され

たとしても，米国企業はそのような技術を自社の投入要素資源を利用して開発・

事業化するインセンティブが小さい，という点である．それは，米国企業が直面

する競争構造ゆえに，駆動メカニズムが機能しにくいからである．
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　第6章では，半導体産業のみならずスーパーコンピュータ産業やカラーテレピ

産業およびVTR産業においても，同時追求戦略対特化戦略という対比や，融合型

技術への積極性の違いや，開発・事業展開における分化の程度の違いといった半

導体産業で得られた事実と共通する現象が見られることを，断片的ではあるが経

験的なデータに基づいて示した．第6章で得られた日米の特徴をまとめれば，次

の3点にまとめられた．

（1）米国の産業システムにおいては，特化的な事業戦略が支配的にな

　るのに対して，日本の産業システムにおいては同時追求（フルラ

　イン）的戦略が支配的になる傾向が強い．

（2）米国の産業システムよりも日本の産業システムにおいて，融合型

　技術が生まれやすく，事業展開されやすい．

（3）そのため，米国の産業システムにおいては，技術開発あるいは事

　業展開における2極化（あるいは多極化）が起こりやすい。

　（1）に関して言えば，すでに半導体産業のみならず，スーパーコンピュータ

産業，カラーテレビ産業，VτR産業などにおいて共通して観察された事実である．

　（2）に関して言えば，少なくとも半導体産業や，スーパーコンピュータ産業，

およびVTR産業において観察された事実である．日本企業は，半導体産業におい

てはバイ・シーモスの開発・事業化に先行し，スーパーコンピュータ産業におい

ては，緩い並列型スーパーコンピュータの開発・事業化に先行した．また，

VTR産業においては，VTR製品の様々な技術レベルにおいて融合型技術が日本企

業によって開発・事業化された．

　（3）に関して言えば，半導体産業では，大部分の米国企業がバイポーラとシー

モスにそれぞれ2極化して開発・事業化するということが起こり，米国スーパー

コンピュータ産業では，超並列型と既存のベクトル型に企業ごとに2極分化して，

開発・事業化が行われ窄。また，米国カラーテレビ産業においては，様々な開発・

事業化パターンが出現するという開発・事業化における多極化が起こり，米国

VTR産業においては，様々な記録方式が開発・事業化されるという多極化が起こっ
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た．

　第7章では，これまで分析を行ってきた半導体産業を中心として，スーパーコ

ンピュータ産業やカラーテレビ産業，VTR産業において観察された断片的な事実

を基にして，日米の産業システムの特徴を潜在的生産用役の誘発と駆動という視

点から位置づけた．端的に言えば，米国の産業システムの特徴は，誘発メカニズ

ムが機能しやすい誘発志向的な産業システムである．これに対して，日本の産業

システムの特徴は，駆動メカニズムが機能しやすい駆動志向的な産業システムで

ある．ただし，両国の産業システムに問題がないわけではなく，それぞれのシス

テムはその長所ゆえに短所を同時に内包していることが明らかとなった．

　つまり，米国の産業システムは誘発メカニズムが機能しやすいため，それが原

因となって，長期的には駆動メカニズムが機能しなくなる可能性を内包している．

具体的に言えば，歴史的に米国の産業システムにおいては，誘発メカニズムが機

能しやすいゆえに，現在の米国の半導体企業が直面するような駆動メカニズムが

機能しにくい競争構造が形成されてきた可能性が考えられるのである．

　その一方で，日本の産業システムは，駆動メカニズムが機能しやすいため，そ

れが原因となって，新たに潜在的生産用役が誘発される可能性が小さくなること

がありうることが指摘された．例えば，1990年代に入って大部分の日本の半導体

企業が追従的にDRAMに特化しすぎたために，その他のDSPなどの新興市場にお

いて米国のスタートアップ型企業に事業化において出遅れたという事実も，日本

の半導体企業が直面する競争構造ゆえに，駆動メカニズムが機能しすぎた事例で

ある，と解釈することができるであろう．

　これらの議論から明らかとなったのは，誘発メカニズムと駆動メカニズムは，

相互強化する経路よりも，トレードオフの関係あるいは，一方のメカニズムが他

方のメカニズムを弱める方向に機能しうるということである．第7章で最終的に

問題となったのは，誘発と駆動メカニズムのトレードオフ関係を認めた上で，ど

のような2つのメカニズムのバランスが望ましいのか，ということである．
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■8．2結び：誘発と駆動のバランス

　それでは，潜在的生産用役の誘発と駆動のメカニズムのトレードオフ関係を認

めた上で，2つのメカニズムはどのようにバランスすれば望ましいのであろうか．

この節ではまず，これまで特に注目してきた融合型の潜在的用役の重要性につい

て技術的側面と経済的側面から議論する．その上で，結びとして論理的に考えら

れうる経済システムとの関連で誘発と駆動のバランスについて議論しよう．

8．2．1　融合型の潜在的生産用役の重要性

　これまで本論文において注目してきたバイ・シーモス型技術や緩い並列型アー

キテクチャは，生産要素市場の流動性が低く，外部事業化の可能性が低い，いわ

ば誘発メカニズムを機能しやすくする制度的工夫が産業システムに内在しない日

本のような産業システムにおいて，誘発・駆動される可能性が高い，ということ

が第5章の論理的考察において明らかとなった．

　ここで，問題とされるべきことは，既存の顕在的生産用役が融合されることに

よって新たに顕在化する融合型の潜在的生産用役が，どれだけ技術的もしくは経

済的波及効果を持ちうるかという点であろう．仮に，融合型の生産用役の技術的

波及効果や経済的波及効果が小さければ，そのような生産用役の誘発や駆動のた

めに大量の投入要素資源が動員されやすい日本のような産業システムは，明らか

に無駄の多い，非効率な産業システムということになる．

　しかし本論文の主張は，融合型の潜在的生産用役は，技術的波及効果から考慮

しても，経済的波及効果から考慮しても，非常に重要性が高いというものである．

技術的側面から見た融合型技術の重要性を主張することが可能な理由は，大別し

て2つ考えられる．

　第1の理由は，集積化や小型化といったこれからますます重要になると考えら

れる技術開発の方向性を考慮すると，融合型技術は不可欠になるという理由であ

る．例えば，1990年代の半導体産業の場合，それまでの単なる汎用マイクロプロ

セッサの開発のみでは必要とされる技術的機能としては十分ではなく，汎用プロ

267



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第8章　誘発と駆動のバランス

セッサに複数の画像処理プロセッサやDRAMを融合させることによって，ワンチッ

プ・プロセッサを開発しようとする新しい技術開発の流れが明確に出現してきて

いる．この領域において日本企業は比較的優位な地位にある，と言われている1

　米国企業でさえもそのような開発トレンドに適応するように，1997年に入って

半導体大手企業は次々とベンチャー企業を買収してきている2．このようなこと

が起こりうるのは，半導体の技術進歩そのものが小型化や集積化という方向に進

んでいるからであろう．

　ただし，小型化や集積化の流れとは無関係の技術開発の領域においても，融合

型の半導体技術の波及効果を指摘することができる．例えば，現在世界最高速の

ベクトル型スーパーコンピュータである日本電気製「SX－4」の2次キャッシュに

は，バイ・シーモス技術が利用されているが，この技術なしには，世界最高速の

演算速度を維持しながら並列構成のシステムを構築することはできなかったと，

書われている3．

　ただし，融合型技術の重要性は何も半導体産業に限ったわけではない．例えば，

日本のVIR産業の世界的な成功は，様々な技術レベルにおいて技術融合を実現す

ることによって，新たな融合型の部品が生まれ，小型化が実現し，生産性が向上

することによって，価格競争力が高くなった歴史でもある（伊丹他，1989）．こ

のような歴史的事実は，融合型技術の出現がVTR技術全体に波及するのみならず，

価格競争力の向上という形で経済的波及効果にまでつながった事例と解釈するこ

とができるであろう．

　第2の理由は，融合型技術の開発過程そのものが，複数の技術領域の学習契機

をより必要とするため，技術革新の本質である視点転換を生み出しやすいという

理由である．児玉（1995）は，既存の技術分野の学際間の相互作用ゆえに，技術

融合が生まれ，結果として新たな技術パラダイムが生まれると指摘している．つ

まり，融合型の潜在的生産用役が誘発・駆動される過程において，技術パラダイ

ムが転換することさえあり得るのである．

　バイ・シーモス技術の事例は，必ずしも技術パラダイムを転換するほどの大げ

さな事例ではない．しかし，あるバイ・シーモス技術の開発担当者は，　「バイ・

シーモスの技術開発過程において，それまでバイポーラとシーモスを別々に開発

268



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第8章誘発と駆動のバランス

していた場合には，理解されなかったバイポーラやシーモス技術それぞれの機能

的特性をより深く理解する契機となった」，と語っている4．このことが必ずし

も，融合型技術の技術的波及効果を示す証拠とはなりえないが，少なくとも融合

型技術の開発過程が，融合元の技術の深い技術的理解の契機につながることは間

違いないであろう．

　最後に，融合型技術の経済的波及効果の重要性について指摘しておこう．融合

型技術は必然的に複数の技術を組み合わせたものなので，経済的波及効果に関し

て正確な推測を行うことは容易ではない，しかし，容易に想像しうる事例を一つ

指摘しておこう．現在インテル社が製品化している「ペンティアム・マイクロプ

ロセサ」は，バイ・シーモス技術を利用している．すべてのインテル製マイクロ

プロセサが「ペンティアム」ではないにせよ，同社がマイクロプロセサ市場の

8割以上を独占していることを考慮に入れれば，その経済的波及効果もかなり大

きいことが想像されると思われる．

　以上の議論から，日本の産業システムは，主に生産要素市場の流動性の低さに

帰因する雇用制約と外部事業化の可能性の低さゆえに，融合型技術が生まれやす

いといえるであろう．仮にこの経路が米国の産業システムにおいて成立しにくい

こと考慮するならば，技術者の企業間流動性を高めることによって，日本の産業

システムにおいて固有の融合型の潜在的生産用役が誘発・駆動されやすいという

経路が機能しにくくなる可能性さえ存在することになる．

8．2．2　誘発と駆動のバランス1歴史的段階，技術的特性

　これまで，誘発メカニズムと駆動メカニズムは相互に依存関係にあり，誘発志

向的な産業システムにおいては，駆動メカニズムが機能しにくくなり，駆動志向

的な産業システムにおいて，誘発メカニズムが機能しにくくなるという議論を展

開してきた．

　そのような2つのメカニズム間でトレードオフ関係になる主たる原因は，　（1）

システム内に存在する投入要素資源の量が短期的に固定的であるという理由と

（2）システム内の経済行為主体の特性の分布が短期的に固定的であるという理
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由，さらに，　（3）経済的制度の要因ゆえに誘発メカニズムが機能しやすくなれ

ば，駆動メカニズムが機能しにくくなる競争構造が形成されうるという理由であっ

た．

　つまり，第1の理由は，生産用役の誘発あるいは駆動のために動員される投入

要素資源が2つのメカニズム間で競合するため，一方のメカニズムに動員される

投入要素資源の量が増加すれば，他方のメカニズムに動員される投入要素資源の

量は減少するという理由である．ここで，投入要素資源が誘発プロセスに動員さ

れることによって誘発メカニズムが機能する効率性が一定で，しかも投入要素資

源が駆動プロセスに動員されることによって駆動メカニズムが機能する効率性が

一定であるならば，明らかに投入要素資源の短期的な固定性ゆえに，2つのメカ

ニズムはトレードオフ関係になる．

　第2の理由は，システム内に存在する経済主体の志向性分布は短期的には固定

的であるため，必ずシステム内ではその志向性の分布の固定性ゆえにどちらかの

メカニズムしかせいぜい機能しないのである．仮に，どちらのメカニズムにも適

した特性を同時に持った行為主体が増加すれば，トレードオフ関係にはならない

かもしれない．しかし，そのような場合は現実的には考えにくであろう．

　第3の理由は，投入要素資源や行為主体の分布の制約とは独立に，生産要素市

場の流動性や外部事業化の可能性の高さに代表される誘発が機能しやすい経済制

度的要因ゆえに，長期的には駆動が起こりにくい競争構造が形成されるという理

由である．

　しかし，必ずしも歴史的に2つのメカニズムが同時にうまく機能した経済シス

テムが存在しなかったわけではない．例えば，第2次世界大戦後の米国の経済シ

ステムは，誘発メカニズムがうまく機能することによって，新たな新技術や新製

品が出現しただけでなく，それが様々な新産業として拡大していったことを考え

れば，駆動メカニズムも同時にうまく機能した事例だと解釈することができるで

あろう．

　恐らく，米国において歴史的に，本来存在しえないような2つのメカニズムが

同時にうまく機能する事例が観察された最大の理由は，2つのメカニズムに動員

される投入要素資源が他の経済システムから積極的に動員されることによって，
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投入要素資源の制約が通常想定されるよりもずっと小さくなり，しかも様々な特

性を持った経済行為主体が移民という形で，他の経済システムから流入すること

によって，行為主体の特性分布の固定性が小さくなったからである，と解釈する

ことができる．しかし，歴史的には，米国の経済システムはより誘発志向的な方

向に移動してきたと解釈することができるであろう．やはり特別なケースを除け

ば，誘発と駆動はトレードオフ関係にあると考えられるのである．

　それでは，生産用役集合の動的変化を実現するという意味での望ましい産業シ

ステムを考えるならば，誘発志向的な産業システムの方が望ましいのだろうか．

それとも，駆動志向的な産業システムの方が望ましいのだろうか．その答えは，

技術特性と技術の発展段階に依存するであろう．

　ここで，誘発される潜在的生産用役をRosenberg（1976）やTushmanand

Rosenkopf（1992）が指摘するように階層構造を持ったシステムとして捉えるな

らば，誘発される生産用役の規模がその技術的特性ゆえに大きくなる，また複雑

性が高くなるほど，誘発志向的なシステムよりも駆動志向的なシステムの方が望

ましくなるであろう．なぜなら，大規模かつ複雑な生産用役が誘発・駆動される

には，様々な経済主体が集中的に同じ生産用役に投入要素資源を動員することが

必要とされるからである．

　これとは逆に，誘発される生産用役の規模がその技術的な特性ゆえに相対的に

小さく，また複雑性が低ければ，誘発志向的なシステムでも問題はないであろう．

なぜなら，生産用役に必要とされる投入要素資源が特定の経済主体のみで動員す

ることが可能となるからである．

　また，技術的発展段階から誘発志向的な産業システムと駆動志向的な産業シス

テムのどちらが望ましいかの答えは変わってくる．仮に，ある技術的生産資源が

成熟した段階にあるならば，駆動志向的な産業システムの方が望ましいだろう．

なぜなら，ある技術的生産資源が成熟段階にある場合には，そもそも技術的生産

資源に占める潜在的生産用役部分が小さいために，どれだけ誘発プロセスに投入

要素資源が動員されたとしても，潜在的生産用役が顕在化することはないからで

ある．そのため，投入要素資源が無駄になる可能性が高い．

　これに対して，技術的生産資源が極めて初期の段階にある場合には，誘発志向
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的な産業システムの方が望ましいであろう．なぜなら，ある技術的生産資源が極

めて初期段階にある場合には，その生産的資源に占める潜在的用役集合部分が極

めて大きく，様々な視点から経済行為主体が生産的用役集合を見直すことによっ

て，多様な潜在的生産用役が顕在化する可能性が高くなるからである．これに対

して，駆動志向的な産業システムにおいては，ひとたび顕在化した生産用役に多

くの投入要素資源が動員されるため，その顕在化した生産用役の質や性能に問題

がある場合には，事後的に産業システム全体としてその生産用役に制約され，外

部環境への適応という点で困難をきたす可能性が指摘されるのである．

　これまでの議論から，誘発志向的な産業システムと駆動志向的な産業システム

のどちらが望ましいかは必ずしも言えなくなる．ただし，少なくとも駆動志向的

なシステムがひとたび誘発志向的なシステムヘの移行を意図して，誘発メカニズ

ムが機能しやすいようなベンチャーキャピタル制度のような制度的工夫を行うこ

とによって，産業システムが内包していた融合型のような潜在的生産用役が誘発

されやすいという特性が失われる可能性があることに留意しなければならない．

　問題となるのは，やはり誘発メカニズムと駆動メカニズムが多くの場合，トレー

ドオフ関係にあって，一方が他方を機能させにくくさせる経路があるということ

である．上記の様々な誘発と駆動の相互依存関係に注目することによって，国ご

との産業システムの特徴を誘発と駆動のメカニズムの相違から位置づけることが

でき，さらにそれぞれの産業システムから生起する技術革新パターンや事業展開

パターンの違いが出現する論理的可能性を説明できる，というのが本論文の最終

的な主張である．

■8．3　関連領域への経験的・理論的貢献

　本論文における第1の貢献は，日米の構造的な事業戦略の特徴とその構造的な

特徴が生起した直接的原因である時系列的な事業展開パターンの特徴を，個別企

業レベルとそれらを集計した産業レベルの両方のレベルで経験的かつ包括的に明

らかにしたという点である．

　これまで，日米の事業戦略の相違を指摘する研究をいくつも挙げることが可能
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であるが，それらのどの研究も逸話的なデータに基づいて，部分的な観察事実か

ら日米の事業戦略の特徴の全体像を推論する研究が多かったように思われる．例

えば徐（1995）は，米国の半導体企業や日本の半導体企業の戦略との対比を行い

ながら韓国の半導体企業の事業戦略を分析しているが，その日米対比の際に用い

られる観察事実は，部分的なデータに基づいたものである。

　それと同様に，米山・野中（1992〉の研究も日米の競争スタイルが出現する背

後のメカニズムを情報接触装置の日米の相違という点から説明を試みる独創的な

研究であるが，その一方で米国企業として経験的なレベルで対象とされている企

業は，日本に現地法人を置く米国企業13社のみである．

　このことから，本論文の第1の貢献は，半導体産業において米国企業131社と日

本企業20社を対象に，1982年から1992年までの事業戦略と事業展開パターンを丹

念に明らかにしたという点にあると思われる．

　それでは，潜在的生産用役の誘発・駆動メカニズムの相違という観点から，日

米企業の技術開発パターンや事業展開パターンの相違が出現した背後に存在しう

る論理的可能性を探索することによって，どのような貢献を新たに既存理論に対

してもたらしうるのだろうか．

　本論文は，開発活動あるいは事業展開活動への努力投入の結果として実現され

る生産的資源の分布パターンや，逆にその分布パターンによる次の開発活動や事

業展開活動を問題にしている点では，資源依存観（Resource　Based　View）に依拠す

る経営戦略論の諸研究の知見を活用してきた（Nelson，19911pmhalad　andHamel，

19901Wemerfelt，1984），他方，本論文は，異なる経済システムに関連して観察さ

れる経済制度的側面あるいは競争構造的側面の特徴と関連づけて，生産的資源の

分布パターン等々の問題を論じてきた．その意味においては，国家間で観察され

るイノベーション・パターンの相違をその制度的要因に注目して説明しようとい

う諸研究にも多くを負っている（Arametal．，1gg2：Lundvalletal．，1gg2：Nelsonet

飢，1993）・

　それらの諸研究に多くを依存しながら本論文では特に，経済的制度，競争構造，

潜在的生産用役という3つの要因を，個々の企業戦略という視点から複合的に捉

え直しているという意味では，本論文で展開された議論は上の2つの領域のそれ
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ぞれに個別には還元することはできない部分を持っている，と思われる．

　何よりも強調したい点は，上記の2つの研究領域をベースにしながらも，それ

ぞれの研究領域が必ずしも明示的に主張してきたわけではない経済的制度や競争

構造といった産業システムの特徴と個別企業の技術開発行動や事業展開行動の集

計の結果出現する日米の技術開発あるいは事業展開パターンの生起メカニズムを

資源の再定義を通じて，具体的なレベルで明らかにしたという点である．これが

本論文の第2の貢献と考えられる．これによって，潜在的生産用役の誘発・駆動

メカニズムの相違という新たな視点から，日米の産業システムの相違を再解釈す

ることが可能になると考えられる．

　第3の貢献は，本論文の技術戦略論への貢献である．本論文で展開された議論

を「技術の世代交代に対する企業戦略」として位置づけた場合，バイポーラとシー

モス（またはスーパーコンピュータ産業においては，並列型技術とベクトル型技

術）という2つの技術セットを社内に蓄積することが，融合型技術革新に積極的

に対応する必要条件になったとしても，十分条件にはならないことが明らかとな

る5．

　つまり，米国企業が融合型技術の開発に出遅れたのは，2つの技術を融合する

ために必要な投入要素資源やそれを誘発あるいは駆動する能力（competence）が

米国企業には欠如していたからではなく，2つの技術を融合した生産用役を誘発・

駆動させる強制力が小さかったからである，と結論づけることができるのではな

いだろうか．融合型技術に積極的に対応する企業戦略を考える場合，技術の内的

論理に基づく技術の融合的性質のみに注目していては，開発・事業化に出遅れる

可能性がある6．

■8．4　誘発と駆動の視点で見た産業分析：今後の研究課題

　最後に，本論文の問題点と今後の研究課題について4点指摘することにしよう．

本論文の第1の問題点は，主に誘発要因として経済制度的要因に注目し，駆動要

因として競争構造に注目することによって，日米の産業システムの特徴を説明し，

さらに技術開発パターンや事業展開パターンが出現する論理的な可能性について
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議論を展開してきたという点にある．なぜなら，その一方で本論文では，経済制

度的要因が駆動要因として機能しうる場合や，競争構造が誘発要因として機能し

うる場合についての考察を行わなかったからである．仮に，経済的制度と競争構

造によってそれぞれの産業システムの特徴を検討し，それぞれの産業システムに

おいて典型的な技術革新パターンや事業展開パターンが出現する論理的可能性に

ついての議論を十分に行うためには，駆動要因としての経済的制度と誘発要因と

しての競争構造についての検討をさらに加える必要があると思われる．この点に

関しては，本論文の第1の問題点であると同時に今後の研究課題でもある．

　本論文の第2の問題点は，第1の問題点に関連するものである．つまり，誘発要

因として経済制度的要因のみに注目し，駆動要因として競争構造のみに注目した

ために，経済的制度や競争構造としては扱えないその他の規定要因を積極的には

考慮に入れずに分析を進めてきた点が，第2の問題点である．その意味で，誘発

と駆動メカニズムの議論を十分に展開しているとはいいがたい．この点が本論文

の第2の問題点である．

　そこで今後は，誘発と駆動の視点から産業固有の特性，経済的制度のみならず

その他の制度的要因に帰因するもの，行為主体の志向性に関する要因，さらに社

会的要因に帰因するものなど，本論文では扱えなかった誘発と駆動メカニズムを

それぞれ規定しうる様々な要因を検討しながら，2つのメカニズムの相互依存関

係についてさらなる議論を展開していきたいと考えている．

　また，本論文において具体的に観察したのは，米国と日本というわずか2国に

おける半導体産業における事例である．わずかだがその他の産業における観察事

例に関しても書及しているが，十分に検討しているとは言いがたい．この点が本

論文の第3の問題点である．今後は，さらに観察対象とする産業領域を広げてい

きながら，技術革新過程を潜在的生産用役の誘発と駆動という視点からさらに検

討を積み重ねていきたいと考えている．

　本論文の第4の問題点とは，日本と米国の2つの産業システムに固有の特徴に注

目したため，産業システム間の相互作用の可能性について，十分な議論を展開す

ることができなかったという点である．現実には1990年代の半導体産業のみに注

目しても，国際的な技術提携や共同開発が進行しており，それらの要因が2つの
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産業システムが実現する技術開発パターンや事業展開パターンにも大きな影響を

与えていることは十分に考えられる．産業システム間の相互作用という要因をさ

らに誘発・駆動メカニズムと関連づけて議論することは，今後の課題でもある．

　あくまでも論理的な推論の域を出ないが，誤解を恐れずに言えば，誘発志向的

な米国の産業システムと駆動志向的な日本の産業システムとが，貿易，技術提携，

共同開発などを通じて相互作用する可能性が存在している場合には，日本の産業

システムの方が米国の産業システムよりも技術の多様性が大きくなる可能性が指

摘されうる．なぜなら，米国の産業システムは，その産業システムの特性ゆえに

新たな潜在的生産用役を出現させやすいが，その一方で自国の産業システムの特

性ゆえに，新たに出現させた生産用役を拡大・波及させていくことができないか

らである．そのため，産業システム間の相互作用の可能性を考慮に入れるならば，

米国の産業システムにおいて出現した潜在的生産用役が，日本の産業システムに

よって拡大・波及されていくということが起こりうる．

　この論理的可能性は，日本の産業システムが米国の産業システムにおいて実現

した技術を模倣している，という理由から成立するのみならず，米国の産業シス

テムが内包する駆動メカニズムの機能のしにくさによっても成立しうるのである．

このことから，仮に日本の産業システムが新たな潜在的生産用役を出現したとし

ても，米国の産業システムは，新たに顕在化した生産用役を拡大・波及させてい

くことができない可能性が考えられうるのである．

　つまり，2つの産業システムの相互作用の可能性が高くなるほど，米国の産業

システムは自分のシステムが新たに出現させた生産用役が日本の産業システムに

よって拡大・波及され，それとは逆に日本の産業システムが新たに出現させた潜

在的生産用役を拡大・波及させていくことができないために，結果として産業シ

ステム内の技術の多様性が米国の産業システムにおいて小さくなる可能性が指摘

されるのである．この点に関しては，あくまでも論理的推論の域を越えないもの

であり，この点に関して更なる検討を加えることが本論文で最終的に指摘される

べき研究課題でもある．

276



第8章　誘発と駆動のバランス

1例えば，複数の機能をワンチップに融合したRISCプロセサ市場では，日立や東芝が開発，事

業化において先行している．

2San　Jose　Mercury　News（August25，1997）に基づく．

3日本のスーパーコンピュータ企業への筆者のインタビューに基づく（1997年2月24日）

4筆者の日本のある半導体企業へのインタピューに基づく（1996年8月22日および，1996年12月

13日）．

5例えば，Christensen（1997）はdisr曝ptive　technologicalchangeに注目し，Hendersonandα＆rk

（1990）はarc撤ecmal　innovationに注目して，技術転換期における企業の技術戦略論を展開してい

る．

6Kodama（1991）は，日本企業が融合型技術を出現させやすい理由として，日本企業が米国企

業よりも相対的に様々な技術的資源を社内に蓄積しているからである，という主張を展開する．

しかし，もしそうであるならば，日本企業と同程度に技術的資源を蓄積していたと考えられる

米国の同時追求企業がバイ・シーモス技術の開発や事業化に出遅れた，という事実を説明でき

なくなるのである．それゆえ，様々な技術的資源を社内に同時に持つことが，融合型技術を出

現させ，拡大させる積極的な要因には必ずしもならないのである．
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～半導体デバイスの技術的定義とその分類方法について～
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■A1　半導体技術と半導体デバイスの分類

A，1．1　半導体とは何か

　半導体デバイス（semico加uctor　devicc）は，現在では産業の「コメ」やr石油」と呼ばれるほ

ど，コンピュータや携帯電話などの情報通信機器や炊飯器や掃除機などの家電製晶から，工作機

機などの産業財に至るまで，世の中に存在するほとんど全ての製晶に利用される電子部品の1つ・

である．まず，半導体デバイスとは何かを明らかにしよう．

　半導体デバイスは，抵抗率という観点から見ると，石英等に代表される絶縁体とアルミニウム

（舟）などに代表される金属の中間に位置する半導体材料を利用して作られるデバイスである．

具体的に言えぱ，半導体材料には，ゲルマニウム（Ge）やシリコン（Si）の飽に，ガリウム・砒

素（GaAs）などが挙げられる．1950年代にはゲルマニウム（Ge）が半導体材料の主流であった

が，1960年代にシリコンに（Si）にとって代わられ，現在に至っている．最近，携帯電話用半導

体デバイスやスーパー・コンピュータ用デバイスに，ガリウム・砒素（GaAs）等の化合物半導体

が材料として利用されている．しかし，1997年時点では，シリコン（Si）が未だ半導体材料の中

心である．

　半導体デバイスとは，絶縁体と金属の中間に位置する半導体材料の中に，リン（P）や醐素

（B）などの不純物を一定の形，大きさ，濃度で埋め込み，それぞれの部分を電気的に分離する

ことで，抵抗素子を電気的に作り込んだデバイスの総称である．半導体の中に不純物を作り込む

ことによって，電子（あるいは正孔）の移動を電気的に制御することが可能となる．

　一般的に半導体デバイスは，単体のトランジスタが一つのコンポーネントになった欄別半導体

（ディスクリート半導体：discletesemiconduc亡or）と複数のトランジスタが一つのシリコン上に形

成された集積回路（IC：Integrated　Circuit，以下ではICと記す）の2つの種類に分類される。前者の

個別半導体の代表的なデバイスとして，パワー・トランジスタ（powertransistor）やダイオード

（diodc），そしてサイリスタ（thyristor）などが挙げられる．また，後者のICには，DRAM

（DynamicRandomAc㏄ss　Memoly）やマイクロプロセッサ（Microprocessor）など非常に多くの製

品が分類される．歴史的には，トランジスタ効果が確認された1947年からICが開発・量産化され

る1960年代初頭までは，個別半導体が半導体産業の代表的なデバイスであった．しかし，1960年

代半ばから現在に至るまでは，ICが代表的なデバイスである．

　Icはさらに，半導体lcとハイブリッドlc（混成Ic：hybridIc）に分けられる．一般的には，

ICとは半導体ICを指すと考えていいであろう．なぜなら，後者のハイブリッドICの市場出荷額は，

半導体ICのそれに比べると圧倒的に小さいからである．ハイプリッドICとは．一個の基盤の上に

印刷技術を利用して，配線，抵抗，コンデンサなどを薄膜状に作り，その回路の一部に比較的簡

単な半導体ICを取り付け，一つの回路として機能させるものを指す．これにより，半導体ICより

も更に厳密なアナログ信号処理ができるという特徴を有している．ハイブリッドICは更に薄膜と

厚膜に分けられる．

　ただし，本論文ではハイブリッドICを除いた半導体市場を分析対象とする．それゆえ特別言及

しない限り，半導体デバイスとは半導体ICと個別半導体を指すことになる．
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八1．2　半導体デバイスの製造工程

半導体デバイスの製造工程は，大まかに6つの工程から成立している．

（1）デバイス回路設計工程

　第1のデバイス回路設計工程とは，機能設計や論理設計を通じて，半導体デバイスを組み

込む最終的なシステムに必要な論理回路を設計し，それに最適な電子回路を設計する工程

である．この工程において，半導体の集積規模や動作速度，消費電力などの諸特性に関す

る仕様が決定される．

（2）フォトマスク（photo　mask）製造工程

　第2のフォトマスク製造工程とは，デバイスの構造の検討結果定めたパターン設計の規準

（デザイン・ルール）に従って，トランジスタなどの各素子を具体的に配置・結線するレ

イアウト図を作成し，それを基にフォトマスク（写真のネガに相当）を製造する工程であ
る1．

（3）ウエハ（wafer）製造工程

　第3のウエハ製造工程とは，インゴット（ingot）と呼ばれる円柱状の単結晶シリコンを切

断し，インゴットをスライスすることによって作られたウエハを，表面研削加工する工程

である．

（4）ウエハ処理工程

　第4のウエハ処理工程とは，　（a）表面研削加工を施されたウエハ上に感光性の有機材料

であるフォトレジスト（photo－resist）を塗り，　（b）拡散工程および酸化工程を通じてウエ

ハ表面上に不純物を形成し，　（c）フォト・マスクを基に不純物が形成されたウエハの表面

を露光し，感光した部分を削り取り（エッチング），　（d）さらに不純物拡散とその蒸着を

行うことで，ウエハ表面上を外気から守る，という一連の4つのプロセスから成立している．

　一般的には，半導体デバイスの集積度が大きくなるほど，必要とされるフォトマスクの

量は増加するため，一つのチップは何度もウエハ処理工程を施される．

（5）組立工程

　第5の組立工程とは，ウエハ処理工程を終了したウエハをチップごとに切り取り（ダイシ

ング），リードフレーム（1ead　frame）という台に固定し，配線した後，デバイスの表面を

エポキシ樹脂（epoxyresin）やセラミックで固める工程である．

（6）検査工程

　検査工程とは，デバイスの品質を検査する工程である．それぞれの工程終了時ごとに品

質検査が行われるが，最終的にこの検査工程においてデバイスの製品検査や信頼性試験が

行われる。
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ん1，3　半導体デバイスの分類方法

　技術が非常に多様な方法によって定義されるように，半導体デバイスも実に様々な観点から多

様に分類される．図表A－1（半導体の技術一製晶カテゴリ）は，技術者が日常のコミュニケーショ

ンに用いる用語法や技術専門誌（テクニカル・ジャーナル）における記述に基づいて，筆者が半

導体デバイスの5つの主要な分類基準をまとめたものである．

　一般的に半導体デバイスは，　（1）デバイス構造，　（2）回路機能，　（3）信号特性，　（4）集積

度，　（5）汎用性という5つの分類基準のうちどれか1つ，あるいはそのうちの複数の分類基準を

利用して，半導体デバイスを分類する．5つの分類基準は全て，半導体デバイスの機能的特徴に

基づいている．

（1）デバイス構造

　半導体デバイスは，電気伝導に寄与するキャリア（caπier）の違いによって，MOS型

（MetalOxideSemiconductor：金属酸化膜半導体．一般的にはrモス」と呼ばれる．）と

bipolar型（一般的にはrバイポーラ」と呼ばれる）に分類される．MOS型はさらに，P型

（P一モス），N型（N一モス），C型（Gモス（ComplementaryMetal　OxideSemiconductor：相

補酸化膜半導体）に分けられる．最近は，バイポーラ型とシーモス型とを融合したバイ・

シーモス型やバイポーラ型とNモス型を融合したバイ・NMOS型が日本企業を中心に開発

され，日本企業のみならず米国企業においても実用化されている。

　モス型とバイポーラ型の決定的な違いは，デバイスそのものの構造が異なるため，電気

伝導のキャリアとしてMOS型では電子のみが寄与するのに対して，バイポーラ型では電子

と正孔の両方がキャリアとして寄与する点にある．これらの電気伝導に関するキャリアの

違いに注目して，モス型は，単極性半導体（unipo1肛）と呼ばれることもある．

　代表的なバイポーラ型とシーモス型およびバイ・シーモス型の機能的特性をまとめたも

のが，図表A・2である．

　一般的に，バイポーラ型は負荷駆動力が高く処理速度が速い，という長所を持っ一方で，

消費電力が大きいという短所を持つ．これに対してシーモス型は，消費電力が小さく量産

コストが低い，という機能的長所を持つ一方で，処理速度が遅いという短所を持っ．バィ・

シーモス型はバイポーラ型の高負荷駆動力と高速性，シーモス型の低消費電力という二っ

のデバイスの長所を同時に実現したデバイスである2．

　ただし，バイ・シーモス型に難点がないわけではない．シリコン（Si）素子の中で最も複

雑な構造の素子と，最も複雑な製造プロセスを必要とするシーモス素子が同一チップに共

存するため，製造工程が先の二つのデバイスと比較すると一番長くなる．製造工程の長さ

は，量産コストの上昇を意味するため，バイ・シーモス型デバイスの生産の鍵は，どれだ

けプロセス工程を省略できるかに依存している．

　全ての半導体は，上記のデバイス構造の何れかの構造を利用して，設計・製造される．

個別半導体は全て，バイポーラ型によって設計され，リニアICの大部分はバイポーラ技術

によって設計される，それ以外のICの大部分は，モス型によって設計される．デバイスの

構造によって半導体デバイスを分類するのは，最も一般的な分類方法の一つである．

（2）回路機能

　半導体デバイスは，最終製品の回路機能によっても分類される．回路機能は大別して，

ロジック（10g正c），メモリ（memory），マイクロ・コンポーネント（microcomponent）の
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3つに分類される．

　ロジックは，演算などの論理機能を実現するデバイスである．メモリは記億機能を実現

するデバイスである．DRAMやフラッシュ・メモリー（且ashmemory）などは，この製品カ

テゴリに含まれる．マイクロ・コンポーネントは，ワンチップのロジック（あるいは，メ

モリとの組み合わせによって）であるため，ロジックの細分類である．しかし，市場規模

が大きいため，一般的にはロジックとは別に分類される．

　代表的な製品としては，インテル（Intel）社製「ペンティアム（PENHUM）」に代表さ

れるマイクロプロセサ（MPU：MicmPro㏄ssor　Unit）が挙げられる．回路機能に基づいた

分類は，デバイス構造に基づいた分類と並んで，最も一般的な分類方法の一つである．

（3）処理信号

　半導体デバイスは，デバイスそのものが処理する信号特性によっても分類される．1っは，

アナログ信号であり，もう1つは，デジタル信号である．全ての半導体は，アナログ信号を

処理するアナログ半導体，デジタル半導体，およびアナログとデジタルを一っの半導体で

処理するアナログ・デジタル混在型のどれかに分類される。

（4）集積度

　半導体デバイスは，集積度によっても分類される．半導体はトランジスタの集積規模

（チップ当たりのトランジスタ数，あるいはゲート数）の違いによって，佃別半導体と

ICに分類される．個別半導体は，一つのトランジスタで構成されるため，集積度は1トラン

ジスタである．ICはさらにSSI（小規模集積回路），MSI（中規模集積回路），LSI（大規

模集積回路），VLSI（超大規模集積回路），ULSI（超々大規模集積回路）に分けられる．

　個別半導体は集積度が低いが，1つの技術的機能を完結的に実現するため，1つの製品カ

テゴリとして分類される．代表的な製晶としてサイリスタやサーミスタなどが挙げられる．

主に個別半導体は，高い不負荷駆動力の性能を生かした電車や発電所用の半導体デバイス

として利用されている．

（5）汎用性

　半導体デバイスは，市場における汎用性によっても分類される．完全な汎用晶は汎用半

導体と呼ばれ，完全なカスタム品はカスタム半導体と呼ばれる．スーパーコンピュータに

利用される半導体デバイスは，カスタム半導体の典型例である，

　また，汎用トランジスタを部分的に組み合わせることによってカスタム的な機能仕様を

持たせ，セット・メーカーが最終的な回路仕様をデザインする半導体を，ASIC（特定アプ

リケーション向け集積回路：ApplicaIionSpecificIntegratedChcuit）と呼ぶ．ASICは，標準

品では機能的に不十分で，完全なカスタム品だとコストが高くつきすぎると考えるセット

メーカーに利用されるデバイスである．

　もともと半導体市場は，デバイスを組み込む最終製晶を製造する企業（セットメー

カー）が要求する仕様に合わせて，回路設計を行う完全なカスタム品が支配的であった．

しかし，1970年初頭にインテル社によって，DRAMやSRAM（Stat玉c　R鋤domAccess

Memory〉などの標準品が事業化されることによって，標準晶が支配的になった．

　1985年頃から1997年に至るまで，半導体デバイスの利用範囲の拡大とその多様化，半導

体設計に利用されるCAD（CbmputerAided　Design）技術やCAM（α）mputerκded

Manufactu血g）技術の進歩によって，標準品市場と同様に，セミカスタム市場も拡大して
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きている．

　上記の5つの変数はそれぞれ独立に定義されており，一般的にはそれらの変数のうち，いくっ

かの変数が半導体デバイスの定義に用いられる．例えば，インテル社のペンティアムプロセッサ

は，デバイス構造に基づいて分類すると，バイポーラとシーモスを同時に利用したバイ・シーモ

ス型である．回路機能に基づいて分類すると，メモリ機能とロジック機能を同時に兼ね備えたマ

イクロコンポーネントに分類される．また，処理する信号特性は，デジタル信号であるため，デ

ジタル半導体に分類される．集積度の観点からすれば，0．35ミクロン（800万トランジスタ）の世

界最先端水準の微細加工技術を利用しているため，ULSIデバイスに分類される．さらに，汎用性

の観点から言えば，完全に標準品であるため，汎用半導体デバイスに分類される．
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図表A－2：デバイス構造技術別の機能的特性

機能的特性 バイポーラ型 シーモス型 バイ・シーモス型

処理速度 高速 低速 高速

消費電力 大 小 小

負荷駆動力 高 低 高

量産コスト 中 低 高

注）太字は，それぞれのデバイス構造の機能的長所を表す．
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1石坂誠一（監修）杉上考二（編）　『先端技術を支える半導体』通商産業調査会，1984年，

147頁．

2バィ・シーモス型デバイスを利用すると，同一加工線幅で約05世代から0，7世代先の技術的機能を先取り

的に実現することが可能となる．つまり，バイ・シーモス技術を利用することによって，バイポーラやシー

モスでは実現できない技術的機能のフロンティアを拡大することが可能となる．
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　～日米半導体企業の事業戦略の特徴～
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補遺（B）その他の技術分類に基づいた分析

■B，1　はじめに

　すでに第4章において，デバイス構造技術という技術分類に基づいて，日米半導体企業の事業

戦略の特徴を明らかにした．そこで，この補遺（B）においては，その他の技術分類に基づいた

としても，日本企業は同時追求戦略が支配的であるのに対して，米国企業は特化戦略が支配的で

あることを明らかにする．つまり，どの技術分類に基づいたとしても，日米企業の事業戦略に関

する観察結果に変わりがないことを確認する．具体的に注目する技術分類は，　（i）集積規模，

（盤）処理信号，　（iii）回路機能という3つである。

□B．2　総半導体市場における日米企業の事業戦略の特徴

　まず，総半導体市場に参入する企業を対象に，集積規模の違いという点から，両国企業の事業

戦略を特定化することにする．対象となる企業が選択しうる事業戦略とは，　（1）個別半導体特

化戦略，　（2）IC特化戦略，　（3）個別半導体・

IC同時追求戦略のうち何れか一つである．

　図表B－1および図表序Zは，集積規模を基準に米国企業と日本企業における事業戦略の構成パ

ターンとその時間的推移を図示したものである．図表は，　（イ）各事業戦略を選択した企業数，

（ロ）参入企業数にしめる構成比，　（ハ）各戦略間を移動した企業数を示している．

　米国企業においては，特化戦略が支配的であり，しかもその傾向はio年聞でさらに強まってい

る．その一方で，個別半導体とICを同時追求する戦略を選択した企業数は，絶対数のみならず，

その構成比においても低下傾向にある．

　例えば，1982年において，総参入米国籍企業48社の約35％を占める17社が，個別半導体・IC同

時追求戦略を選択したのに対して，5社が個別半導体特化戦略を選択し，26社がIC特化戦略を選

択した．個別半導体とICそれぞれに特化する事業戦略を選択した企業数を合計すると31社にのぼ

り，総参入企業数の65％を占める．

　10年後の1992年には，特化戦略の中でもIC特化戦略が圧倒的に支配的な事業戦略となっている．

総参入企業数97社の約80％を占める77社が，IC特化戦略を選択し，個別半導体特化戦略を選択し

た企業を含めると，特化戦略を選択した企業は82社（構成比85％）になっている．その一方で，

個別半導体・IC同時追求戦略を選択した企業は15社で，総参入企業数の15％を占めるに過ぎない．

　10年間でIC特化戦略がさらに支配的な事業戦略になった最も直接的な理由は，観察期間中に新

規参入した企業の95％を占める62社が特化戦略を選択したためである．新規参入企業65社の中で

同時追求戦略を選択した企業はわずか3社に過ぎない．

　これに対して，日本企業についての観察結果は，米国企業のそれとはかなり対照的である．っ

まり，日本企業においては，観察期間中に同時追求戦略の構成比が低下してきているとは言え，

1982年時点と1992年の2時点ともに同時追求戦略が圧倒的に支配的な事業戦略である．

　例えば，1982年時点で総半導体市場に参入する日本企業は総計12社あり，そのうち83％を占め

る11社が同時追求戦略を選択し，残り1社がIC特化戦略を選択した1．1992年には，観察期間中

に新規参入した企業8社のうち，4社が同時追求戦略を選択し，同じく4社がIC特化戦略を選択し

たため，結果として同時追求戦略を選択した企業の構成比は75％（15社）と低下し，IC特化戦略

を選択した企業の構成比は，8％増加し17％になった．しかし，日本企業においては観察期聞中

一貫して，同時追求戦略が支配的な事業戦略である，という結論に変わりはない．

　また，観察期間中から退出した企業あるいは，新規参入した企業数においても，米国企業と日

本企業の場合は対照的である，例えば，米国企業の場合には，観察期間中に退出した企業は16社
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補遣（B）その他の技術分類に基づいた分析

にのぼり，新規参入した企業は65社にのぼる．これに対して，日本企業の場合には，新規参入企

業数はわずか8社であり，市場から退出した企業は1社も存在しない．以上の観察事実をまとめる

と以下のようになる．

【観察事実①】

（a〉1982年と1992年の2時点ともに米国企業においては，個別半導体あるいはICに特

　　化する特化戦略が支配的である．

（b）これに対して，1982年と1992年の2時点ともに日本では，個別半導体とICを同時

　　追求する戦略が支配的である．

（c）米国企業においては，数多くの退出企業（16社）と共に数多くの新規参入企業

　　（65社）が観察され，新規参入企業数の95％（62社）が特化戦略を選択した．

　　これに対して，

（d）日本では退出する企業は1社も存在せず，新規参入した半分の企業は，同時追求

　　戦略を選択している．

■B．3　1C市場全体における日米企業の戦略的特徴

　本節ではより詳細に，処理信号別や回路機能別に，両国企業の事業戦略の特徴を検討するため

に，対象となる企業をIC市場に参入する企業に限定することとする．したがって，個別半導体に

特化する戦略を選択した企業は分析から除外されることとなる．

B．3．1　処理信号別に見た日米企業の支配的戦略

　補遺（A）において述べられたように，信号処理という技術分類に基づけば，半導体デバイス

は大別して，アナログICとデジタルICに分けられる．この分類に従うと，全ての半導体企業は，

次の3つの選択肢からどれかひとつの戦略を選択していることになる．

　っまり，　（1）アナログICのみを開発・事業化する，　（2）デジタルICのみを開発・事業化する，

（3）それらの両方を開発・事業化する，という3つの戦略的意思決定である。

　ここで，分析対象となった企業は，個別半導体での出荷額を除いて，ICにおいて出荷額を計上

する日米企業である．信号処理技術別の各企業の出荷額を基にして，両国の個別企業の戦略構成

パターンを1982年と1992年の2時点において比較したものが，図表B・3および図表胴である．

　アナログICのみで出荷額を計上する場合をアナログ特化戦略とし，デジタルICのみで出荷額を

計上する場合をデジタル特化戦略と分類している．アナログICとデジタルICの両方で出荷額を計

上する場合を，アナログ・デジタル同時追求戦略と分類する2．

　図表B・3は，米国半導体産業における米国企業の戦略構成パターンと1982年から1992年までの

時間的推移を図示したものである．米国企業の戦略の特徴は，2点指摘できる．第1点は，アナロ

グICあるいは，デジタルICのみに特化する企業が支配的であるという点である．第2点は，この

10年問で特化戦略の支配的な傾向がより強化されているという点である。

　例えば，1982年においては，アナログICとデジタルICの両方を開発・事業化するというアナロ

グ・デジタル同時追求戦略を選択した企業は16社あり，IC市場に参入する総米国籍企業43社の

37％を占めている．これに対して，アナログIC特化企業は7社（構成比16％〉，デジタル特化企

業は20社（構成比47％）である．2つの戦略を合計して，特化戦略を選択した企業数を計算する
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補遺（B）その他の技術分類に基づいた分析

と，総米国籍参入企業数43社の63％を占める27社となり，特化戦略が支配的なことがわかる．

　1982年と同様に1992年においても，米国企業の支配的な戦略は，特化戦略である。同時追求戦

略を選択した米国企業が29社存在し，IC市場に参入する総米国籍企業92社の32％を占めるのに対

して，特化戦略を選択した企業は63社にのぼり，総米国籍参入企業数の68％を占めている，また，

10年間で特化戦略の構成比は，63％から68％に上昇し，特化戦略がより支配的になっていること

が読みとれる．

　特化戦略がより支配的になった直接的な理由は，観察期間中に新規参入した大部分の企業が，

同時追求戦略ではなく特化戦略を選択したためである．

　例えば，新規参入企業62社のうち80％を占める50社が，観察期間中に特化戦略を選択したたた

め．特化戦略の支配的傾向が結果として強化された，

　図表B－4は，図表1路と同様の手続きに則って，日本企業の半導体事業における事業戦略を分

類し，その時問的推移を図示したものである。この図表から読みとれるように，日本企業におけ

る支配的な戦略は，特化戦略が支配的な米国企業の場合とは対照的に，アナログ・デジタル同時

追求戦略が支配的である。しかも，ここ10年間でその傾向はほとんど変化していない．

　例えば，1982年において同時追求戦略を選択した企業は12社あり，IC市場に参入する日本籍企

業14社の83％を占めている．その一方で，アナログICに特化する企業は2社，デジタルIC市場に

特化する企業は1社も存在しない．

　同時追求戦略が支配的な戦略であるという状況は，1992年においてもほとんど変化していない．

1992年において，同時追求戦略を選択した企業は16社を占め，全体の80％を占める。特化戦略を

選択した企業は4社存在するが，全体の20％を占めるにすぎない．

　僅かに10年間で変化した点は，観察期間中に新規参入した8社のうち，1社がアナログIC特化戦

略を選択し，2社がデジタルIC特化戦略を選択した結果，特化戦略の構成比が3％上昇した，とい

う点である．この点は，米国の場合と共通している．ただし，新規参入する大部分の企業が参入

時に選択する戦略は，特化戦略ではなく同時追求戦略である，という点は米国と顕著に異なる．

例えば，観察期間中に新規参入した8社のうち5社は，同時追求戦略を選択した．

　以上の日米企業の事業戦略の特徴に関する観察事実をまとめると，以下のようになる．

【観察事実②】

（a）1982年と1992年の2時点ともに米国では，アナログあるいはデジタルICに特化す

　　る特化戦略が支配的である．これに対して，

（b）1982年と1992年の2時点ともに日本では，アナログICとデジタルICを同時追求す

　　る戦略が支配的である．

（c）米国では退出する企業が13社と数多く観察され，新規参入企業数の80％は，特化

　　戦略を選択した．これに繋して，

（d）日本では退出する企業は1社も存在せず，新規参入企業の多くは同時追求戦略を

　　選択している．
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補遺（B）その他の技術分類に基づいた分析

B，3．2　回路機能別に見た日米企業の支配的戦略

　図表B－5および図表登6は，それぞれ米国企業と日本企業の回路機能技術に基づいた事業戦略

の構成パターンと1982年から1992年までの時問的推移を示したものである．回路機能技術に基づ

くと，補遺（A）で説明したように，以下の5つの戦略の何れかに分類される（図表A－1参照）．

（1〉リニア特化戦略

（2）ロジック特化戦略

（3）マイクロコンポーネント特化戦略

（4）メモリ特化戦略

（5）複数同時追求戦略

　図表B・5と図表序6とを相互比較することによって，明らかとなる点は2点ある．

　まず第1に，先に見た集積規模や処理信号に基づく分類において明らかとなった日米企業の事

業戦略に関する特徴が，回路機能による分類によっても確認できるという点である．たしかに，

回路機能による事業戦略分類に従えば，1982年においては，複数の回路機能技術を同時追求する

複数同時追求戦略が支配的である．しかし，1992年までに複数同時追求戦略を選択する企業数の

構成比は低下してきており，1992年には特化戦略が支配的になっている．このことから，技術の

分類方法に関わらず，米国では特化戦略が支配的な傾向が強い，と結論づけることが可能であろ

う，

　例えば，1982年に複数同時追求戦略を選択した企業は，米国籍企業43社のうち70％を占める

30社存在していたが，1992年には総参入企業数92社のうち41社が複数同時追求戦略を選択した．

具体的にいえば，複数同時追求戦略を選択する新規参入企業が22社参入し，4社が特化戦略から

複数同時追求戦略に戦略転換したたため，この戦略を選択した企業数そのものは増加した．

　しかし，それ以上の規模で，40社の新規参入企業が特化戦略を選択し，5社が複数同時追求戦

略から特化戦略に転換したため，特化戦略が全体の企業数92社の55％を占める51社まで増加し，

米国市場では支配的な戦略となった．

　第2に，回路機能に基づく分類においても，米国において新規参入企業の支配的な参入パター

ンは，特定の回路機能技術に特化する戦略である．例えば，1982年から1992年までの間に，62社

の企業が新規参入したが，そのうち64％を占める40社は特化戦略を選択した．

　これに対して日本企業においては，観察期問中一貫して2つ以上の回路機能技術を同時追求す

る複数同時追求戦略が支配的である，1982年にはリニアに特化する戦略を選択した1社の企業を

除いて，日本籍企業11社が同時追求戦略を選択している．1992年にも基本的には，複数同時追求

戦略が支配的であるという傾向は，ほとんど変化していない．僅かにメモリ特化戦略を選択した

企業が2社参入し，リニア特化戦略を選択した企業が1社参入したため，総参入企業に占める構成

比は，1982年の92％から1992年の80％にまで低下した．しかし，日本企業においては，同時追求

戦略が支配的である，という結論は変わらない．　また，10年間で新規参入した企業6社のうち

5社が複数同時追求戦略を選択したという点も，先の2つの技術基準で分類した場合と共通して，

支配的な参入パターンが特化戦略である米国企業の場合とは対照的に異なる，ということが明ら

かとなる．以上の観察事実から，日米企業の事業戦略についての特徴を次のようにまとめること

ができる．っまり，
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補遺（B）その他の技術分類に基づいた分析
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補遺（B）その他の技術分類に基づいた分析

【観察事実③】

（a）IC市場全体において，米国では1982年時点で，複数回路機能同時追求戦略が支

　配的であったが，1992年には，複数回路機能同時追求戦略と特化戦略の構成比

　は拮抗している．これに対して，

（b）IC市場全体において，日本では1982年から1992年にかけて，ごく僅かだが構成

　比は低下しているとはいえ，2時点共に複数回路機能同時追求戦略が圧倒的に支

　配的である．

（c）1982年から1992年までのIC市場全体において，米国では退出する企業は数多く

　観察され，新規参入企業の多くは，メモリ，ロジック，マイクロコンポーネン

　　トのうちのどれか一つの回路機能技術に特化する戦略を選択している。これに

　対して，

（d）1982年から1992年までのIC市場全体において，日本では退出する企業は1社も

　なく，新規参入企業の多くは複数の回路機能技術を同時追求する戦略を選択し

　ている，

B．3．3小結論：日米企業の戦略的特徴

　これまで，　（i）集積規模，　（且）信号処理技術，　（iii）回路機能技術という3つの基準に基づい

て，両国企業の戦略的特徴に関する観察事実を総括すると，次のようになる．

　まず第1に，3つのどの技術基準に基づいても，米国では特化戦略が支配的であるかもしくはそ

の傾向が強い．これに対して，日本では同時追求戦略が支配的である．言い換えれば，米国の大

部分の企業においては，特定の集積技術，特定の信号処理技術，特定の回路設計技術に特化する

戦略が支配的である．

　これに対して，日本の大部分の企業においては，複数の集積技術，複数の信号処理技術，複数

の回路設計技術を同時追求する戦略が支配的である．

　第2に，3つのどの基準に基づいても，米国企業における新規参入企業の支

配的な参入パターンは，特化戦略によって参入する，という点である．これに対して，日本企業

において支配的な参入パターンは，特化戦略ではなく同時追求戦略である．

　第3に，選択する戦略に関わらず，米国企業においては，退出企業が数多く

観察される．その一方で，日本企業においては，10年間で退出した企業は1社も存在しない．

　これまで両国の企業戦略の分類に用いられた，集積規模，処理信号，回路機能という3つの技

術分類基準は，半導体デバイスの基本的な技術特性に基づいて定義されたものである．つまり，

半導体技術に関する様々な基準に照らし合わせても，米国企業と日本企業においては，半導体技

術の開発・事業化に関して支配的な戦略が異なる，ということが結論づけられる．
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補遺（B）その他の技術分類に基づいた分析

■B．4　結論：日米企業の戦略の構造的特徴

　補遺（B）では，総半導体市場とIC市場全体という2つの市場において，　（孟）集積規模，　（の

処理信号，　（iii）回路機能という3つの技術分類別に分類して，日米企業の事業戦略上の特徴を

明らかにしてきた．

そこで明らかにされた①から③までの発見事実によると，米国企業においては技術分類による

程度の違いはあるにせよ，特化戦略が支配的である，あるいは特化戦略を選択する傾向が強い．

それとは逆に日本企業においては，技術分類による程度の違いはあるにせよ．圧倒的に同時追求

戦略が支配的である．

　また，米国では数多くの企業が退出すると同時に新規参入するのに対して，日本企業において

は1社も退出が観察されず，また新規参入企業数もそれほど多くない，

1重C特化戦略を選択した企業とは，シャープである．

21982年から1992年までの間に，ICの出荷額がゼロになることは，IC市場におけるプレゼンスがゼロになる

ことを意味するため，企業が法人として存在する場合でも，市場から退出したと解釈し，退出企業として分

類する．これとは逆に，1982年以前から法人として存在していても，1982年から1992年の間にK市場におい

て出荷額を計上し始めた場合，IC市場への新規参入と解釈して，新規参入企業として分類する．この分類方

法は，補遺（B）のみならず，第4章においても同様に用いられる方法である，
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～日米半導体産業において考えられうる諸要因～
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補遺（C）日米の資源展開パターンの決定要因の探索

璽C．1　はじめに

　補遺では，第4章で明らかにされた資源展開パターンにおける日米企業間の相違を説明するた

めに，考えられうる原因を順に経験的データと照らし合わせながら検討していくことにする．具

体的に検討する要因とは，　（1）事業（企業）規模，　（2〉事業年齢，　（3）多角化の程度，　（4）

需要構造の4要因である．

　結論を先取りすれば，上記の4要因のどれもが，両国企業の資源展開パターンの違いを生み出

す決定要因として考えるには十分ではなく．より包括的に両国の相違を説明するための概念枠組

みを提示する必要性が高いことが明らかとなる．

■C2事業（企業〉規模と事業戦略の関係

　日米の事業資源展開パターンを決定する要因として最初に考えられるのが，各企業の半導体事

業規模，あるいは，各企業の他の事業部門をも含めた企業全体の規模である1．ここで，事業規

模を考えられうる決定要因のひとつとして注目す理由は，事業規模の大きさを動員可能な投入要

素資源の量の代理変数として考えることが可能であるからである．

　仮に，比較対象とされる企業がそれぞれ保有する技術セットの潜在的生産用役集合が同じであ

るならば，事業（企業）規模が大きい企業ほど動員可能な投入要素資源の量が大きくなるため，

その他の条件が一定ならば，事業規模の大きい企業ほど，様々な潜在的用役を誘発・駆動しやす

くなるため，結果的に同時追求的な資源展開パターンを実現する可能性が高くなると考えられる．

　そこで以下ではまず，製品領域数と事業規模の関係を検討し，技術領域ごとに事業規模の平均

値を計算することで，技術領域ごとに事業規模の大きさに明示的な差があるかを確認することに

する．

C。2．1　事業規模と製品領域数の関係

　そこで，日米各企業の製品領域数と事業規模を1982年と1992年の2時点でそれぞれ比較したも

のが，図表G1一（a）および図表C－1・（b）と，図表G2・（a）および図表C・2一（b）である．両図表ともに

縦軸に製品領域数をとり，横軸には事業規模（単位100万ドル）の自然対数値をとったものであ
る。

　図表C－1一（a）および図表G1一（b）は，1982年と1992年の米国企業の製品領域数と事業規模の関係

をプロットしたものであり，図表C－2・（a）および図表C・2・（b）は，1982年と1992年の日本企業の製

品領域数と事業規模の関係をプロットしたものである．

　これらの図表の比較から明らかとなるのは，1982年と1992年の2時点ともに日本企業と比較し

た場合，図表中の左下に多くの米国企業が位置していることが分かる。つまり，2時点ともに米

国企業においては事業規模が小さく，しかも製品領域を特化している企業が多い．

　これに対して，日本企業は，図表中の右上に集中している．つまり，米国企業と比較すると，

相対的に事業規模が大きく，しかも広範囲の製品領域において事業展開している企業が多い．
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1982年日本企業
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補遺（C）日米の資源展開パターンの決定要因の探索

　両国企業の事業規模と製品領域数の関係をさらに検討するために，便宜的に，製品領域数を事

業規模で回帰することにする．それらの結果をまとめたものが，図表C・3である．4つの回帰式の

結果において注目すべき点とは，両国企業の事業規模の係数の大きさの違いについてである．例

えば，1982年における米国企業の事業規模の係数は，0．988であるのに対して，日本企業のそれは

1541である．また，1992年時点の米国企業の事業規模の係数が，0．698であるのに対して，日本

企業のそれは1．131である．

《図表C弓：事業規模と製品領域数の単回帰結果》

注）　（）内の数字は，t値を表す．

（1）図表C・1・（a）：米国企業（198Z年）

（製品領域数）A－g82＝一〇．894　＋　0，9881n（事業規模）A、g82

　　　　　　　　（一1．6）　　（7．5）

一2

R＝0．545

（2）図表C－1一（b）：米国企業（1992年）

（製品領域数）A1卿＝一〇．906　＋　0。6981n（事業規模）A1卿

　　　　　　　　（一2。19）　　　　（7。61）

頁2＝0。369

（3）図表G2一（a）：日本企業（1982年）

（製品領域数）」、卿＝一3284　＋　1541h1（事業規模）」、鳴

　　　　　　　　（一2．07）　　　　　（5．46）

一2

R＝0．723

（4）図表G2一（b）：日本企業（1992年）

（製品領域数）」、兜＝一2。746　＋　1、131h（事業規模）J、兜

　　　　　　　　（一293）　（7・89）

一2

R＝0．763

　1982年から1992年にかけて事業規模1単位当たりの製品領域数が小さくなるという共通点が観

察される．しかし，観察期間中一貫して日本企業の係数は，米国企業のそれよりも約1．6倍程度大

きいのである．仮に，日米両国企業が全く同じように事業規模を拡大したとしても，平均的に日

本企業の方が0．6製品領域分だけ余分に拡大する傾向にある，と言える．つまり，米国企業の製品

領域拡大の反応度は，日本企業に比べて小さいのである．

　それゆえ，米国企業において，特化戦略あるいは単線的な事業展開パターンが支配的なのは，

日本企業に比べて米国企業の平均的な事業規模が小さいからだけではなさそうである．例えば，

日本企業と同程度の事業規模を実現した場合には，米国企業の製品領域数がいくっになるかを，

（1）と（3）の米国企業の回帰式に日本企業の1982年と1992年の事業規模の実現値を代入して計

算すると，1982年が4．95，1992年が2．8となる2．これらの理論値は，米国企業の実現値3．04

（1982年）と2．09（1992年）よりも製品領域数がそれぞれ増加しているが，日本企業の実現値に

は及ばない（5．25（1982年）と4．5（1992年））．このことから，米国企業において特化戦略が支

配的な傾向にあるのは，平均事業規模が臼本企業に比べて小さいだけでなく，米国企業は，事業

規模を拡大しても製品領域を拡大しない傾向にある，と推測することができる．

　このような結論が導き出される原因は何であろうか．暫定的に2つの原因が考えられる．第1の
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原因は，米国の半導体産業には事業領域を拡大する企業に新規参入企業が多く，しかも新規参入

企業の大部分は，最初に事業展開する製品領域数が少なく，しかもそのような企業の大部分が事

業領域を1つしか拡大しない傾向にある，というものである．もうひとつの原因は，相対的に規

模の大きな企業が，事業領域数を縮小傾向あるいは，事業領域数を比較的小さい水準で維持する

企業が多いというものである．

C．2。2技術領域別の平均事業規模の日米比較

　先の製品領域数と事業規模の関係をさらに詳細に検討するために，個別半導体特化戦略を除い

た日米半導体企業を対象に，　（i）処理信号，　（莚）デバイス構造，　（三ii）回路機能という3っの

技術分類に基づいて，各企業の事業戦略ごとの平均事業規模をig82年と1992年の2時点で比較検

討することにする．図表C・4は米国企業の分析結果を，図表C－5は日本企業の分析結果をまとめ

たものである，

　この節で中心的に検討されることとは，各技術分類において特化戦略と同時追求戦略との間に

事業規模の差異があるのか，それともないのかということである．既に前節において，日米企業

ともに事業規模が大きくなるほど，製品領域数が大きくなる傾向にあることが明らかなので，事

業規模が大きくなるほど同時追求戦略を選択する可能性が高いと予測することができる．

（1）処理信号で分けた場合

　処理信号で分けると，企業が選択しうる事業戦略は，アナログ特化戦略か．デジタル特化戦略

か，アナログ・デジタル同時追求戦略の3つのうちのどれか1つである．まず，処理信号で米国企

業のIC総出荷額の平均規模を計算すると，1982年と1992年の2時点ともに，平均規模が最も大き

い企業は，同時追求戦略を選択した企業である．その後順に，デジタル特化戦略を選択した企業，

そして，アナログ特化戦略を選択した企業と続いている．

　例えば，1982年の同時追求戦略を選択した企業の平均出荷額は，254（百万ドル）である．デ

ジタル特化戦略とアナログ特化戦略の平均出荷額は，それぞれ74．3（百万ドル），33．8（百万ド

ル）である．また，1992年においても戦略別に分類した平均事業規模の順序は変化していない．

例えば，同時追求戦略企業の平均事業規模が662．3（百万ドル），デジタル特化戦略企業

104．2（百万ドル），アナログ特化戦略企業48．7（百万ドル）である．全ての戦略において平均規

模が大きくなったことが，10年間で唯一変化した点である．

　最低出荷額規模に関しても，特化戦略よりも同時追求戦略の方が最低出荷額規模は大きくなる

傾向にある．1982年のアナログ特化戦略，デジタル特化戦略ともに2（百万ドル）に対して，同

時追求戦略企業のそれは5（百万ドル）である．1992年の最低出荷額規模は，順に1（百万ドル），

10（百万ドル），12（百万ドル）である．

　つまり，米国企業においては，特化戦略よりも同時追求戦略の方が平均出荷額規模と最低出荷

額規模は大きくなる傾向にあるといえる．それでは，日本企業においてはどうであろうか．基本

的に，米国企業で観察された特徴は，日本企業においても同様に観察される．

　例えば，1982年の同時追求戦略企業の平均出荷額規模は315（百万ドル）であり，アナログ特

化戦略企業のそれは29．5（百万ドル）である．また，1992年の各戦略の平均出荷額規模は，同時

追求戦略，デジタル特化戦略，アナログ特化戦略と順に，1328（百万ドル），120（百万ド

ル），75．6（百万ドル）である．つまり，アナログ特化戦略企業よりもデジタル特化戦略企業の
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図表C－4米国企業／事業戦略別の事業規模の比較

分類基準 事　戦略

1982年 1992年
平均事　規模 企　数 平均事　規横 企　数

処理信号による分類 アナログ特ヒ 33，85（30．39） 7 48，76（52，06） 26

デジタル特ヒ 74。3（137．61） 20 104．24（130，3） 37

アナログ・デジタル同時追求 254．06（323．95） 16 662．31（1221．19） 29

デパイス構造による分類 パイ・一ラ特ヒ 38．37（30、84） 8 47。51（51．48） 27

モス　ヒ 46．17（58．07） 17 108．35（134．52） 34

同時追求 260．9（323） 18 624．7（1190） 31

回路機能による分類 リニア特ヒ 33，85（30。39） 7 48，76（52．06） 26

メモリ特ヒ 3．66（0．94） 3 223。33（237．81） 3
ロジック特ヒ 4（2） 2 98．28（63．24） 7
マイクロ特ヒ 44（O） 1 72．26（48．46） 15

複数回路機能同時迫求 182．93（27049） 30 502．97（1060，36） 41

データ出所》各社アニュアルレポート，10K，趾曲
注1）平均事業規検の糊の0の数鉱は，サンプルとなった企業の事業規槙の標準偏差を表す。

注2》企業数の棚の数値は，サンプルとなった企藁数を表す，

注3》　単位【書ま，　i写万ドノレ

図表C－5日　企業／事業戦略別の事業規模の比較

分類基準 事業戦略

1982年 1992年
平均事業規模 企業数 平均事業規模 企業数

処理信号による分類 アナログ　ヒ 29．5（10．5） 2 75。66（54．98） 3
デジタル特ヒ ＊ 0 120（0） 1

アナログ・デジタル同時追求 3王5（233．85） 10 1328．5（1327．23） 16

デバイス構造による分類 バイ・一ラ特 29．5（10．5） 2 75．66（54．98） 3
モス特化 傘 0 120（0 1
同時追求 315（233．85） 10 1329（1327） 16

回路機能による分類 リニア特ヒ 19（0） 1 75．66（54。98） 3
メモリ特ヒ 寧 0 120（0） 1
ロジツク　ヒ ＊ 0 寧 0
マイクロ特 喰 o 章 0

複数回路機能同時追求 290（236．57） 15 1328．5（1327，23） 16

データ出析）各社有価証券輸告書，　『日本半導体年鑑直，IRS（1985）

注D平均事業規襖の橋のOの数値は，サンブルとなった企業の事業規襖の標箪偏差を表す．

注2》企業数の欄の数値は，サンプルとなった企業数を表す，

注3）　肩乱位書ま，　百万ドノレ

306



補遺（C）日米の資源展開パターンの決定要因の探索

方が平均出荷額規模は大きく，デジタル特化戦略企業よりも同時追求戦略企業の方が出荷額規模

は大きくなる．

　最低出荷額規模についても米国と同じ結論が導かれる．最低出荷額規模は，大きい順に同時追

求戦略，デジタル特化戦略，アナログ特化戦略である．しかも，1982年よりも1992年の方が最低

出荷額規模が大きくなっている．

（2）デバイス構造で分けた場合

　デバイス構造別に戦略を分類し，各戦略ごとの平均的企業規模（各企業のIC出荷額の平均値）を

比較した場合も，信号処理による観察結果と同じく，米国企業と日本企業の両方において，バイ

ボーラ（あるいは，モス）特化戦略よりもバイポーラとモスを同時追求した戦略を選択した企業

の事業規模の方が大きい．また，特化戦略のみに注目すると，バイポーラ特化戦略を選択した企

業よりもモス特化戦略を選択した企業の事業規模の方が大きいのである．

　例えば，米国企業においては，1982年のバイポーラ・モス同時追求戦略企業の平均事業規模が

260（百万ドル）であり，モス特化戦略企業の平均事業規模が46（百万ドル）であり，バィポー

ラ特化戦略の平均事業規模が38（百万ドル）である．1992年にも戦略別に見た事業規模の順序は

変化せず，バイポーラ・モス同時追求戦略（624百万ドル），モス特化戦略（108百万ドル），バ

イポーラ特化戦略（47百万ドル）の順序である．

　1982年の日本企業においては，モス特化戦略は存在しないが，バイポーラ・モス同時追求戦略

の平均事業規模が315（百万ドル）であるのに対して，バイポーラ特化戦略は29．5（百万ドル）で

ある，また，1992年の平均事業規模は大きい順に，バイポーラ・モス同時追求戦略（1329百万ド

ル），モス特化戦略（120百万ドル），バイポーラ特化戦略（75百万ドル）の順序である。

（3）回路機能別に分けた場合

　最後に，回路機能別に事業戦略を分類し，各戦略ごとの平均事業規模を比較しよう．回路機能

による分類においても，2時点において日米ともに，特化企業よりも複数回路技術を開発・事業

化した企業の方が事業規模は大きくなる．例えば，1982年の米国の複数回路機能を同時追求する

企業の平均出荷額は，182（百万ドル）であるのに対して，リニア特化戦略企業の平均出荷額が

33（百万ドル）であり，メモリ特化戦略企業の平均出荷額は3．6（百万ドル）である．また，ロジッ

ク特化戦略企業の平均出荷額が4（百万ドル）であり，マイクロ特化戦略企業の平均出荷額が44

（百万ドル）である．

　1992年においても，特化戦略企業よりも同時追求企業の方が事業規模は大きくなる．例えば，

平均出荷額を順に並べると，同時追求戦略企業（502百万ドル），メモリ特化戦略企業（223百万

ドル），ロジック特化戦略企業（98百万ドル），マイクロ特化戦略企業（72百万ドル），リニア

特化戦略企業（48百万ドル）となる．

　日本企業において観察される特徴も，米国企業の特徴と基本的に同じである．つまり，特化戦

略よりも同時追求戦略の方が事業規模が大きい．例えば，1982年の事業規模は，リニア特化戦略

19（百万ドル）に対して，同時追求戦略290（百万ドル）である．1992年には，同時追求戦略（

1328百万ドル）に対して，メモリ特化戦略が120（百万ドル，リニア特化戦略が75（百万ドル）

である．
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C2．3小まとめ：技術領域と平均事業規模の関係

　3っの技術分類に基づいて，各企業の事業戦略ごとの事業規模を計算した結果をまとめると，

以下のようになる．

（1）どの技術分類に基づいて個別企業の事業戦略を分類したとしても，日米企業とも

　　に，特化戦略よりも複数の技術を同時に追求する同時追求企業の方が，平均的な

　　事業規模は大きくなる傾向にある．

（2）米国企業においては，どの技術分類に基づいても，特化戦略企業と同時追求戦略

　　企業ともにそれぞれの平均事業規模の標準偏差は大きいため，戦略間に事業規模

　　の有意な差異は見られない．

（3）これに対して，日本企業においては，ごく少数観察される特化戦略企業の平均事

　　業規模と同時追求戦略企業の平均事業規模との間には明示的な差異が見られる．

（4）市場規模がほぼ日米同じにも関わらず，圧倒的に米国の方が参入企業数が多いた

　　めに，平均事業規模と最低事業規模は，ほぼ全ての技術分類において，日本企業

　　の方が大きい，

　ここで，注目すべき点は，上記の（2）における各事業戦略の規模のばらつきの大きさである．

つまり，米国企業においては，同時追求戦略企業の平均事業規模と特化戦略の平均事業規模の標

準偏差は非常に大きいため，事業規模の大きさから先験的に事業戦略を特定化することはできな

いのである．

　これまでの議論をまとめれば，事業規模を日米問で比較した場合，どの技術分類に基づいたと

しても，日本企業の事業規模が米国企業のそれよりも大きいことが分かる．しかし，先の単回帰

の係数の違いから明らかなように，日本企業と米国企業それぞれにおいて，事業規模と事業展開

する領域数の関係について構造的な違いがあることを考慮に入れるならば，日米で資源展開パター

ンの相違が出現した原因を両国企業の平均的な事業規模の相違に求めることはできない，と思わ

れる．

贋C3事業年齢と事業戦略の関係

　次に，個別企業の創業時点から1992年までの期問を事業年齢（business　age）と定義して，事業

戦略別の平均的な事業年齢の特徴を明らかにする．ここで，事業年齢に注目する理由は2つある．

第1の理由は，事業規模と経営資源の関係で述べた論理経路と同じく，事業年齢が大きくなる

（事業活動の期間が長くなる）ほど，動員可能な投入要素資源量や生産的資源に内在する潜在的

用役集合が大きくなる，と想定しうるからである．仮に，動員可能な投入要素資源量や潜在的用

役集合の大きさが時問の増加関数であるならば，事業年齢の高い企業ほど様々な潜在的生産用役

が誘発・駆動される必要条件が整うため，その他の条件が一定であれば，同時追求的資源展開パ

ターンが実現される可能性が高くなるであろう．

　時間の増加関数として，経営資源の質や量が豊富に蓄積していくという論理経路は，リソース・

ベースト・ビュー（Resource－basedView）のような資源依存的戦略論のみで想定される論理経路

では必ずしもない．例えば，組織の生態学（population　eoology）の代表的な論者であるHannan

andFreeman　（1989）は，企業内のスキルや技術蓄積の量と組織の利害関係者が組織に対して行
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う投資の量を時間の増加関数として考え，古い組織をほど組織の構造を維持する再現性（

reproducib五hty）が大きくなる，と議論する・さらに，古い組織ほど再現性が高いゆえに，利害関

係者の組織に対する正当性は大きくなるため，資源を再編成（reco雌guration）する時間的猶予は，

新しい組織よりも相対的に大きくなると主張する．その結果，古い組織ほど環境変化に対する潜

在的な適応能力が高いという結論を導く．

　彼らの説明対象は，組織の死亡率（mo貿alky）にあって，経営資源の蓄積パターンにあるわけ

ではないが，古い組織ほど組織の再編成のために動員可能な投入要素資源量が大きく，組織構造

の再編成のための時間的猶予が大きいならば，事業年齢の高い企業ほど，生産的資源の再編成の

ための時間的猶予の大きさゆえに，新しい事業領域に展開する可能性が高い，と推測することが

できる．

　しかし，事業年齢が高くなるにつれて，新製晶（または新技術）に新たに開発・事業展開する

インセンティブが低下する経路も存在する．例えば，HamanandFreeman（1989）は，先に挙げ

た古い組織ほど動員可能な経営資源の量が大きく，組織再編成のための時間的猶予が大きくなる

ため，組織の環境適応能力は大きくなる論理経路とは全く逆に，古い組織ほど組織構造の再現性

が高いために組織慣性（organizationaline貢ia）が大きくなる，と主張する，彼らによれば，古い

組織ほど組織慣性は大きくなるため，環境変化に適応する能力が小さくなる．彼らの最終的な結

論は，事業年齢の大きさが，環境変化への適応能力に与える影響に関して2つの相反する論理経

路を考慮した後，理論的にはあえて結論を留保した上で，実証結果を援用して，古い組織ほど組

織構造の再現性が高いゆえに，大きな環境変化には適応できないと結論づける．

　それでは，実際には日米の半導体産業において，事業年齢と事業展開する製品（技術）領域と

の間には，どのような関係にあったのであろうか．

C3．1製品領域数と事業年齢の関係

　まず，事業展開する製品領域数と事業年齢との関係を把握するために，日米企業の1982年と

1992年のそれぞれの時点における製晶領域数を，事業年齢で単回帰することにする．総米国企業

131社のうち7社は，正確な事業開始年（創業年）が分からないために，対象企業から除外するこ

ととする．したがって，対象となる米国企業は1982年時点で47社あり，1992年時点で94社ある．

これに対して，対象となる日本企業は1982年時点で12社あり，1992年時点で20社ある．

　図表C－6・（a）と図表C・6・（b）は，1982年と1992年の米国企業における事業年齢と製品領域数と

の関係をプロットしたものであり，園表G7・（a）と図表C－7・（b）は，1982年と1992年の日本企業

における事業年齢と製品領域数との関係をプロットしたものである．また，製品領域数の事業年

齢による単回帰結果を示したものが，図表C・8である．
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1982年日本企業
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《図表C・8：事業年齢と製品領域数の単回帰結果》

注）　（）内の数字は，t値を表す．

（1）図表G6一（a）：米国企業（1982年）

（製品領域数）Alg82靴1，406　＋　0．095　（事業年齢）Alg82R2＝0．169

　　　　　　　　（2．5）　　（323）

（2）図表C－6一（b）：米国企業（1992年）

（製品領域数）A1兜＝1212　＋　0．053（事業年齢）A、兜　R2＝0、118

　　　　　　　　（4，01）　（3、68）

（3）図表G7イa）：日本企業（1982年）
（製品領域数）」1職二一1。99　＋　0．311（事業年齢）」1982　互2＝0．57

　　　　　　　　（一1，07）　（3。95）

（4）図表C－7一（b）：日本企業（1992年）

（製品領域数）、、兜＝1．045　＋　0．116（事業年齢）、、駝　P＝029

　　　　　　　　（0。87）　（299）

　上述の単回帰結果からまず明らかになる点は，日米企業は共通して2時点ともに，事業規模の

製品領域数に対する弾力性は正の値をとっているという点である．例えば，1982年における米国

企業の事業年齢の弾力性は0．095であり，日本企業のそれは0。311である．1992年の米国企業の弾

力性は0．053であり，日本企業のそれは0．116である．このことから，各観察時点で横断面的にみ

れば，日米企業ともに事業年齢と製品領域数とは正の関係にある，といえる．つまり，因果の規

定方向は必ずしも明らかではないが，事業年齢が上昇するにつれて，製晶領域数が増加する，と

いうことが日米企業にあてはまる．

　第2に指摘すべき点は，日米企業ともに事業年齢が上昇するにつれて，製品領域数が増加する

傾向にあるが，弾性値の全体値の水準は大きく異なる，という点である。例えば，1982年時点に

おける米国企業と日本企業の弾性値の比は1対3．27であり，1992年の弾性値の比は，1対2，18であ

る．言い換えれば，米国企業が製品領域を1つ拡大する時間に，日本企業は1982年時点で3つ以上

拡大していることになり，1992年時点では2つ以上拡大していることになる。つまり，日本企業

よりも相対的に米国企業においては，事業年齢の製品領域に与える影響が小さい，ということが

言えそうである．

　以上のような観察結果が得られた直接的な原因は，2つある．第1の直接的な原因は，事業年齢

の低い新規参入企業が，米国企業においてより多く観察され，それらの企業の大部分が製品領域

を1つしか拡大しなかったためである．

　第2の直接的な原因は，事業年齢は非常に高いにも関わらず，製品領域数を低い水準で維持し

ている企業が，米国企業において数多く観察されるためである，例えば，日本企業の事業年齢の

平均値よりも高く，日本企業よりも事業展開する製品領域数が小さい米国企業は，1982年におい

ては8社観察され，1992年においては11社観察された3．

　これまでの議論を総合すると，事業年齢の上昇とともに，日米企業ともに事業展開する製品領

域数は増加する傾向にはあるが，特に米国企業においては，その例外となる企業が数多く存在す
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ることが分かる．

　そこで以下では，事業年齢と事業展開バターンとの関係をさらに詳しく検討するため，日米企

業における事業戦略ごとの事業年齢の平均値を計算する，その上で，事業戦略別の事業年齢の平

均値に関して，明確な差異が日米企業間で存在するかどうかを比較検討することにする．

C3．2　戦略別に見た事業年齢の日米比較

　まず，米国企業と日本企業の事業戦略を，　（i）処理信号，　（藍）デバイス構造，　（iii）回路機

能の3つの技術分類に基づいて分類し，1982年と1992年の2時点における事業戦略ごとの事業年齢

の平均値，標準偏差，およびサンプル企業数を計算することにしよう．図表C－9は米国企業に関

する計算結果を示したものであり，図表G10は日本企業に関する計算結果を示したものである．

（1）処理信号別に見た事業年齢の特徴

　処理信号別に事業戦略を分類して各事業戦略の平均事業年齢を計算しても，事業展開領域が狭

い特化企業よりも，事業展開領域が広い同時追求企業の方が，事業年齢が高い，ということが日

米企業ともに裏付けられる．

　例えば米国企業において，1982年におけるアナログ特化企業の平均事業年齢が15．85年であり，

デジタル特化企業のそれが12．36（年）であるのに対して，アナログ・デジタル同時追求企業の平

均事業年齢は21．25（年）である．1992年においても，アナログ特化企業の平均事業年齢が

22．42（年）で，デジタル特化企業のそれが11。26（年）であるのに対して，アナログ・デジタル

同時追求企業の平均事業年齢は21．57（年）である．1992年においては，わずかにアナログ特化企

業の事業年齢が同時追求企業よりも高くなっているが，特化戦略企業全体の平均事業年齢と比較

した場合には，同時追求戦略企業の平均事業年齢の方が高い，という結論に変わりはない4．

　日本企業においても，2時点ともに同時追求戦略の方が，特化戦略よりも事業年齢が高い．例

えば，1982年におけるアナログ・デジタル同時追求企業の平均事業年齢が24。6（年）であるのに

対して，アナログ特化戦略のそれは165（年）である．1992年における平均事業年齢もアナログ

特化企業が29．66（年）であり，デジタル特化企業が6（年）であるのに対して，アナログ・デジ

タル同時追求企業の平均事業年齢は31．18（年）と最も高い．

　同じ戦略を選択した日米企業同士を比較した場合に明らかとなる日米企業問の相違とは，日本

企業の方が米国企業よりも事業年齢の平均値が高いが，その標準偏差は小さい，という点である．

例えば，アナログ・デジタル同時追求戦略同士を比較すると，日本企業の平均事業年齢が1982年

には24．6（年）であり，1992年には31。18（年）である．また，日本企業の標準偏差は1982年には

25（年）であり，1992年には7．4（年）である．

　これに対して，米国企業の平均事業年齢は1982年には21．25（年）であり，1992年には

2157（年）である．また，米国企業の標準偏差は1982年には5。8（年）であり，1992年には

11．09（年）である．これらの傾向は，アナログ特化企業においても見られる傾向である．

　また，1982年から1992年までの事業年齢の変化に注目すると，日本企業よりも米国企業におい

て，平均事業年齢の上昇傾向が小さい，ということを指摘することができる．仮に，1982年時点

で事業展開している企業が，1992年においても事業展開しており，新規参入企業がいっさいなけ

れば，平均事業年齢は10年上昇するはずである．しかし，米国企業においては図表C－9の平均事

業年齢の推移を見る限り，アナログ特化戦略の場合は7年上昇し，同時追求戦略の場合にはほと
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図表C－9　米国企業／事業戦略別の事業年齢の比較

分類基準 事業戦略

1982年 1992年
平均事業年齢 企業数 平均事　年齢 企業数

信号処理による分類 アナログ特ヒ 15．85（552） 7 22，42（11．42） 26

デジタル特化 12．36（9．23） 19（20） 11。26（6。38） 34（37）

アナログ・デジタル同時追求 21．25（5．8） 16 21．57（11．09） 28（29）

デバイス構造による分類 バイポーラ特ヒ 15．5（5．2） 8 2L92（11．49） 27

モス特化 12．87（9，78） 16（17） 10。74（6，23） 31（34）

同時追求 19．77（7，23） 18 20，83（11．08） 30（31）

回路機能による分類 リニア特ヒ 15，85（5．52） 7 22．42（11．42） 26

メモリ特化 3，33（1，15） 3 13（1。73） 3
ロジック特ヒ 16（19．79） 2 13，14（8．51） 7
マイクロ特化 1（0） 1 9。25（6。56） 12（15）

複数回路機能同時追求 18．34（7．24） 29（30） 18．12（10，87） 40（41）

データ出所）各社アニュアルレポート，10K一
注1）平均事業年齢の欄のOの数値は，サンブルとなった企業の事業年齢の標準偏差を衰す．

注2）企業数の欄の数値は，サンプルとなった企業数を表し，0内の数値は，該当する戦略を選択した企業数を衷す，

従って，0内の致字と企業数との差は，事業年齢が正確に把握できなかったために，除外された企業数となる，

注3》単位は，年

図表C－10　日本企業〆事業戦略別の事業年齢の比較

分類基準 事業戦略

1982年 1992年
平均事業年齢 企業数 平均事業年齢 企業数

信号処理による分類 アナログ特ヒ 16．5（4，94） 2 29．66（1．52） 3
デジタル特化 申 0 6（0） 1

アナログ・デジタル同時追求 24，6（2．5） 10 31，18（7．49） 16

デバイス構造による分類 バイポーラ特化 16，5（4．94） 2 29。66（1．52） 3
モス特イ 申 0 6（0） 1
同時追求 23，54（4．25） 10 3L18（7．49） 16

回路機能による分類 リニア特k 20（0） 1 29，66（1，52） 3
メモリ特化 ＊ 0 6（0） 1
ロジツク特化 ＊ 0 串 0
マイクロ特化 取 0 申 0

複数回路機能同時追求 23．54（4．22） 11 31．18（7、49） 16

データ出所）各社有価証券報告書，　『日本半導体年鑑』，IRS（1985）

注D平均事業年齢の描の0の数値は，サンブルとなった企業の事業年齢の標準偏差を表す．

注2〉企業数の欄の数価は，サンブルとなった企業数を表す．

注3》単位は，年
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んど変化していない．デジタル特化戦略の場合には逆に1年以上低下しているのである、

　これに対して，日本企業においては，アナログ特化戦略企業の平均事業年齢は，13年上昇し，

同時追求戦略企業の平均事業年齢は7年上昇しているのである．

　これらの事実から，米国企業においては観察期問中に，デジタル特化戦略，同時追求戦略，ア

ナログ特化戦略の順に事業年齢の比較的低い，いわゆる全く新規のスタートアップ型企業が参入

している，と推察することができる．

　これに対して日本企業においては，事業年齢の高いいわゆる既存企業がどの事業戦略において

も新規参入していることが分かる．

（2）デバイス構造による分類

　デバイス構造によって事業戦略を分類して，各事業戦略ごとの平均事業年齢に関する結果も，

信号処理別に事業戦略を分類して得られた結果と基本的に同じである．つまり，日米企業ともに

2時点において，特化企業よりも同時追求企業の方が事業年齢が高い傾向が観察される．

　例えば，1982年の米国企業の場合には，バイポーラ特化企業の平均事業年齢が15。5（年）であ

り，モス特化企業の平均事業年齢が12．87（年）であるのに対して，バイポーラ・モス同時追求企

業の平均事業年齢は19．77（年）である．1992年においても，バイポーラ特化企業の平均事業年齢

が21．92（年）であり，モス特化企業の平均事業年齢が10．74（年）であるのに対して，バイポー

ラ・モス同時追求企業の平均事業年齢は20。83（年）である．わずかだが，バイポーラ特化企業の

平均事業年齢が，同時追求企業のそれよりも高いが，特化戦略企業全体の平均事業年齢と比較し

た場合には，同時追求戦略企業の平均事業年齢の方が高いことに変わりはない5．

　日本企業においても，2時点ともに同時追求戦略の方が，特化戦略よりも事業年齢が高い．例

えば，1982年におけるバイポーラ・モス同時追求企業の平均事業年齢が23。54（年）であるのに対

して，バイポーラ特化戦略のそれは16．5（年）である．1992年における平均事業年齢もバイポー

ラ特化企業が29．66（年）であり，モス特化企業が6（年）であるのに対して，同時追求企業の平

均事業年齢は31，18（年）と最も高い．

　また，1982年から1992年までの事業年齢の変化に注目すると，日本企業よりも米国企業におい

て，平均事業年齢の上昇傾向が小さい，ということを指摘することができる，図表C－9の米国企

業の平均事業年齢の推移を見る限り，バイポーラ特化戦略の場合は6（年）上昇し，同時追求戦

略の場合はわずか1（年）上昇しただけである．モス特化戦略の場合には，逆に2（年）低下して

いるのである．

　これに対して，日本企業においては，バイポーラ特化戦略企業の平均事業年齢は13（年）上昇

し，同時追求戦略企業の平均事業年齢は12（年）上昇しているのである．

　これらの事実から，米国企業においては観察期間中に，モス特化戦略，同時追求戦略，バイポー

ラ特化戦略の順に事業年齢の比較的低い，いわゆる全く新規のベンチャー企業が参入しているこ

とがわかる．これに対して日本企業においては，どの事業戦略ともに事業年齢の高い，いわゆる

既存企業が参入していることが分かる．
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（3）回路機能による分類

　回路機能による事業戦略の分類においても，特化戦略よりも同時追求戦略の方が，年齢が高く

なる傾向を指摘できる．つまり，複数の回路機能を同時に開発・事業化する戦略を選択する企業

の方が，事業年齢が高くなる傾向にある．

　例えば，1982年の米国企業の場合，平均事業年齢が高い順に，同時追求戦略企業（18。34年），

ロジック特化企業（16年），リニア特化企業（15．85年），メモリ特化企業（3，33年），マイクロ

特化企業（1年〉である．1992年と1982年の唯一の違いは，リニア特化企業と同時追求企業の平

均事業年齢の順序が逆転したという点である．1992年における平均事業年齢は高い順に，リニァ

特化企業（22．42年），同時追求戦略企業（18．12年），ロジック特化企業（13．14年），メモリ特

化企業（13年），マイクロ特化企業（9．25年）である．

　日本企業においても，2時点ともに同時追求戦略の方が，特化戦略よりも事業年齢が高い．例

えば，1982年における複数回路機能同時追求企業の平均事業年齢が23．54年であるのに対して，リ

ニア特化戦略のそれは165年である．1992年における平均事業年齢もリニア特化企業が29．66年で

あり，メモリ特化企業が6年であるのに対して，同時追求企業の平均事業年齢は31．18年と最も高

い．

　また，1982年から1992年までの事業年齢の変化に注目すると，日本企業よりも米国企業におい

て，平均事業年齢の上昇傾向が小さい，ということを指摘することができる。例えば，米国企業

においては，事業年齢の上昇が大きい順に並べると，マイクロ特化企業（8年），リニア特化企

業（7年），同時追求企業（0．22年），ロジック特化企業（一3年）である．

　これに対して，日本企業においては，リニア特化企業の平均事業年齢が約10年上昇し，同時追

求企業のそれが8年弱上昇した．唯一の例外は，メモリ特化戦略の場合である．観察期問中にわ

ずか事業年齢が6年上昇した．というのも，メモリ特化戦略を選択する企業が1986年に新たに参

入したからである．

　これらの事業年齢の変化から，米国企業においては，ロジック，同時追求，リニア，マイクロ

の順に事業年齢の低い企業が数多く参入していることがわかる。その一方で，日本企業において

は，メモリのみにおいて事業年齢の低い企業が新規に参入し，その他の事業戦略においては事業

年齢の高い既存企業が新規に参入したことが分かる．

C、3．3小まとめ：事業展開パターンと事業年齢の関係

　製品領域数と事業年齢との関係と，事業戦略と事業年齢との関係に関して，日本企業と米国企

業の比較検討によって得られたこれまでの観察事実を要約すると，次のようになる．

（1）　日米企業ともに，事業年齢の上昇とともに，製品領域数は上昇する傾向にある．

　　っまり，事業期間が長くなるにつれて，事業展開する領域は拡大する傾向にあ

　　る．ただし，製品領域数と事業年齢の関係は，日本企業の場合と比較して，米

　　国企業においては非常に弱い．

（2）さらに，製品領域を3つの技術領域に細分化して，特化戦略と同時追求戦略を比

　　較した場合，日米企業ともに特化戦略よりも同時追求戦略の方が事業年齢が高

　　い，
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（3）しかし，米国企業の事業年齢の標準偏差は，日本企業に比べて大きいため，事業

　　年齢の平均値から事業戦略を特定化することはできない．

（4）米国企業においては，事業年齢の低い新規企業が新規に市場に参入するため，

　　1982年から1992年までの事業年齢の上昇率は，日本企業よりも相対的によりも

　　小さい．

（5）これに対して，日本企業においては，事業年齢の高い企業が新規に市場に参入す

　　るため，1982年から1992年までの事業年齢の上昇率は米国企業よりも大きい．

　以上の5つのまとめから，日米企業における事業戦略と事業展開パターンの違いは，事業年齢

の相違ゆえに生み出されたものだ，と主張するのは難しそうである．なぜなら，事業年齢と事業

領域数との関係，および事業年齢と事業戦略との関係は比較的弱くしか観察されず，さらに米国

企業においては，事業年齢の相対的に高い企業が，きわめて狭い製品（技術）領域に特化してい

る場合が観察されるからである．

■C．4多角化の程度と事業展開パターンの関係6

　これまでの議論から，日米の資源展開パターンの相違が出現した原因を，日米の構造的な事業

規模や事業年齢のみの違いに求めることができないことが明らかとなった．そこで本節では，事

業展開パターンを規定しうる多角化の程度という要因を検討することにする．

　ここで言う多角化の程度とは，半導体事業以外に事業活動を行っている程度を指すこととする。

端的に言えば，企業全体の売上に占める半導体事業と非半導体事業の売上比を考えることとする．

以下では，1982年時点において半導体事業活動を展開していた日米企業を対象にして，観察期問

中に両国企業がどのような事業展開パターンを実現したかを検討することにする．

それでは，多角化の程度と事業展開パターンにはどのような関係があるのだろうか．多角化の

程度と事業展開パターンに関してしばしばなされる指摘とは，川上の事業と川下の事業を同一企

業が社内に保有する場合には，川下の事業の多様性が大きいほど，川上の事業の多様性が大きく

なる傾向にある，という指摘である．

仮に上記のような経路が成立するならば，半導体デバイスを社内で消費する事業の多様性が大

きい場合には，半導体事業における事業展開領域も大きくなるため，同時追求的な事業展開パター

ンを実現する可能性が高くなるであろう，と考えられる．

C，4．1日米多角化企業の事業展開パターン

　まず，日米企業の相互比較可能性をできるだけ維持するために，全事業の出荷額総計（総売上

高）に占める半導体事業の出荷額構成比率が同程度の日米企業を分析対象とする．つまり，

1982年時点において，日本企業の半導体事業の出荷額構成比率と同程度の米国多角化企業を分析

対象とする．したがって，日米企業ともに，半導体専業企業は除外されることとなる．

　1982年の外販市場において半導体事業を展開する日本企業の数は，12社である。そのうち，総

売上高に占める半導体事業の出荷額が50％以下の企業は10社ある．これらの企業の半導体事業の

出荷額構成比の平均は，11．7％である7．最も半導体事業の出荷額構成比が高いのは日本電気の

25．2％であり，最も低いのは松下の生2％である，

　これに対して，1982年時点で半導体事業構成比率が日本企業と同程度の企業，つまり，半導体
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事業の出荷額構成比が25％未満の米国企業は17社ある8．これらの企業の半導体出荷額構成比の

平均は5％である．最も事業構成比が高いのは，General　Instruments社の29％である．最も低いの

はGE社の0．3％である．

　図表GIIと図表C・1Zは，比較検討を行う米国企業17社と日本企業10社の，企業名と基幹事業，

および半導体事業の出荷額構成比率を一覧にしたものである．

米国多角化企業17社の基幹事業は，コンピュータや通信機器，ゲームからコンシューマーエレ

クトロニクスまで様々な分野にわたっているのが分かる．これと同様に，日本の多角化企業の基

幹事業も通信やコンピュータから家庭電器製品や重電まで様々な分野にわたっていることが分か
る．

っまり，日米多角化企業の共通点として，半導体以外の事業分野は，非常に広範囲にわたって

いるのである．しかし，（a）多角化企業の半導体市場における出荷額のシェアと（b）事業展開

する半導体製品（技術）領域の2点について日米企業を比較すると，顕著な違いが観察されるの

である．

（1）日米多角化企業の半導体市場シェアの変遷

　半導体市場シェアに関する米国多角化企業の特徴とは，1982年から1992年までにほとんど全て

の製品セグメントにおいて，市場シェアを低下させてきている，という点である．

図表C・13は，米国半導体市場に占める多角化企業17社の市場シェアの推移を示したものであ

る，この図表が示すように，1982年には18％近くあった米国多角化企業の市場シェアが，1992年

には7％まで低下してきているのが分かる．つまり，米国においては，半導体市場における多角

化企業の市場プレゼンスは低下し，それとは逆に，専業企業の市場プレゼンスが拡大してきてい

るのである．その直接的な原因は，新しい製品セグメントに積極的に事業展開できなかったこと

が挙げられる。

　図表C・14は，米国多角化企業17社の製品セグメント別の市場シェアを1982年と1992年の2時点

で比較したものである。この図表が示す通り，バイポーラ・メモリとバイポーラ・ロジックを除

いた全ての製品セグメントにおいて，17社の米国多角化企業は市場シェアを低下させている．特

に，相対的に新しい製品（技術）領域において，より大きく市場シェアを低下させているという

点が特徴的である．

　例えば，歴史的に最も古い個別半導体市場においては，10，6ポイント市場シェァが低下した．

これに対して，歴史的に新しいIC市場においては，12．7ポイント市場シェアが低下した．同様に，

1980年代に入って本格的に市場が拡大したモス・マイクロコンポーネントやモスロジック，モス・

メモリ市場においては，急激にシェアを低下させている．モス・マイクロコンポーネントにおい

ては10．2ポイントシェアを低下させ，モス・ロジックにおいては22．9ポイントシェアを低下させ，

モス・メモリにおいては23．3ポイントシェアを低下させた．

　IC市場やモス市場，およびリニアIC市場においてシェアが低下した一方で，唯一バイポーラ・

メモリ市場とバイポーラ・ロジック市場においてはシェアを上昇した．しかし，モス市場と比べ

た場合，バイポーラ市場は1980年代以降それほど拡大しなかったため，それらを集計した半導体

市場全体においては，米国多角化企業の市場シェアのプレゼンスは低下してきたのである．

　図表C・15は図表G14と同じように，多角化日本企業10社の製品セグメント別の市場シェアを

1982年と1992年の2時点で比較したものである．この図表が示すように日本の多角化企業は，米

国の多角化企業と同じく市場シェアを低下させてきている．例えば，1982年の市場シェアは96％
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図表C－11

米国企業名 主要事業 半導体事業比率
1GE 総合電機 0．3％

2WESTINGHOUSE 総合電機 0．5％

3TELEDYNE 航空宇宙・その他（コングロマリット） 0．7％

4 GTE　Micoelectronics 通信機器 0．8％

5 RAYTHEON 軍需・航空宇宙 0．9％

6 ROCKWELL 航空字宙・その他 1．1％

7 H’T 軍需・通信・その他（コングロマリット） 1．2％

8 NCR コンピュータ・通信機器 1．3％

9TRW 航空宇宙，自動車関連部品 2．3％

10 Hewlett－Packard コンピュータ・エレクトロニクス関連 2．4％

11 RCA エレクトロニクス 3．3％

12 HARRIS 航空宇宙／エレクトロニクス全般・その他 9．1％

13 GOULD　AMI GOULD　INCの子会社（コングロマリット） 9．5％

14 CHERRY　Elcctronic　Products 電子部品全般 11．1％

15 SPRAGUETec雑nojo’cs 整流器，コンデンサ電子部品 11．4％

16 SYNERTEK ゲーム・コンシューマーエレクトロニクス 12．6％

17 GeneraHnstmments 通信，航空宇宙，コンシューマーエレクトロニク 29．5％

一　者山蹴、友弘　　　　　1　謂　L↓　　、

米国：多角化企業17社の基幹事業と半導体事業比率

アータ出所）各社アニ」アルレポートおよび10K

図表C－12　日本：多角髭企業10社の基幹事業と半導体事業比率

日本企業名 主要事業 半導体事業比率

1松下 家庭電器 4．26％

2三菱電機 総合電器 6．38％

3富士電気 重電 7．62％

4 三洋 家庭電器 7．81％

5 　　　oヤーフ 家庭電器 8．17％

6 東芝 総合電気 10．10％

7 日立 総合電気 10．13％

8沖電気 通信・コンピュータ 14．87％

9富士通 通信・コンピュータ 17．10％

10 日本電気 通信・コンピュータ 25．26％

一　右山蹴、友仙台屈甜媒翻幽崇↓レf「　rト　瞥陸盆姓データ出所）各社有価証券報告書およびr日本半導体年鑑』
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補遺（C）日米の資源展開パターンの決定要因の探索

図表C－14米国多角化企業17社の主要製品市場における市場シェア

市場シェア 1982 1992

半導体市場全体 17．7％ 6．9％

IC 18．7％ 6．0％

個別半導体 33．8％ 23．2％

リニア 21．0％ 12．0％

バイポーラ・メモリ 16．9％ 26．1％

バイポーラ・ロジック 3．0％ 3．5％

モス・メモリ 24．5％ 1．2％

モス・ロジック 36．4％ 13．5％

モズ・マイクロコンポーネント 11．9％ 1．7％

図表C－15日本多角化企業10社の主要製品市場における市場シェア

市場シェア 1982 1992

半導体市場全体 96．2％ 88．2％

IC 98．2％ 89．9％

個別半導体 91．1％ 79．8％

リニア 65．1％ 73．9％

バイポーラ・メモリ 99．2％ 100．0％

バイポーラ・ロジック 91．7％ 99．9％

モス・メモリ 96．9％ 95．1％

モス・ロジック 93．4％ 87．1％

モス・マイクロコンポーネント 93．1％ 95．5％

データ出所）図表C－14／C－15ともに各社アニュアルレポート，有価証券報告書，10K，WSTSより筆者作成
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補遺（C）日米の資源展開パターンの決定要因の探索

であったが，1992年には8ポイント低下させて88％になった．しかし，1982年から1992年までに

新規に参入した企業はNMBSを除いて全て多角化企業であるため，それらの企業の市場シェアを

加えると96％となり，多角化企業全体の市場シェアは，実質的に日本においてはそれほど変化し

ていないのである．

　たしかに日本の多角化企業は米国の多角化企業と同じく，バイポーラ・メモリとバイポーラ・

ロジック，そしてリニアICを除いた全ての製品セグメントにおいて，市場シェアを低下させてい

る．しかし，日本の多角化企業10社の米国多角化企業17社との顕著な違いは，各製品セグメント

における市場シェアの低下率は，米国多角化企業よりもずっと小さく，特に，新しい市場セグメ

ントでの市場低下率も小さい，という点である．

　例えば，歴史的に最も古い個別半導体市場においては，11．3ポイント市場シェアが低下した．

これに対して，歴史的に新しいIC市場においては，8．3ポイント市場シェアが低下した．同様に，

1980年代に入って本格的に市場が拡大したモス・マイクロコンポーネントやモスロジック，モス・

メモリ市場においては，米国多角化企業ほどシェアが低下していない．モス・ロジックにおいて

は6，3ポイントシェアが低下し，モス・メモリにおいてはわずか1。8ポイントシェアが低下しただ

けである．モス・マイクロコンポーネントにおいては逆に2，4ポイントシェアを増加させた．

　つまり，両国の半導体市場における多角化企業の市場シェアの絶対的な大きさと，その推移に

関して比較すると，米国多角化企業の方が日本の多角化企業よりも市場シェアの全体水準がかな

り小さく，1982年から1992年にかけてそのシェアが急激に小さくなっている，ということが分か

る，特に，新しく需要が拡大してきた市場ほど，米国多角化企業は市場シェアの下落率が大きい。

日本の多角化企業10社も確かに市場シェアを低下させきてはいるが，観察期間中に新規参入した

日本企業はほとんど多角化企業であるため，新規に参入した多角化企業の出荷額を含めると，日

本市場における多角化企業のプレゼンスは1982年から1992年まで，ほとんど変化していないので

ある．

　また，1980年代に市場が拡大した新しい製品セグメントにおける市場シェアの下落率が小さい

ことから，日本の多角化企業は新しい製品（技術）領域にも積極的に事業展開していることが分

かる．

（2）日米多角化企業の半導体事業の展開パターン

　日米多角化企業の半導体事業における事業展開パターンにおいて，顕著に観察される相違点と

は，　（イ）日本企業よりも米国企業の方が事業展開する製品（技術）領域が相対的に狭く，しか

も（ロ）観察期問中に徐々に事業展開する領域を徐々に絞っていくという特化的な事業展開パター

ンをとっているという点である．

　図表C－16は，日本と米国の多角化企業が事業展開する製品領域数の平均と，両国それぞれの

企業全体の事業展開する製品領域数の平均を，1982年から1992年までグラフで示したものである．

この図表が示すように，多角化企業の平均値を両国で比較した場合でも，企業全体の平均値を両

国で比較した場合でも，米国企業の方が日本企業よりも，事業展開する製品領域数が小さいこと

が分かる．どちらの場合においても，米国企業がおおよそ1社当たり，日本企業の半分の製品領

域においてしか事業展開していないことが分かる．

　っまり，既に指摘したように，特化的な事業展開のパターンは，米国企業全体のみならず多角

化の一環として半導体事業展開を行う米国企業についても当てはまるのである。

　さらに注目すべき点は，米国の多角化企業の製品領域数が減少傾向にある，という点である．
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補遺（C）日米の資源展開パターンの決定要因の探索

1986年を境に米国多角化企業が事業展開する製品領域数は，米国企業全体の平均製品領域数を下

回るようになった．半導体事業を行う米国企業の大部分は専業企業であることから，1987年以降

は米国多角化企業の事業展開する製品領域数は，半導体専業の米国企業が事業展開する製品領域

数よりも小さいということが言える．

　米国においては，多角化企業よりも専業企業の方がより幅広い事業展開を行う傾向にある，と

いえるのである．この事実は，日本の多角化企業が事業展開する製品領域数を観察期間中一貫し

て維持しているのとは対照的である．

　これらの事実から，日米の多角化企業同士を比較した場合，半導体事業部門とその他の事業部

門の関連の仕方が両国企業で異なる可能性が考えられる．つまり，日本に比べて米国においては

相対的に，半導体事業部門と社内のその他の事業部門の関連性が低い，ということが想像される．

C．4．2小まとめ：多角化の程度と事業展開パターン

　これまでの多角化の程度が同程度の日米多角化企業を市場シェアと事業展開パターンに関して

比較することを通じて，次のような事実が明らかとなった．

（1〉米国の多角化企業においては，特化的な事業展開パターンが支配的である．

　　この傾向は専業企業と同じである．特に，歴史の浅い製品（技術）分野にお

　　いて事業展開する場合が少なく，結果としてその分野での市場シェアも急激

　　に低下する傾向にある．これに対して，

（2）日本の多角化企業においては，同時追莱的な事業展開パターンが支配的であ

　　る．その結果，歴史の浅い製品（技術）分野にも積極的に事業展開し，その

　　分野における市場シェアも高いレベルで維持している．

（3）　（1）と（2）の観察事実から，米国と日本の事業戦略とその展開パターンの

　　違いを日米多角化企業数の違いや両国それぞれの参入企業数に占める多角化

　　企業数の構成比率の違いに求めることはできないことが明らかとなる．なぜ

　　なら，

（4）米国において特化的な事業展開パターンが支配的な理由は，そもそも米国に

　　専業企業が多いからだけではなく，米国の多角化企業が小規模な半導体専業

　　企業と同様に，事業領域を狭く展開する傾向があるからである．

　以上4点のまとめから，米国と日本の事業戦略やその展開パターンの違いは，日米の半導体企

業の多角化程度の相違や参入企業に占める多角化企業数の構成比率の違いのみに求めることはで

きない．例えば，1982年時点で多角化の一環として半導体事業活動を行う企業の数は，日本10社

に対して米国18社と米国企業の方が多いのである．

■C．5需要構造の違い

　すでに第2章において簡単に触れたように，一般的に需要プル・アプローチ（Demand　pull

approach）もしくは市場プル理論（markct－pumheory）と呼ばれる立場（Myers　andMarquis，19691

Utterback，19741Walsh，19841Maleba，1985〉は，発明（invention）あるいは技術革新（innovation）

の規定要因として，経済主体が直面する需要構造や需要の特性に注目する．
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　例えばMaleba（1985）は，ヨーロッパの半導体産業においてリニア半導体や掴別半導体が積極

的に開発・事業化された原因を，当時のヨーロッパの半導体企業が主に消費財中心の需要構造に

直面していたからである，と主張する．また彼は，1960年代から70年代にかけて米国企業がICを

積極的に開発・事業化した原因についても言及し，その原因を米国企業が当時直面していた航空・

宇宙を中心とした軍や政府需要，コンピュータ用途中心の需要構造に求めている．

　すでにDosi（1984）や伊丹他（1988，1995〉らは，1970年代後半から80年代初頭にかけて米国

企業に先行して日本企業がモス型半導体の事業化に取り組んだ原因の一つとして，日米企業がそ

れぞれ直面していた需要構造の相違を指摘している．

　たしかに上記の先行研究が共通して指摘するように，日米の半導体の需要構造は，本論文の観

察期間である1980年代初頭から1990年代初頭までに限定したとしても，顕著な相違が見られる．

　例えば，半導体需要を大きく民生用途と産業用途に分けるならば，1982年の日本においては半

導体出荷額の50．6％が家電製品に代表される民生用途が支配的であるのに対して，米国において

は半導体出荷額のわずか10．5％が民生用途である．裏を返せば，米国においては圧倒的にコン

ピュータや通僑機器に代表される産業用途が支配的である9．しかし，1980年代後半から日本に

おいても，産業用途が出荷額の半分以上を占めるようになり，日本の需要構造と米国の需要構造

との違いは小さくなる傾向にある10．

　それでは，日本企業と米国企業との資源展開パターンの違いは，両国それぞれの企業が当時直

面していた需要構造やその特性の相違に原因を求めることが司能であろうか．結論からいえば，

需要構造の相違に原因を求めることはできない．なぜなら論理的に歴史を振り返るならば，例え

ば産業用途中心の需要構造に直面している企業が特化的事業展開パターンを実現しやすいのに対

して，民生用途中心の需要構造に直面している企業が同時追求的事業展開パターンを実現しやす

い，という主張が成立するために，その他の様々な要因を考慮する必要が出てくるからである．

　すでに，前節において検討したように，たとえ多様な半導体用途を社内に持ち合わせる多角化

企業においてさえも，日米多角化企業間で異なった事業展開パターンが観察された，という事実

を考慮に入れるならば，需要構造の相違を日米の事業展開パターンの相違を生み出した積極的要

因として考慮することはできないであろう．

■C6　事業展開パターンの2極分化が生まれる要因

　米国においては，なぜ融合型技術に積極的に事業展開する企業がほとんどなかったのだろうか．

また，それとは逆に，なぜ日本においては，多くの企業が積極的にバイ・シーモス技術を積極的

に事業展開したのだろうか．両国のもう一つの事業展開パターンの顕著な違いである2極分化の

可能性が生み出される原因について，以下で考察することにする．

C，6．1　技術進歩の方向性に関するコンセンサスの日米企業の違い

　バイ・シーモス技術の積極性に対する日米企業の相違を生み出した要因として，まず考えられ

る要因が，日米企業の技術進歩の方向性に関する期待や技術パラダイムの違いである．

Rosenberg（1976b）が指摘するようないくつかの技術的解決策の将来性に関する期待もしくは，

Dosi（1982）やconst㎝t（1980）が指摘するような技術パラダイムによって規定される技術的問

題解決行動が，歴史的に日米企業間で異なっていたならば，バイ・シーモス技術への積極性の違

いが生まれるであろう．
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　例えば，当時の米国企業は，バイポrラ技術とシーモス技術をr主流の」技術と考え，バイ・

シーモス技術をf傍流の」技術または，バイポーラ技術とシーモス技術の中間に位置するいわば

r過渡的な」技術と位置づけていたのに対して，当時の日本企業はバイ・シーモス技術もバイポー

ラ技術やシーモス技術と同じように，　「主流の」技術として位置づけていた，という歴史的事実

を確認できるならば，技術代替案に対する将来期待の違いや技術パラダイムによって説明がつく

ことになる．

　しかし，バイ・シーモス技術が具体的に事業化され始めた1980年初頭の歴史的事実として，日

米企業ともにバイポーラ技術は将来的にシーモス技術に完全に代替されるという技術進化のシナ

リオを持っていたという点では共通していた．特に，1970年代後半から1980年代初頭にかけて，

年率15％でバイポーラの速度が向上していくのに対して，シーモスは年率35％で速度が向上して

いく，・という技術的予測に基づいて，1990年初頭にはシーモス技術にバイポーラ技術が代替され

る，というシナリオを共通して描いていたのである11．そのシナリオを基に日米の技術者は共通

して，バイ・シーモス技術を「過渡的な」技術として位置づけていたのである．それゆえ，融合

型技術に対する積極性の違いが生まれた原因を，当時の日米企業（技術者）の構想した技術転換

のシナリオの違いに求めることはできないのである．

C6．2　事業規模や事業年齢の影響

　融合型技術に対する積極性の違いが生まれた原因として次に考えられる要因が，事業規模や事

業年齢である．融合型技術は，バイポーラ型とシーモス型を同一回路内に集積する技術であり，

必然的にバイポーラ型やシーモス型のデバイスよりも複雑性が高くなる．そのため，バイ・シー

モス型の事業化に必要とされる技術水準も，バイポーラ型やシーモス型のデバイスをそれぞれ事

業化する際に必要とされる技術水準よりも高くなるはずである．

　仮に，バイ・シーモス型デバイスの事業化に必要とされる技術的知識や能力がバイポーラ型か　．

シーモス型のどちらか，あるいはそれら両方のデバイスの累積生産量の増加関数であるならば，

事業規模や事業年齢が高くなるほど融合型技術に事業展開する可能性が高くなると推論すること

が可能になる．なぜなら，多くの場合，累積生産量の大きさは事業規模や事業年齢の増加関数と

して考えられるからである．

　米国企業において，日本企業に出遅れながらもバイ・シーモス技術に事業展開した企業は10社

であるE．図表C・17は，これら10社のうちで企業の事業規模と参入年を確認できる9社の1982年

時点の半導体事業規模（半導体関連総出荷額）と事業年齢をバイ・シーモスを事業化しなかった

それ以外の米国企業とバイシーモスを事業化した日本企業と比較したものである．

　この図表から分かることは，日米企業ともにバイ・シーモス技術を事業化した企業は，バイ・

シーモス技術を事業化しなかった企業よりも事業規模も大きく，事業年齢も高いということが分

かる，例えば，米国企業においては，バイ・シーモス技術を事業化した企業の平均事業規模と平

均事業年齢はそれぞれ354．11（百万ドル）と10．56（年）である．これに対して，バイ・シーモス

を事業化しなかった企業の平均事業規模と平均事業年齢はそれぞれ34．42（百万ドル）と

7．8（年）である。また，日本企業においては，バイ・シーモス技術を事業化した企業の平均事業

規模と平均事業年齢はそれぞれ417．12（百万ドル）と23（年）である．これに対して，バイ・シー

モスを事業化しなかった企業の平均事業規模と平均事業年齢はそれぞれ92、75（百万ドル〉と

17．5（年）である．

　ただし，これらの結果からバイ・シーモス技術の事業化にはかなり高度な技術的蓄積が必要で
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あり，事業規模の大きいあるいは事業年齢の高い企業でないと困難である，と早急に結論づける

ことはできない。というのも，標準偏差の大きさから見て分かるように，バイ・シーモスを事業

化した企業とそうでなかった企業の問に，平均事業規模の平均や平均事業年齢に関して明白な違

いがあるわけではないからである．

　事業規模や事業年齢は，バイ・シーモスの事業化には潜在的に影響を与える可能性があるが，

これらの要因が直接的な要因として機能しているわけでなさそうである．

C6．3　技術セットの分布

　この節では個々の企業が保有している技術セットの特性に注目することにする．すでに述べた

ように，バイ・シーモス技術はバイポーラ技術とシーモス技術を融合した技術である．っまり，

バイ・シーモス技術はバイポーラ技術とシーモス技術の両方に依存した技術である．仮にそうだ

とすれば，バイ・シーモス技術の事業化には，歴史的にバイポーラ技術に関連した技術セットと

シーモスに関連した技術セットの両方を同時に社内に保有していることが前提条件となるのだろ

うか．　さらに，両方の技術セットを社内に保有していなければ，融合型技術を開発・事業展開

するインセンティブは高くならないのだろうか．それとも，必ずしも両方の技術セットを社内に

保有している必要はなく，バイポーラ技術かシーモス技術のどちらかの技術セットを蓄積してい

れば十分なのだろうか，もしそうならば，バイポーラ（シーモス）特化企業はシーモス（バイポー

ラ）特化企業と共同開発（事業化）する必要があるのだろうか．

　結論から先に述べれば，歴史的な事例を振り返る限り，日米企業ともにバイ・シーモス技術の

事業化には，バイポーラ技術とシーモス技術の両方を事業化していることが必要条件になってい

ると解釈することができる．

　例えば，歴史的にバイ・シーモス技術を事業化した米国企業10社のうち，Ba四〇nSemiconductor

社とCypressSemico面uctor社とSaratogaSemiconductor社を除く7社は，バイポーラ技術とシーモス

技術を同時に追求し，2つの技術を継続的に事業展開する同時追求的事業展開パターンを実現し

た企業である13．例外的な企業は，CypressSemiconductor社とS訂atoga　Semiconductor社の2社であ

る．CypressSemiconductor社は，モス特化戦略を選択し，モス型デバイスを中心に単線的な事業

展開パターンを実現した企業であり，Saratoga　Semiconductor社は米国企業において唯一バイ・シー

モス技術に特化して事業展開した企業である．

　日本企業においても米国企業と同様に，バイ・シーモス技術を歴史的に事業化した企業は全て

バイポーラ技術とシーモス技術を同時追求的な事業展開パターンを実現した企業である．バィ・

シーモス技術を事業展開した企業8社はすべて，同時追求的な事業展開パターンを実現した．

　っまり，バイ・シーモスを事業化した日米企業は共通して，バイポーラ技術とシーモス技術の

両方を事業化しているという事実から，バイ・シーモス技術の事業化には2つの技術が不可欠で

あるという推論を立てることが可能である．

　しかし，その一方で，日本企業が融合型技術を積極的に事業展開したのに対して，米国企業が

相対的に消極的であった事実を，個々の企業の技術セットの分布に求めることはできない，なぜ

なら，両国ともに共通して，融合型技術のペースとなるバイポーラ技術とシーモス技術を事業展

開していたのにも関わらず，日米企業間で，融合型技術に関する積極性の相違が見られたからで

ある．
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C6．4　需要構造の違い

　融合型技術に対する日米企業の積極性の違いを，日米企業で直面する需要構造の相違に求める

ことは可能であろうか。たしかに，第4章の事例から明らかなように，日本企業がバイ・シーモ

ス技術の開発に取り組んだきっかけは，高速大型汎用コンピュータやスーパーコンピュータ用途

の半導体デバイスの開発がきっかけとなっている．

　しかし，米国企業にも日本企業と同様に大型汎用機あるいはスーパーコンピュータ用半導体デ

バイスを開発する企業が，IBM社をはじめとして，NCR社，Hewlett－Packard社，DEC社，TI社，

Motorola社，Intel社，AMD社，NatまonalSemiconductor社と少なくとも10社は存在していた14．こ

のことから，米国企業が，融合型技術の開発・事業化に出遅れた原因を，日米の需要構造の相違

に求めることはできないのである。

C6．5　小まとめ：2極分化をもたらす要因とは何か

　これまでの議論から，事業展開における2極分化の日米企業の違いは，当時日米企業がそれぞ

れ描いていた技術転換のシナリオや日米企業問の事業規模や事業年齢の違いに求めることはでき

ない．確かに，バイ・シーモス事業展開した企業は，事業展開しなかった企業よりも事業規模が

大きく，事業年齢が高くなる傾向が日米に共通して指摘できる．

　この事実から，バイ・シーモスの事業化には一定規模以上に事業規模が大きく，一定期問以上

事業活動継続することによる技術セットの蓄積が必要である，という可能性を示唆しているよう

に思われる．しかし，その一方で，特に米国企業においてはバイ・シーモス技術を事業化した企

業の事業規模や事業年齢のばらつきが大きいことから，日米企業の平均的な事業規模や事業年齢

の違いが決定的に日米における2極分化の程度の違いを生み出した，と積極的に議論することは

難しいと思われる。

　同様に，バイ・シーモス技術はバイポーラ技術とシーモス技術の融合型技術であるため，バィ

ポーラとシーモスの両方を事業展開し，両者の技術に関する技術セットが社内に存在しないと難

しいという議論も，バイ・シーモスを事業化した両国企業の大部分が同時追求的事業展開パター

ンを実現した企業であったという事実から裏付けられる．しかし，そのことから，日米において

2極分化の程度の違いを生み出した原因を同時追求的事業展開パターンを実現した企業数の違い

に求めることはできない．なぜなら，1980年代初頭から1980年代半ばにかけて，日本においてよ

りも米国において，同時追求的な事業展開パターンを実現する企業の絶対数が多かったからであ

る．さらに，日米企業が直面する需要構造に原因を求めることもできない．

　っまり，これまで考察した諸要因それぞれが，日米企業の事業展開における2極分化の程度の

違いを生み出した決定的な要因として考えることには無理がある，と結論づけることができる．

口C，7まとめ

　補遺（C）では，日米企業の資源展開パターンに関する相違が出現した原因を，既存の理論を

手がかりに検討してきた．そこで得られた結論とは，日米の資源展開パターンの相違の原因を，

事業規模，事業年齢，多角化の程度，企業が保有する技術セットの分布，需要構造などのそれぞ

れ個別の要因のみに求めることはできないというものである．

　っまり，上記の諸要因は，どれも部分的な日米企業の事業展開パターンの違いを説明する要因
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としては成立しうる．しかし，あくまでも個別の諸要因は部分的な説明力しか持ち合わせていな

いのである．

1事業（企業）規模の大きさは，市場支配力や経営資源の大きさ，顧客や利害関係者が抱く信頼性（

reliab丑ity）・説得性（acoountability）の大きさ，規模の経済，経験効果といった概念と密接に関連している．

仮に，市場規模が一定であれば，事業規模が大きくなるほど，市場支配力が大きくなるという関係が想定さ

れるであろう．ただし，市場支配力と事業戦略との関係もしくは，市場支配力と事業展開パターンの関係は

必ずしも明らかでない．市場支配力に関連する概念で，事業規模と関連する議論を展開するのがHanmn　and

Freemann（1989）らの議論である。彼の定義からすれば、事業規模が大きい組織とは，顧客やその他の利

害関係者の企業に対する信頼性や説得性を維持するために必要な資源の量を十分に持ち合わせているため，

企業は淘汰されにくいという議論を展開する．ただし，この論理を用いて資源展開パターンとの関係を明示

的に展開するのは難しいと思われる．また，事業規模と経験効果との関係や，事業規模と規模の経済の関係

は容易に想定しうるが，具体的なレベルで事業戦略や事業展開パターンとの関係は想定するのは難しいと思

われる．

21982年と1992年の日本企業の平均事業規模は，それぞれ5．915（370百万ドル）と7．159（1280百万ドル）

である，これらをそれぞれ（1）と（3）に代入する．

31982年の8社とは，Co㎜odore社，舳eralElectric社，Hu幼es社，㎞temati醐R㏄t臨社，mW社，

Uni綻ode社，W聡血ghousc社である・11社とは，Bu降B【own社，Generalhs肋ment社，HcwlcItPacka【d社，

IntemationalRecili伽r社，Kulite社，Micmsc血歓，Semte山社，Siliconix社，Soli賦on社，Te歓onix社，

Teledyne社である，

4しかし，両者の平均事業年齢に有意な差が認められるわけではない．

5しかし，両者の平均事業年齢に有意な差が認められるわけではない．

6佐久間（1983）は，日本の半導体企業の投資戦略を3つの戦略グループに分けて分析を行っている．彼の

基本的主張は，同じ多角化企業であってもその他の事業と半導体事業の関連性の違いによって投資行動に違

いが生まれるというものである．本論文においては，日本企業における半導体事業とその他の事業の関連性

は，米国多角化企業の関連性に比較してずっと大きい，という前提の下に分析を進めている．日本企業間の

関連性の相違とその相違が鯉別の日本企業の行動に与える影響については，更なる検討が必要であると考え

られる．

7少々乱暴ではあるが，半導体出荷額の構成比率が50％以上の企業を半導体専業企業とし，50％以下の企業

を多角化企業の一環として半導体事業を行う企業と解釈した。そのため，1982年時点で半導体出荷額構成比

率が50％を越えるロームとサンケンの2社は，分析から除外される．

817社とは，GE社，WESTINGHOUSE桂，TELEDYNE社，GTEMicfoclectronics社，RAYTHEON社，

ROCKWELL1ntemalional社，rIT社，NCR社，TRW社，Hewlett－Packaτd社，RCA祇，HARRIS社，GOULD

AM1社，CHERRYElect－onicProducts社，SPRAGUETechロologies社，SYNERTEK社，Gencrallnst【uments

　（GI）社である．

9伊丹他（1995：p．69）に基づく．

10
本開発銀行（1996：p．28）に基づく．

11 立製作所高崎工場の技術者への筆者のインタピュー（1996年12月13日）に基づく．
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皿10社とは，AMCC社，B脚onSemiconductoと社，Cypress　Semioonduc重o【社，HP（Hew董ctt－Packaτd）社，

Intcg識edDcviceTe山蹴010gy社，NS（National　SemiooEductor）社，Sa瓢ogaSemioonducIor社，Tex圏

㎞s惚皿enεs社，LSILog重c社，Mo霊omla社である．このうち，事業規模と参入年を確認できなかった企業は，

BalvonSem董Oonductor社である．

13
紅von　sc面conduct6【社の詳細なプロフィールにっいてのデータを収集できなかったため，同社がどのよ

うな事業戦略や事業展開パターンを実現したかは明らかでない，

14
社のアニュアルレポートおよび10Kに墓づく．
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